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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

「メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラムの開発及び評価」 

 (H28-労働-一般-002)主任:竹中晃二 

総括研究報告書 

研究代表者 竹中晃二 早稲田大学人間科学学術院・教授 

研究要旨 

本研究の目的は，地域，職域，および学校において人々のメンタルヘルス不調を予防

し，さらにはポジティブ・メンタルヘルスを強化させることを目的に，具体的なプログラ

ムおよびキャンペーン戦略を開発し，それらの評価を行うことである。従来，メンタルヘ

ルス問題への対応は，そのネガティブ側面の緩和に焦点を絞ったアプローチが行われてき

た。しかし，近年では，たとえネガティブな出来事を経験していたとしても，同時にポジ

ティブな出来事を経験し，またそれらに注目しておれば，ネガティブな影響を緩和できる

ことがわかっている。本研究では，メンタルヘルスのネガティブ側面への予防的アプロー

チとポジティブ側面の強化を目的としたプロモーション・アプローチの両面からメンタル

ヘルス問題の予防について研究している。具体的には，Barry (2001)が示したメンタルヘル
スの枠組みに従って，一方で 1)メンタルヘルス問題の汎用型予防を目的としたストレスマ
ネジメント教育プログラムの開発，他方では 2)メンタルヘルスをよい状態に保つメンタル
ヘルス・プロモーションの行動変容型プログラムの開発，を目指した研究をおこなってい

る。前者は，メンタルヘルス疾患・問題が生じることを想定し，それらの予防に焦点を絞

っている。この領域における「予防」とは，メンタルヘルス疾患・問題を前提にした 3レ
ベルの予防介入戦略として，精神疾患の罹患者，亜臨床者，健常者を含む一般の人たち 
を対象とする全体的予防戦略(universal preventive strategy)，リスクが高い環境やイベントに
曝された人たちを対象とする選択的予防戦略(selective preventive strategy)，および精神疾患
ではないが症状を呈する人たちを対象とする個別予防戦略(indicative preventive strategy)が
想定される。一方，後者では，ポジティブ・メンタルヘルス，すなわち幸福感や生活の質

感，また生活満足度，生きる意味をアウトカムとするメンタルヘルス・プロモーションで

あり，メンタルヘルス 疾患・問題を想定していないものの，その初期症状の出現を抑制
し，間接的に予防に役立 つ。 

最終年度となる平成 30年度では，大きく 3種類の研究をおこない，それらは，1)ストレ
スマネジメント教育に関する研究， 2)ポジティブ心理学，特に「強み」の強化に関する研
究，および 3）メンタルヘルス・プロモーションに関する研究，であった。ストレスマネ
ジメント教育に関する研究では，全体タイトルを「認知行動療法を用いたストレスマネジ

メント教育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他）」とし，1）ストレスマネジメント実
践のためのアセスメントアプリケーションの有効性の検討，2）高校生に対する短期マイ
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ンドフルネスの効果，および 3）医療従事者の職場状況とワーク・エンゲイジメントとの
関連性，の 3研究で構成されていた。ポジティブ心理学，特に「強み」の強化に関する研
究では，1）ICT を利⽤したポジティブ⼼理学的介⼊―強みの活⽤を促すスマートフォン⽤
アプリケーションの開発−（上地広昭他），および 2）仕事ストレス緩和を目的としたポジティ
ブメンタルヘルス研修の効果成立過程の検証（山田冨美雄他）の 2研究をおこなった。最後に，メ
ンタルヘルス・プロモーションに関する研究では，1）社会経済・⼈⼝統計学的変数によ
るメンタルヘルスプロモーション⾏動の実施格差（島崎崇史他），2）メンタルヘルス問
題の予防に果たす⾃助⽅略の検討（竹中晃二他），および 3）予防教育プログラムの評価
―注意バイアス修正法を用いたWebベースプログラム―（島津明人他），の 3研究をおこ
なった。  

分担研究者  

竹中晃二  

早稲田大学人間科学学術院・教授  

島津明人  

北里大学一般教育部・教授  

山田冨美雄  

関西福祉科学大学心理科学部・教授 

 

嶋田洋徳 

早稲田大学人間科学学術院・教授  

上地広昭  

山口大学教育学部・准教授  

島崎崇史  

上智大学文学部・講師 

 
『認知行動療法を用いた 

ストレスマネジメント教育に関する研究』 

A-1. はじめに 
ストレスマネジメントとは，主に⼼理的ス

トレスに関する正しい理解を促す⼼理教育
や，⼼理的ストレスへのコーピング⽅略の
獲得や拡充をねらいとした介⼊を⾏うこと
によって，⼼理的ストレスとのつきあい⽅
を習得する⼿続きの総称として⽤いられる
ことが多い（⽵中，1997）。また，ストレス
マネジメントには，⼤きくストレッサーに
対する直接的コントロールを⾏う環境調整
に加え，呼吸法や⾃律訓練法，漸進的筋弛
緩法などによって情動の安定化を⽬指す情

動的技法，認知再構成法（認知的再体制化）
などの認知的技法，社会的スキル訓練など
の⾏動的技法が含まれることが多い（嶋⽥
他，2010）。 

平成 30 年度の報告では，認知⾏動療法を
⽤いたストレスマネジメント教育プログラ
ムの開発・評価の⼀環として，特定の環境
下における特定の対象者の⼼理的ストレス
の様相を検討することを試みた。具体的に
は，労働者を対象としてアプリケーション
を⽤いたコーピング獲得⽀援を⾏った場合
の検討（データ追加），⼤規模災害に被災し
た地域の⾼校⽣を対象としてマインドフル
ネス介⼊を実施した場合の検討，医療従事
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者を対象としてワーク・エンゲイジメント
を指標とした場合の検討を⾏った。以下，
それぞれの研究について内容を報告する。 

1. ストレスマネジメント実践のためのアセス

メントアプリケーションの有効性の検討 
A-1-1. はじめに 

認知⾏動療法型ストレスマネジメント
（Cognitive Behavior Stress Management：以
下，CBSM）は，主に集団の研修形式で実施
されることが多いものの，対象者⾃⾝が⾃
分のコーピングの有効性を俯瞰的に理解す
るセルフ・モニタリング法の⼿続きを⼗分
に⽤いることができない者が⽣じてしまう。
そして，結果的に，その介⼊効果が⼗分に
得られず，測定される全体的な効果性が低
減してしまう懸念がある。そのため，CBSM

においては，対象者に対する⽀援の効果性
を⾼めるために，個に応じて精緻化した⼿
続きの⼯夫が必要である。その具体的な⼯
夫として，対象者のさまざまな情報を蓄積
して，対象者が必要とする情報を適切な形
で提供することを可能にする情報通信技術
（ Information and Communication 

Technology：以下，ICT）の活⽤が考えられ
る。この ICT を CBSM に適⽤すると，従来
のセルフ・モニタリング法が担っていた機
能の代替として，個⼈のコーピングの有効
性に関する個々のデータを当該個⼈のデー
タベースとして蓄積し，あるストレッサー
に対して，その個⼈にとって有効性の⾼い
ことが予測されるコーピングを，ある程度
⾃動的に個⼈にフィードバックすることが
考えられる。⼀⽅，個⼈が感じるストレス
は，睡眠を中⼼とした⽣活リズムの影響を
⼤きく受けやすいため（岡島，2012），スト
レスコーピング⽅略の拡充とコーピング⽅

略使⽤の柔軟性の向上に関する⽀援と同時
に，睡眠改善の介⼊を実施することによっ
て，さらにストレス低減効果が促進される
ことが⽰唆されている（Vargas et al., 2014）。
以上のことを踏まえて， 平成 29 年度には，
CBSM における個別的⽀援の精緻化を意図
して，コーピングレパートリーの拡充と睡
眠に関連する問題の改善を⽬指したスマー
トフォンアプリケーションの開発を⾏った
（⽥中他，2017）。平成 30 年度においては，
新たに収集したデータを追加したため，そ
れらを合わせた分析結果を中⼼に報告する。 

B-1-1. 対象と方法 
研究協力者：⾸都圏の⼀般企業に勤務して
おり，研究への参加の同意が得られた 20 歳
以上の労働者 103 名（男性 69 名，⼥性 34

名，平均年齢 39.84±10.05 歳）を対象とした。
なお，この研究協⼒者には，平成 29 年度ま
での協⼒者のデータを含んでいる。 

調査項目：(a) デモグラフィック項⽬：性別，
年齢，職種，(b) ⼼理的ストレス反応：Stress 

Response Scale-18（SRS-18：鈴⽊他，1997），
(c) コ ー ピ ン グ レ パ ー ト リ ー ： Tri-axial 

Coping Scale 24（TAC-24：神村他，1995），
(d) 不眠の重症度：Pittsburgh Scale Quality 

Index （PSQI：⼟井他，1998）への回答を求
めた。 

手続き：研究協⼒者を，(1) ワークシート群
（以下，WS 群：43 名），(2) ⾯接群（19 名），
(3) アプリケーション群（以下，アプリ群：
41 名）に振り分けた。WS 群に対しては，
ストレスと睡眠の改善のための⼼理教育⽤
冊⼦，ストレスに関するセルフ・モニタリ
ング表，睡眠⽇誌をワークシートとして配
布し，このワークシートへの記録を各⾃で
2 週間分記⼊することを求めた。⾯接群に対
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しては，WS 群の⼿続きに加えて，ストレス
のモニタリング，および睡眠改善のための
個別⾯接を 40 分間ずつ実施した。さらに，
アプリ群に対しては，睡眠に関する問題の
改善とコーピングレパートリーの拡充を促
すスマートフォンアプリケーション（⽥中
他，2017）の利⽤とアプリケーションの中へ
の記録を各⾃で 2 週間分記⼊することを求
めた。３群のすべての者に対して，介⼊開
始前（pre 測定）と各群の 2 週間の介⼊期間
後（post 測定）の 2 時点において，質問紙
の測度である (a)〜(d) への回答を求めた。 

スマートフォンアプリケーションの仕様：アプリ
群に⽤いたアプリケーションは，コーピン
グレパートリーの拡充を⽬指した機能とし
て，⾃⾝にとっての機能的なコーピングを，
対象者（ユーザー）が俯瞰的に理解するこ
とを促すよう意図して作成されている。具
体的には，「ストレッサー」，「コーピング実
⾏前のストレス反応の強度」，「実⾏したコ
ーピング」，「コーピング実⾏後のストレス
反応の強度」を記録する仕様である。実⾏
した具体的なコーピングに対しては，⼊⼒
後に即時的にフィードバックが⾏われ，「○」
の場合には，当該コーピングの継続的な選
択を促す教⽰が表⽰される。また，「△」の
場合には，他のコーピングの実⾏を促すた
めに，ユーザー⾃⾝のデータベースから過
去に有効であったコーピングが教⽰される。
「×」の場合には，過去の有効なコーピング
に加えて，ユーザーが過去に実⾏していな
い他のコーピングを確認することが提案さ
れる。過去に実⾏したコーピングの全ての
データが蓄積されるため，データを積み重
ねるたびに適切なコーピングに関するフィ
ードバックの精度が⾼まる仕組みであるの

がこのアプリケーションの特徴である。 

本アプリケーションでは，睡眠に関する問
題の改善を⽬指した機能として，複数の質
問から睡眠の問題の有無に関するアセスメ
ントを⾏い，睡眠の問題がある可能性があ
ると判断された対象者のみが CBSM プログ
ラムと同時に睡眠プログラムを実施する仕
様を⽤いた。睡眠記録のデータに基づいて，
睡眠問題が改善されているかに関する睡眠
の記録の変動を確認し，改善がみられない
場合には，他の⾏動の実⾏を提案する仕様
を⽤いた。 

C-1-1. 結果 
研究協⼒者のうち，post 測定までのアンケ

ートへの記⼊の協⼒が得られ，データに⽋
損のなかった 68 名（WS 群：25 名，⾯接群：
14 名，アプリ群：29 名）のデータを分析対
象とした。コーピングレパートリーの変化
を検討するために，TAC-24 の各下位尺度得
点をそれぞれ従属変数とし，群（WS 群，⾯
接群，アプリ群）および時期（pre 測定，post

測定）を独⽴変数とした 2 元配置分散分析
を実施した。その結果，「肯定的解釈」得点
において交互作⽤が有意であったため，単
純主効果の検定を⾏ったところ，アプリ群
において pre 測定から post 測定にかけて得
点が減少することが⽰された。⼀⽅で，⾯
接群においては pre 測定から post 測定にか
けて得点が上昇する傾向が⾒られた。また，
「情報収集」得点においては，交互作⽤が
有意傾向であったため，探索的に単純主効
果の検定を⾏った結果，アプリ群において
得点が減少することが⽰された。⼼理的ス
トレス反応の変化に関して検討を⾏うため，
SRS-18 の各下位尺度得点をそれぞれ従属
変数とし，群および時期を独⽴変数とした
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2 元配置分散分析を実施した。その結果，い
ずれの下位尺度においても有意な交互作⽤
および主効果は得られなかった。同様に，
睡眠の困難さの変化に関しても有意な交互
作⽤および主効果は得られなかった。 

D-1-1. 考察 
本研究の⽬的は，コーピングレパートリー

の拡充と睡眠の問題の改善を⽬指したスマ
ー ト フ ォ ン ア プリ ケ ー シ ョ ンを ⽤ い た
CBSM の効果を検討することであった。そ
の結果，コーピングレパートリーに関して
は，個別⾯接を⾏った⾯接群においては，
⼀部のコーピング⽅略の実⾏の頻度が向上
することが⽰されたものの，スマートフォ
ンアプリケーションを使⽤したアプリ群に
おいては，⼀部のコーピング⽅略の実⾏の
頻度がむしろ減少した。 

 以上の結果を踏まえると，コーピングレ
パートリーの拡充に際しては，⽀援対象者
に対して個別に⾯接を実施し，実⾏したコ
ーピングに関する個に応じた丁寧なモニタ
リングを⽀援者と共に⾏うことが最も有⽤
である。⼀⽅で，スマートフォンアプリケ
ーションの使⽤によって特定のコーピング
レパートリーの実⾏の頻度が減少したこと
は，コーピングレパートリーの拡充という
観点からは，効果が確認できなかったもの
の，データを記録していた最中に出くわし
たストレッサーに対して⾮機能的であった
コーピング⽅略の実⾏の頻度が減少したと
も理解することができる。 

本研究においては，アプリ群は，⾯接群と
同等かそれ以上の効果が得られるという結
果を予測していたものの，当初の予測した
結果は得られなかった。したがって，本研
究で⽤いた仕様のスマートフォンアプリケ

ーションの使⽤は，必ずしも CBSM の効果
の向上に直接的に有⽤であるとはいうこと
ができなかった。本研究において直接的に
測定したコーピングレパートリーの拡充に
限らず，ストレス反応の表出に⾄るまでの
プロセス変数も同時に検討していくことが
必要である。 

E-1-1. 結論 
本研究の結果からは，開発した仕様のスマ

ートフォンアプリケーションの使⽤によっ
て CBSM の効果を⾼めることができるとは
必ずしもいえない。しかしながら，ある状
況下における当該個⼈にとって機能的なコ
ーピングの選択には有⽤である可能性が⽰
唆されることから，今後の継続的な研究に
おいてこれらの検討を⾏うことが必要であ
る。 
 
2. 高校生に対する短期マインドフルネスの

効果 
A-1-2. はじめに 

近年，トラウマの治療において，認知⾏動
療法を基礎としたマインドフルネスの有効
性が⽰されている（Babette，2011）。マイン
ドフルネスとは，「今ここ」に注意を集中し，
過去や未来ではなく現在を体験することで
ある。マインドフルネスのプログラムを体
系化したものに Kabat-Zinn（1990）の提唱す
るマインドフルネスストレス低減法がある。
マインドフルネスストレス低減法を基盤と
した介⼊によって，抑うつの低減に効果が
あること（Kearney, et al.，2012）やストレス
反応得点が減少すること（Carmody & Baer，
2008）が⽰唆されている。これらの⼿続きの
なかでも特に，マインドフルネスの⼿続き
としてもあげられるヨーガが，PTSD の補助
的治療として認められつつあり，ヨーガの
有効性が⽀持されている（Emerson, et al.，
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2009）。本研究では，⾼校⽣を対象として，
集団におけるマインドフルネスのヨーガ瞑
想法を実施し，マインドフルネスの「注意」
や「気づき」を測定する操作変数を明確に
したうえで，短期マインドフルネスの効果
と今後の課題を明らかにする。 

B-1-2. 対象と方法 

対象者：東⽇本⼤震災に被災した地域の⾼
等学校に通う２年⽣７クラス 207 名を対象
に研究参加の依頼を⾏った。平成 29 年 11
⽉に学級ごとに質問紙調査を実施した。そ
の後，平成 29 年 12 ⽉にマインドフルネス
を実施するマインドフルネス介⼊群，また
は，ストレスに関する⼼理教育を受ける⼼
理教育群（対照群）にわかれて介⼊を実施
し，実施から約１週間後に再度，質問紙調
査を⾏った。また，フォローアップとして，
平成 30 年 5 ⽉に同様の質問紙調査を実施し
た。 
介入参加者の選定：マインドフルネスの介
⼊実施にあたり，マインドフルネスの介⼊
としてヨーガを⽤いることを説明した上で，
質問紙において「受けたい」「受けてもいい」
「できれば嫌だ」「絶対嫌だ」の 4 件法で聞
き，参加意志の有無を確認した。マインド
フルネスの介⼊を「受けたい」「受けてもい
い」と回答した⽣徒をマインドフルネス介
⼊群とし，マインドフルネスの介⼊につい
て「できれば嫌だ」「絶対嫌だ」と回答した
⽣徒を⼼理教育群とした。マインドフルネ
ス介⼊群は 82 名（男性対象なし，⼥性 82

名），⼼理教育群は 117 名（男性 45 名，⼥
性 72 名）であった。 

マインドフルネスの介入プログラム：１回 60 分
の授業時間において，マインドフルネスヨ
ーガ瞑想法についての説明（約５分），準備
運動を含めたマインドフルネスヨーガ瞑想

法（約 50 分），感想シートの記⼊（約５分）
を⾏った。各授業２〜３クラス合同で実施
し，７クラス分（計３回）⾏った。 

効果指標：(a) Mindful Attention Awareness 

Scale（MAAS）の⽇本語版（藤野他，2015），
(b) Center for Epidemiologic Studies 

Depression Scale（CES-D）の⽇本語版（島他，
1985），(c) IES-R の⽇本語版（Asukai, et al.，
2002），(d)⼼理的ストレス反応尺度（SRS-

18：鈴⽊他，1997）を⽤いた。 

C-1-2. 結果 
介⼊対象となった 207 名のうち，介⼊前，
介⼊後，フォローアップのすべての質問紙
調査を受けている 188 名（マインドフルネ
ス介⼊群 57 名，⼼理教育群 131 名）を分析
対象とした。各質問項⽬についての結果を
以下に⽰す。 

抑うつ：抑うつについては，群の主効果およ
び時期の主効果が有意であったが，交互作
⽤は有意ではなかった。 

外傷後ストレス反応：外傷後ストレス反応に
ついては，群の主効果は有意ではなく，時
期の主効果，および交互作⽤に有意傾向が
みられ，単純主効果の検定の結果，マイン
ドフルネス介⼊群において，介⼊前に⽐べ
て介⼊後の外傷後ストレス反応得点が低減
していること，また介⼊前に⽐べてフォロ
ーアップ期において外傷後ストレス反応得
点が低減していることが⽰された。 

ストレス反応：ストレス反応については，群
の主効果，時期の主効果，および交互作⽤
とも有意ではなかった。 

D-1-2. 考察 

本研究の⽬的は，東⽇本⼤震災に被災した
地域の⾼校⽣を対象として，集団における
マインドフルネスの介⼊を実施し，短期マ
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インドフルネスの効果と今後の課題を明ら
かにすることであった。本研究の結果から，
本研究におけるマインドフルネスヨーガ瞑
想法が外傷後ストレス反応の低減に効果が
あることや，マインドフルネスの「注意」や
「気づき」の獲得によって，抑うつやスト
レス反応の不機嫌・怒りの低減に効果があ
ることが⽰唆された。 

 本研究では，操作変数を明確にし，操作
変数の機能的な変容が効果に及ぼす影響を
検討することに意義がある。平野・湯川
（2013）は，マインドフルネスの介⼊によっ
て怒りの反すう傾向が低減したことを報告
している。本研究では，マインドフルネス
の操作変数を明確にしたことで，マインド
フルネスの「注意」や「気づき」の獲得が，
怒りの低減に効果があることが⽰唆された。 

Ｅ-1-2．結論 

本研究の結果から，１回の介⼊のみでも
約半数の⽣徒において操作変数が機能的に
変容し，介⼊の効果が⾒られたことは，被
災などの状況を考慮した短期的な介⼊場⾯
においても活⽤できることを⽰した。しか
し，マインドフルネスの「注意」や「気づき」
を獲得し，それらを維持促進するための⼿
続きの検討が必要である。そこで，マイン
ドフルネスの維持促進の⼿続きとして，集
団に対するマインドフルネスの実施に加え
て，セルフマネジメントを⾼めるためのホ
ームワークの実施や，継続的な介⼊を⾏う
ことによる効果の検討を⾏うことが今後の
課題である。また，安全性や有効性を担保
したうえで，科学的，実証的な研究を蓄積
することによって，より幅広い対象に介⼊
が実施できるよう検討し，反応性を⾼める
操作が必要である。 

 
 
3. 医療従事者の職場状況とワーク・エンゲ

イジメントとの関連性 
A-1-3. はじめに 
これまで，医療従事者におけるバーンアウ

トを検討した研究は散見されるものの，医

療従事者を対象に職場環境とワーク・エン

ゲイジメントの関係を取りあげた研究は数

少ない。また，医療従事者のワーク・エンゲ

イジメントを形成する要因について検討し

た研究も希少である。本研究の目的は，医

療従事者を対象に職場の状況（心的・制度

的側面の状況）とワーク・エンゲイジメン

トとの関連性について検討することである。 
B-1-3. 対象と方法 
対象者：栃⽊県に所在する医療機関に従事
する者（理学療法⼠，作業療法⼠，⾔語聴覚
⼠，医師，看護師，介護⼠，事務職，その他）
199 名を対象に調査を実施した。その内，調
査項⽬に記⼊漏れなど不備の無かった者，
133 名を本研究における解析対象者とした。
なお，133 名中，年齢の記載があった 127 名
の平均年齢は 38.49±10.85 歳であった。職種
別の解析対象者数は，理学療法⼠ 35 名，作
業療法⼠ 15 名，⾔語聴覚⼠９名，医師３名，
看護師 47 名，介護⼠ 14 名，事務職 10 名で
あった。 
調査項目：(a) デモグラフィック項⽬：性別，
年齢，職種，職歴，資格取得歴，通勤時間，
睡眠時間，⾃⼰研鑽へ割く時間，(b) メンタ
ルヘルス改善意識調査票（MIRROR）（Tahara, 
et al.，2009），(c)快適職場調査（ソフト⾯）
（中央労働災害防⽌協会中央快適職場推進
センター，1999），(d)ユトレヒト・ワーク・
エンゲイジメント尺度（Shimazu，2008）を
⽤いた。なお，本研究においては，(c)およ
び(d)の尺度得点を⽤いて解析を⾏った。 
C-1-3. 結果 
快適職場調査（ソフト面）を独立変数，ユ

トレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度
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の下位尺度得点のそれぞれを従属変数とし

た重回帰分析を実施した結果，「活力」につ

いては「社会とのつながり」，「熱意」につ

いては「社会とのつながり」，および「休暇・

福利厚生」，「没頭」については「社会との

つながり」，および「休暇・福利厚生」でそ

れぞれ有意な関連性が認められた。 
D-1-3. 考察 
本研究の結果，ワーク・エンゲイジメント

の構成要素である，「活気」，「熱意」，「没

頭」は，共通して「社会とのつながり」が関

連していることが示された。社会とのつな

がりは，自分自身の仕事が社会から高い評

価を受け，また，より良い社会を築くこと

へ寄与している実感などであり，こうした

ことは，ワーク・エンゲイジメントを高く

する要因である可能性が推測される。また，

「熱意」と「没頭」については，「社会との

つながり」に加え，「休暇・福利厚生」が関

連する要因であることが認められた。休暇・

福利厚生は，年次休暇の取りやすさや心身

の健康相談を担う機関内外の専門スタッフ

の有無であり，こうした物理的要因が，特

に「仕事への強い関与，仕事の有意味感や

誇り」や「仕事への集中と没頭」へ寄与する

可能性が推測される。 
E-1-3. 結論 
医療従事者のストレス負荷や⾼離職率の

問題が社会的問題となり,医療機関におけ
る働き⽅改⾰が推進される現代社会におい
て，⾃⾝の業務が社会的価値の⾼いもので
あるという認識や社会から認められるもの
であるという認識は，仕事への関⼼や集中
を喚起する可能性がある。加えて，休暇の
取りやすさや⼼⾝の⽀援体制を整備するこ
とも，仕事への関⼼や集中を喚起する重要
な要因であり，医療従事者の仕事に対する
個⼈的な認識と労務環境の整備を⾏うこと
で，より働きやすい職場を築くことにつな
がる。 
 

『ポジティブ心理学，特に「強み」の強化に 
関する研究』 

A-2. はじめに 
従来，⼼理学の分野では，主に不安や抑う

つなどの⼼理的問題の解決に寄与すること
を⽬的に研究が⾏われてきた。しかし，21
世紀に⼊り，⼈の持つネガティブな側⾯で
はなく，ポジティブな側⾯を伸ばすことで
持続的な幸福の実現を⽬指すポジティブ⼼
理学の流れが⽣まれた．このポジティブ⼼
理学の研究成果に基づく介⼊をポジティブ
⼼理学的介⼊と呼ぶ（阿部・⽯川，2016）。
そ の 中 の 代 表 的な ⼿ 法 の ⼀ つに 「 強 み
（Character Strengths）」の活⽤を促す介⼊が
ある。Seligman (2004) によれば，強みは，
時代，⺠族，宗教などを超えて 24 種類（好
奇⼼と関⼼，学習意欲，判断⼒，独創⼒，社
会的・個⼈的知性，⾒通し，勇敢，勤勉，誠
実，思いやり，愛，協調性，平等，リーダー
シップ，⾃制⼼，慎重さ，謙虚さ，審美眼，
感謝，希望，精神性，寛容さ，ユーモア，熱
意）存在するとされている。さらに，⼈には，
そ の 中 で も 3 − 7 つ の 「 特 徴 的 な 強 み 
(Signature Strengths)」があり，強み介⼊では
この特徴的な強みを様々な⽅法で⽤いるよ
うに促す。本研究グループでは，2 つの介⼊
研究として，1）ICT を利⽤したポジティブ
⼼理学的介⼊―強みの活⽤を促すスマート
フォン⽤アプリケーションの開発−，およ
び 2）仕事ストレス緩和を⽬的としたポジテ
ィブメンタルヘルス研修の効果成⽴過程の
検証，と題する研究について報告する。 
 

1. ICT を利用したポジティブ心理学的介入

―強みの活用を促すスマートフォン用アプ

リケーションの開発－ 
A-2-1. はじめに 
本研究では，より効率的に強み介⼊を⾏う

た め に 情 報 通 信 技 術  (Information and 
Communication Technology; 以下，ICT) を利
⽤したポジティブ⼼理学的介⼊の可能性を
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探る。具体的には，毎⽇の強みの活⽤状況
と主観的な⽇常満⾜感についてセルフモニ
タリングさせるスマートフォン⽤アプリケ
ーション「ポジティブ・ライフ」を開発し，
⼤学⽣を対象にその効果について事例的検
証を⾏う。 
B-2-1. 対象と方法 
調査対象：中国地⽅の国⽴⼤学に在籍する
⼤学⽣を対象とした。教育学部の開講科⽬
「体育⼼理学」の受講⽣の中から参加者を
募った。その結果，最終的に 9 名（男⼦ 6

名，⼥⼦ 3 名；平均年齢±標準偏差 20.0±0.0）
の参加者が集まり，この学⽣たちを介⼊群
に割り当てた。また，同⼤学同学部に在籍
する⼤学⽣ 8 名（男⼦ 6 名，⼥⼦ 2 名；平
均年齢±標準偏差 21.1±0.4）をコントロー
ル群として設けた。 

実施期間：本介⼊は，平成 30 年 4 ⽉中旬か
ら 5 ⽉下旬にかけて 30 ⽇間実施された。  

プログラム内容：介⼊群は，スマートフォン
⽤アプリケーション「ポジティブ・ライフ」
を利⽤して，⾃分の特徴的な強み 5 つの毎
⽇の活⽤状況を⾃⼰管理するように指⽰さ
れた。本アプリケーションは，Y ⼤学体育・
スポーツ⼼理学研究室がエコマス株式会社
に委託し開発したものであり，具体的な機
能として，個⼈ごとの代表的な 5 つの強み
の活⽤状況の⼊⼒および⽇常満⾜度の⼊⼒
が⾏える。また，セルフモニタリングを継
続的に⾏わせるための⼯夫として，ゲーミ
フィケーションにおける「ポイント」およ
び「バッジ」の要素が組み込まれている。 

評価内容： 本介⼊のアウトカム評価は，強
みの認識尺度 (⾼橋・森本，2015a)，強みの
活⽤感尺度 (⾼橋・森本，2015b)，および⼈
⽣満⾜感尺度（Diener, et al., 1984）を⽤いて
⾏った。 

アプリケーション利⽤の利便性および有
⽤性については，「今回のスマートフォン・
プログラムは使いやすかった（利便性）」お
よび「今回のスマートフォン・プログラム
は役に⽴った（有⽤性）」という単項⽬で尋
ね，「そう思わない (1)」から「そう思う (5)」
の 5 件法で回答を求めた。ゲーミフィケー
ションの要素の有⽤性については，「強みの
活⽤状況などの⾃分の頑張りがポイントと
して数値で表されてやる気になった（ポイ
ントの有⽤性）」および「強みの活⽤状況な
どの⾃分の頑張りによって，画⾯の⾊やス
テイタスが変化することでやる気になった。
（バッジの有⽤性）」という単項⽬を 5 件法
で回答を求めた。 

実施手続き：介⼊群は，個⼈⽤アカウントを
配布され，それを⽤いて本アプリケーショ
ンにログインした。また，アプリケーショ
ンには，介⼊群が事前に回答した簡略版
VIA（強みテスト；セリグマン，2014）の結
果に基づき，個⼈の特徴的な強み 5 つがあ
らかじめ登録されていた。 

C-2-1. 結果 
アプリケーションを半数以上の⽇数（15

⽇以上）利⽤した 4 名を「⾼アプリ利⽤群」，
アプリケーションの利⽤⽇数が半数未満
（15 ⽇未満）だった 5 名を「低アプリ利⽤
群」に分類し，コントロール群を加えた 3 群
で⽐較した。強み認識尺度および強み活⽤
感尺度の得点について介⼊の前後で⽐較し
たところ，⾼アプリ利⽤群においてのみ強
み認識尺度と強み活⽤感尺度の得点が増加
していた。また，⼈⽣満⾜感については，い
ずれの群においても介⼊の前後で⼤きな変
化は認められなかった。ただし，⾼アプリ
利⽤群は，介⼊の前後どちらの時点におい
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ても，他の 2 群に⽐べて⼈⽣満⾜度尺度の
得点が低かった。アプリケーションの利便
性（使いやすかった）について，「そう思う」
または「ややそう思う」と回答した者は，
33.3％（3 名／9 名）とやや低い値であった。
有⽤性（役に⽴った）については，55.6％（5

名／9 名）と利便性に⽐べると⾼い値であっ
た。 ポイントとバッジの有⽤性（やる気に
なった）については，「そう思う」または「や
やそう思う」と回答した者は，それぞれ
75.0％（6 名／8 名；1 名無回答）と 77.8％
（7 名／9 名）であった。  

D-2-1. 考察 
 本研究の結果から，⾃分の強みを認識し
ていない，強みを⼗分活⽤できていない，
⼈⽣に満⾜していないなどの特徴を有する
対象者に対しては，今回のアプリケーショ
ンを利⽤した強み介⼊が有効に働く可能性
が⽰された。そのため，今後は，あらかじめ
そのような特性を持つ者に絞って介⼊を⾏
うとより効率的かもしれない。 

アプリケーションの利便性（ログイン⽅法
や画⾯の⾒やすさなど）については，改良
の余地があることが明らかになった。今回
のアプリケーションは，セキュリティーの
ため，利⽤する度に毎回 ID とパスワードを
⼊⼒する必要があった。その負担感が⼤き
かった可能性がある。 

本アプリケーションに応⽤したゲーミフ
ィケーションの要素については⼀定の効果
はあったものと思われる。特に，ポジティ
ブ⼼理学的介⼊にあまり興味がない者でも，
ゲーム感覚で取り組めるようにすることで，
ポジティブ⼼理学に触れるきっかけにはな
ったかもしれない。 

E-2-1. 結論 

 本研究の結果，本アプリケーションの利
⽤が強みの認識および活⽤感に対して有効
である可能性が⼀部認められた。しかし，
本研究はあくまでも少⼈数を対象とした事
例的な検討であるため，今後，さらに対象
者を増やし，無作為化⽐較対照試験などの
より厳密な⼿続きを⽤いた検討が求められ
る。 
 
2. 仕事ストレス緩和を目的としたポジティブ

メンタルヘルス研修の効果成立過程の検

証 
A-2-2. はじめに 
ストレスチェック制度が開始して以来，就労者

のメンタルヘルス向上を目的とした各種の研

修会が個々の事業所内で行われている。いず

れも，メンタルヘルスに関する医学的知識をも

とにした健康教育・健康指導の類であり，すぐ

に役立つメンタルヘルス対策となるには至って

いない。そこで平成29年度には，メンタルヘル

ス研修のプログラム内容に，ポジティブ心理学

の知見を取り入れ，自分の強み（ character 

strength）に気づき，仕事や日常生活にその強

みを積極的に活用する術を提供する研修プロ

グラムを作成し，病院就業者を対象としてその

効果を評価した。本研究では，強みを積極的

に日常の仕事に生かすように指導ポイントを明

瞭にし，「強み活用」に焦点を当て，1 月間の

強み活用セルフモニタリングを対象者に課し，

強み活用が，ワークエンゲイジメント，主観的

幸福感，ならびにストレス指標への改善効果

にいかに作用するかを検討した。 

B-2-2. 対象と方法 
対象者：⼤阪府 H 市の職員 32 名であり，26

名（男性 ６名，⼥性 20 名）の有効回答に
ついて分析を⾏った。研修は３回に分けて
実施され，その⽇から 1 ヶ⽉間，「強み活⽤
記録」を⽤いて，強み活⽤セルフモニタリ
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ングが課された。 

手続き：ストレスチェックを実施する対象事業
所の職員を対象として，ストレスチェック結果の

返却後に，強みへの気づきを「強み発見シート」

（山田, 2016）と補助資料を用いて自己評価さ

せ，強みを職場に活かすことをテーマにグル

ープワークを実施し，その後 1ヶ月間強みが活

用できたかどうかを「セルフモニタリングシート」

を用いて日々記入するよう求めた。 

調査項目：研修直後と約 1 ヶ月後の 2回，質

問紙を用いて，職業性ストレス，主観的幸福感，

およびワークエンゲイジメントを評価した。強み

活用セルフモニタリングシートへの記入内容を

分析し，活用数が多い程，ワークエンゲイジメ

ントと主観的幸福感が向上し，各種ストレス指

標は低下すると仮定した。 

C-2-2. 結果 
強み活⽤記録に記載の⽇数を数え，31 ⽇の

うち強みが仕事に活⽤できたと⾃覚した
「強み実⾏⽇数」とみなした。その⽇数は，
平均 12.8±9.9（N=26）であり，分布形は正
規分布とはならなかった。毎⽇実⾏できた
と回答したのは４名であった。31 ⽇間の強
み実⾏⽇数に基づき，均等に 0〜5 ⽇，６〜
13 ⽇，14〜31 ⽇の 3 群に分け，ワークエン
ゲイジメント，主観的幸福感，およびストレ
ス反応の，研修前から 1 ヶ⽉後への変化量を
分析した。その結果，1 ヶ⽉間の強みを活かせ
た程度が強いグループほど，ワークエンゲイ
ジメントは向上し，主観的幸福感は増加し，
ストレス反応は低下する傾向を⽰したが，統
計的には有意⽔準には⾄らなかった。 

D-2-2. 考察 
 就労者を対象としたポジティブメンタルヘ
ルス研修として，「強みに気づき，強みを活
かす」ことを⽬標とするグループワークのス

トレス軽減効果を検討した。先に⾏った医療
機関就労者を対象とした評価研究では，研修
によって気づいた「強み」を研修後の仕事に
活かせた者ほどストレス緩和効果が強く，ワ
ークエンゲイジメントも向上することがわか
った。本研究では，研修受講者に対して，研
修後１⽉間，仕事に強みが活かせたかどうか
を毎⽇記録させ，その結果に基づいて対象者
を 3 群に分け，ワークエンゲイジメント，主
観的幸福感，およびストレス反応の，研修前
から 1 ヶ⽉後への変化量を分析したが有意な
改善がみられなかった。統計的⽀持が得られ
なかったことは，分析に⽤いた対象者数が
26 名と少なかったこと，また研修後の強み
活⽤のセルフモニタリング期間が１ヶ⽉であ
ったことも関係する。 

E-2-2. 結論 
	 本研究では，残念ながら「強み」研修によ

る効果を示すことができなかった。先の報

告（山田・野田・徳永・森下, 2018）では，研
修１と研修２の間に２ヶ月の期間をおいたの

で，今後は対象者を増やし，研修後の期間を
２ヶ⽉に延⻑する必要がある。 
 
『メンタルヘルス・プロモーションに関する研究』 

A-3. はじめに 
メンタルヘルス・プロモーションは，ス

トレス性疾患などの予防を目的とした介入

とは異なり，人々のポジティブ・メンタル

ヘルスを強化することを目的とした介入全

般を指す。平成 30年度では，1）社会経
済・⼈⼝統計学的変数によるメンタルヘル
スプロモーション⾏動の実施格差，2）メ
ンタルヘルス問題の予防に果たす⾃助⽅略
の検討，および 3）予防教育プログラムの
評価―注意バイアス修正法を用いたWeb
ベースプログラム―，の 3研究をおこなっ
た。 
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1. 社会経済・人口統計学的変数によるメンタ

ルヘルスプロモーション行動の実施格差 
A-3-1. はじめに 
これまでの社会疫学領域を中心とする健

康行動変容に関する研究においては，健康

行動の実施が人の意思よりも社会環境に起

因する部分が大きいという主張がなされて

きた。しかしながら，社会経済・人口統計学

的な変数と，行動変容型の介入研究で行動

の実施を予測する心理的な変数であるセル

フエフィカシー（self-efficacy：以下 SEとす
る）との行動予測における相対的な貢献度

の差異については，研究が少ない。本研究

では，（a）社会経済・人口統計学的変数によ
るMHPB実施状況の差異について検討する
こと，および（b）MHPB実施状況の予測に
おける社会経済・人口統計学的変数と SEの
相対的な貢献度について検討することを目

的とした。 
B-3-1. 対象と方法 
対象者：調査対象者は，インターネット調

査企業（株式会社クロス・マーケティング）

にモニターとして登録している 20〜70 代
の成人 3,600名であった。調査では，性別お
よび年代が均等になるようサンプリングさ

れた。調査は，本調査用に作成されたウェ

ブサイト上でおこなわれた。 
調査内容：（1）社会経済・人口統計学的変
数：対象者の特徴を把握するために，人口

統計学的変数（性別，年代，配偶者の有無，

育児の有無，介護の有無，精神疾患の既往

症）および社会経済変数（労働形態，就労時

間，就労に対する満足度，就労している企

業規模，収入，職種）について回答を得た。

（2）MHPBの実施状況：活力を高め，心の健
康増進に貢献する行動の実施状況については，

島崎他（2015）の構成したMHPB評価尺度を
用いた。MHPB評価尺度は，MHPB1：身体活
動，MHPB2：平日文化的活動，MHPB3：休日
文化的活動，MHPB4：対人コミュニケーショ
ン，MHPB5：積極的リラクセーション行動，

MHPB6：ボランティア活動，MHPB7：新規活
動への興味と参加，およびMHPB8：集団への
所属，の 8つの行動の実施について，「全く行
っていない－よく行っている」の 5 件法によ
り回答を得た。 
分析：社会経済・⼈⼝統計学的変数による
MHPB を構成する各⾏動の実施状況（⾮実
施・実施）の差異については，ロジスティッ
ク回帰分析により検討おこなった。ロジス
テ ィ ッ ク 回 帰 分析 の 実 施 に 際し て は ，
MHPB 評価尺度への回答をもとに「全くお
こなっていない」，あるいは「あまり⾏って
いない」と回答した者を⾮実施者，および
「ときどき⾏っている」，「しばしば⾏って
いる」，「よく⾏っている」を実施者として
ダミー変数へと変換した。共分散分析と同
様に，効果を検討する要因を除くその他の
社会経済・⼈⼝統計学的変数については，
共変量とした。MHPB 実施状況予測におけ
る社会経済・⼈⼝統計学的変数とセルフエ
フィカシーの相対的な貢献度については，
MHPB 評価尺度合計得点を従属変数，社会
経済・⼈⼝統計学的変数，および SE（結果
予期・効⼒予期）を独⽴変数とするカテゴ
リカル回帰分析により，相対的な影響⼒を
推定した。 
C-3-1. 結果 

社 会 経 済 ・ ⼈ ⼝ 統 計 学 的 変 数 に よ る
MHPB 評価尺度の合計得点の差異について
検討した結果，⼈⼝統計学的変数について
は，性別，および年代，有意な主効果が認め
られた。多重⽐較検定の結果，⼥性，および
年齢の⾼い回答者の実施率が有意に⾼かっ
た。また，社会経済変数においては，就労満
⾜度，会社規模，収⼊において有意な主効
果が認められた。多重⽐較検定の結果，就
労に満⾜している回答者，⼤企業就労者，
および⾼収⼊者（年収 1000 万円以上）の対
象者において得点が⾼かった。⾝体活動に
ついては，男性，⾼年齢，⾮育児，法定時間
内労働，就労満⾜，⼤企業就労，年収 700 万
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円以上の回答者が多く実施していた。平⽇
⽂化的活動については，⼥性，未婚者の実
施率が⾼かった。休⽇⽂化的活動について
は，30-50 代の実施率が低く，⼥性，未婚，
就労満⾜，⼤企業就労，年収が 200 万円以
上の回答者が多く実施していた。さらに，
年収 300 万以上になると，100 万円以下の
回答者と⽐較して実施率は 2−3 倍となっ
た。対⼈コミュニケーションについては，
30-50 代，過労死ライン以上労働者で低く，
⼥性，70 代，就労満⾜，⼤企業就労，年収
300 万円以上の回答者の実施率が⾼かった。
積極的リラクセーション⾏動については，
過労死ライン以上労働で低く，60-70 代，就
労満⾜，⼤企業就労者の実施率が⾼かった。
年収については，⼀貫した結果は得られな
かったものの，⾼所得者が有意に実施して
いた。ボランティア活動については，30-50
代の実施率が低く，70 代，⾃営業，過労死
ライン以下残業，就労満⾜，年収 1000 万円
以上の回答者の実施率が⾼かった。新規活
動への興味と参加については，40-70 代の実
施率が低く，就労満⾜，⼤企業就労者の実
施率が⾼かった。集団への所属については，
30-50 代，過労死ライン以上労働者の実施率
が低く，70 代，および就労満⾜者の実施率
が⾼かった。年収については，⼀貫した結
果が得られなかったものの，400-500 万円の
回答者の実施率が⾼かった。 
D-3-1. 考察 
社会経済変数については，身体活動，休日

文化的活動，対人コミュニケーション，積極

的リラクセーション行動において多くの関連

性が認められ，MHPB の実施が，就労環境が
整い，収入の良い大手企業に勤めている社会

経済的に優位な者中心になってしまっている

可能性が高いと考えられる。本研究の結果か

ら，社会経済状況は，心の健康増進に貢献す

る活動の実施において大きな決定因子となっ

ており，社会経済的弱者に向けた支援の充実

は，社会的な課題であるといえる。一方，読書

や音楽鑑賞のような平日文化的活動について

は，社会経済・人口統計学的な変数による差

異がほとんど確認されず，広く普及可能な心

の健康増進の方略であると推察される。 
E-3-1. 結論 
 本研究の結果，⼼の健康格差が⽣じる前
段階においては，活⼒を⾼め，⼼の健康増
進に貢献する⾏動である MHPB の実施に格
差が⽣じている可能性が明らかになった。
さらに，MHPB の実施において，結果予期，
および効⼒予期という SE の影響⼒が⾼い
ことが明らかになった。今後は，特に社会
経済的弱者においても，実⾏可能性が⾼く，
有益だと認知され，⼼の健康増進をおこな
う意思決定を⽀援するために，対象者の属
性にセグメント化した⼼の健康増進に関す
る情報提供が必要である。 
 
2. メンタルヘルス問題の予防に果たす自助

方略の検討 
A-3-2. はじめに 
本研究では，メンタルヘルス不調の予防を

目的に，人々が自身で実施できる自助方略

（self-help strategy: Jorm, 2012）に焦点を絞
って研究をおこなった。本研究は，（1）文献
研究「メンタルヘルス問題の予防に果たす

自助方略に関する従来の研究」と（2）調査・
介入研究（メンタルヘルス問題の予防を目

的とした自助方略介入），の 2部から構成さ
れている。文献研究の目的は，亜臨床段階

のメンタルヘルス不調者を対象とした自助

方略の内容を解説することであり，一方，

調査・介入研究の目的は，亜臨床，または一

般的な勤労者を対象に自助方略を用いたパ

イロット介入の効果を検証することである。

統括報告では，文献研究の結果について解

説する。 
B-3-2. 対象と方法 
文献研究では，欧米におけるメンタルヘ

ルス問題の予防に果たす自助方略について

の研究を概観し，（1）予防が必要なターゲ
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ット，（２）メンタルヘルス問題の予防に

果たす自助方略の役割，（3）自助方略の内
容（専門家のコンセンサスによる「役立ち

度」と「実践可能性」の検証，「予防」お

よび「管理」を目的とした自助方略の検

証，自助方略を用いた介入，心理的ディス

トレスの程度に応じた自助方略），に分け

て解説をおこなった。 
C-3-2. 結果 
以下，⽂献レビューによって得られた結果

を報告する。 
デリファイ法による検討：Morgan & Jorm（2009）
は，あらかじめ効果を判断することなしに，
様々な⽂献や資料から抑うつ症状の緩和に
効果があるとされる⾃助⽅略を収集し，過
去にうつ病を経験した⼈たちと研究・治療
の専⾨家の 2 つのパネル（審議会）参加者
に対して，デルファイ法を⽤いて⾃助⽅略
の「役⽴ち度（helpfulness）」と「実⾏可能性
（feasibility）」について調査した。Morgan & 
Jorm は，彼らの調査の結果，過去にうつ病
を経験した⼈たちのパネルと専⾨家のパネ
ルが，症状の緩和のために「役⽴つ」と是認
し た 48 の ⽅ 略 を ⽰ し た 。 Morgan, 
Chittleborough, & Jorm（2016）は，先におこ
なった抑うつについての調査と同様に，不
安障害についてもデルファイ法を⽤いて調
査をおこなった。彼らは，不安障害につい
て，その症状を緩和することに役⽴ち，し
かも実⾏可能性が⾼い⾃助⽅略として，（1）
分析⽅略（不安にさせる状況，きっかけ，パ
ターン，および反応を明らかにするなど），
（2）⾏動的⽅略（運動や⾝体活動をおこな
うなど），（3）認知的変容（⼼配事が現実的
に解決することができる問題かどうか⾃答
するなど），（4）補完的⽅略（ヨガ），対処⽅
略（不安になった時の解消法など）， （5）
⾷習慣の改善（規則的な⾷事摂取），（6）対
⼈⽅略（友⼈，家族，他者へのサポート希求
など），（7）ライフスタイル（⾃然と接する
など）， および（8）⾝体の緊張緩和（趣味

の追求など），（9）薬物制限（アルコール，
違法薬物の使⽤制限など），などを挙げた。 
自助方略を用いた介入研究：実際に⾃助⽅
略の実践を推奨し，メンタルヘルス不調の
症状緩和に役⽴つか否かを確かめた介⼊研
究も⾒られる。まず，閾値下・亜臨床的なメ
ンタルヘルス不調を抱えている⼈々ではな
く，うつ病の治療の⼀部として⾃助⽅略を
推奨している研究がある。Garcia-Toro, Ibarra, 
Gili, Serrano, Olivan, Vicens, & Roca（2012）
は，うつ病の通院患者に対して，具体的な
⾃助⽅略介⼊としてライフスタイル変容
（睡眠の促進，ウオーキング，⽇光の暴露，
健康的な⾷事）について詳しく内容を説明
する⼿紙を提供し，推奨⽂を受け取った患
者では抑うつ症状が有意に改善したことを
報告している。さらに，Morgan, Jorm, & 
Mackinnon（2011），および Morgan, Jorm, & 
Mackinnon（2012）は，彼らが Mood Memo
と名付けたe メール配信の効果を検討した。
彼⼥らは，インターネットを通じて参加者
を 募 集 し ， 9 項 ⽬ の Patient Health 
Questionnaire を⽤いて抑うつ症状をスクリ
ーニングし，2 週間以上ほとんど毎⽇ 2〜4
症状を経験している者 1,326 名を閾値下・
亜臨床的なメンタル不調者と判定し，彼ら
を対象に，⾃助⽅略の実践を促す⾃動化e メ
ールを送付した。これらの e メールは，6 週
間にわたって，週 2 回送信され，効果検証
として，⾃助⾏動の実践頻度を変化させる
か，また抑うつの程度を改善するのに役⽴
つのかを評価した。彼⼥らは，提⽰する⾃
助⽅略として，専⾨家から「役⽴ち度」と
「実践可能性」が⾼いとコンセンサスが得
られた内容（表 1：Morgan & Jorm, 2009）の
中から上位 14 ⽅略を選び，e メールによる
⾃助⽅略介⼊群と知識伝達の統制群に分け
た無作為化試験を実施した。その結果，⾃
助⽅略の推奨群は，開始時から介⼊終了時
にかけて抑うつ症状を低下させた。Morgan, 
Mackinnon, & Jorm（2013）は，募集した⼈
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たちを，スクリーニング・テスト（9 項⽬の
Patient Health Questionnaire）によって閾値下
の症状を持つ⼈たち，および⼤うつ病と判
定された⼈たちの 2 つの下位群に分け，
Mood Memo による同様の研究をおこなっ
ている。その結果，閾値下の症状をもつと
判定された群も⼤うつ病と判定された群も
⾃助⽅略を推奨する e メールによって症状
を改善させた。 
D-3-2. 考察 
Overlapping Waves of Action モデルの適⽤

は，予防の 3 形態（Gordon, 1983），すなわ
ち 全 体 的 予 防 介 ⼊ （ universal prevention 
intervention：全⼈⼝をターゲットにした戦
略），選択的予防介⼊（selective prevention 
intervention：リスクに暴露されていると考
えられる下位集団をターゲットとした戦
略 ）， お よ び 指 ⽰ 的 予 防 介 ⼊ （ indicated 
prevention intervention：症状を呈する⼈びと
をターゲットとした戦略）への介⼊と⼀致
するかもしれない。全体的予防介⼊では，
リスクの有無，また⾼低にかかわらず介⼊
をおこなうために，リスクがない，また低
いレベルの対象者に対しては第⼀の波に相
当する⾃助⽅略を推奨できる。その内容は，
特別に始める新規な⽅略よりもむしろ，す
でに⽇常⽣活でおこなってきた⽅略に焦点
を絞って推奨することであり，意識的に従
来のライフスタイルや活動を維持するよう
に務めさせることである。選択的予防介⼊
では，リスクが⾼い⼈たちを対象にしてい
るために，第 2 の波を推奨することに相当
し，新しい⾃助⽅略として，わずかな挑戦
や⼈との接触を推奨できる。最後に，指⽰
的予防介⼊では，主に専⾨家や専⾨施設へ
の接触を容易にするように情報を提供する
ことである。今後は，効果が確認された⾃
助⽅略の推奨と合わせ，ターゲットに合わ
せた推奨内容を決めていく必要がある。 
 

E-3-2. 結論 

メンタルヘルス不調の予防対策として自

助方略を用いるメリットを 3 点にまとめる。 
①自助方略の推奨目的は，メンタルヘルス問

題・疾患の予防をメンタルヘルス不調の症状

改善に求めている。 
本稿では，メンタルヘルス問題の重篤化を

避ける「予防」の観点で，日々のメンタルヘ

ルス不調に伴う症状の緩和効果に注目し，

実践可能で受け入れが容易な自助方略に関

する研究を紹介した。今後増え続ける精神

疾患を考えると，多くの人々に対して，軽

度・中程度のメンタルヘルス不調の段階で

早期に緩和できる方策を教授することは予

防の観点で重要である。 
②「気分の不調」の改善を他者からの支援で

はなく，自助に求め，その習慣化を目的として

いる。 
メンタルヘルスを扱う専門機関の負担は，

対象者の数に伴って増え続ける一方である。

対症療法については，専門家の援助による

ところが大きいが，自助でおこなえるなら

ば経済的にも人的支援においても負担が少

ない。また，閾値下・亜臨床的なメンタルヘ

ルス不調を抱える人たちにとっては，専門

的な介入を受ける抵抗感が大きく，むしろ

自助方略の実践を推奨する法が受け入れら

れやすい。 
③効果的な自助方略リストが完成できれば，

それらの普及啓発のために幅広い適用が考

えられる。 
信頼性および妥当性の高い自助方略の選

定が重要であるが，その後の活用として，

リーフレットやウェブサイトなどを利用し

たポピュレーション・ワイド・キャンペー

ン，スマートフォンの利用によるプロンプ

ト介入など普及啓発のために幅広い適用が

期待できる。また，専門施設での治療と併

用することで回復効果を促進できる。 
以上，本研究では，一次予防，さらに一次

予防を超えたメンタルヘルス・プロモーシ

ョンとなる介入システムに組み込める自助
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方略について解説した。今後，我国におい

ても，メンタルヘルス不調の改善を目的と

する自助方略について，役立ち度，実践可

能性，および受け入れ可能性が高い内容を

専門家グループやアドボカシー（過去にメ

ンタルヘルス不調を経験し，回復したのち

に支援者として活動する人たち）グループ

で一致する内容を選定する必要がある。最

終的には，効果が期待できる自助方略が推

奨されるべきであるが，例えば害を伴う方

略は避けねばならず，専門家グループやア

ドボカシーグループから得られる共通性を

担保した自助方略の選定は，自助方略適用

の信頼性や妥当性を高める。 
 
3. 予防教育プログラムの評価―注意バイア

ス修正法を用いた Web ベースプログラム

ー 
A-3-3. はじめに 
本研究の⽬的は，職域における個⼈に向け

たメンタルヘルス・プロモーションに関し
て，予防教育プログラムの評価を⾏うこと
である。平成 29 年度では，ポジティブ・メ
ンタルヘルス（ワーク・エンゲイジメント）
を促進する要因としてリカバリー経験（仕
事以外の時間の使い⽅）に注⽬し，リカバ
リー経験の促進要因と阻害要因を WEB 調
査で検討するとともに，リカバリー経験を
阻害するワーカホリズムを低減するための
プログラム（アプリ）を開発しパイロット
研究を⾏った。プログラムは，リカバリー
経験の主要な要素である⼼理的距離の促進
に注⽬し，注意バイアス修正法（Attention 

Bias Modification：ABM）を⽤いてワーカホ
リズムの低減，⼼理的距離の促進を通じて，
ワーク・エンゲイジメントを向上させるこ
とを⽬的としていた。今年度は，ABM を⽤
いてワーク・エンゲイジメントを直接的に

向上させるプログラムを開発し，このプロ
グラムを Web ベースで提供することの効果
を無作為化⽐較試験（調査間間隔 1 ヶ⽉）
で検討することを⽬的とした。 

B-3-3. 対象と方法 
対象者：インターネット調査会社の登録モ
ニターから募集した参加同意書のうち，以
下の取込基準と除外基準により参加者を選
定した。取込基準は，20 歳から 59 歳までの
労働者であること、⽇本国内で働く労働者
であることとし，除外基準は，休職中であ
ること，国外労働者であることとした。研
究参加の適格性を有する者 300 名を対象と
して，介⼊群と統制群に割り付けを⾏うた
め，性と年齢をマッチさせたブロックラン
ダム化を⾏った。1 ヶ⽉間の介⼊実施期間に
おいて，脱落した者は，介⼊群で 31 名，統
制群で 43 名であった。最終的な解析の対象
となった者の数は，介⼊群 119 名，統制群
107 名であった。 

プログラム：プログラムは，ストレス軽減で
実績のある ABM を⽤いた（e.g. Tayama, 

Saigo, Ogawa, et al., 2018）。昨年度のパイロ
ット研究では，ABM プログラムを iPad に
よって実施したが，労働者のユーザビリテ
ィを考慮して，今年度は，⼿持ちのスマー
トフォンで実施できるようにプログラムを
改良したシステムを研究に⽤いた。なお，
実施期間は 1 ヵ⽉間であり，ABM 実施回数
は 5 回（全試⾏回数 600 試⾏）であった。 

ABM の課題：ABM 課題としては，8 つのワ
ーク・エンゲイジメント関連ワードと，8 つ
のニュートラルな感情価を有する内容のワ
ードのいずれかをペアにして全 120 試⾏ラ
ンダムにスマートフォン画⾯の上下空間に
提⽰し，素早くエンゲイジメント関連ワー



厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）	

 

 17 

ドの⽅向を指で選択する課題であった。 

ABM に用いたワード：関連⽤語として，【熱
意，好調，充実，意欲，達成，活⼒，元気，
順調】を⽤いた。ニュートラル・ワードの内
容のワードとして，【⽇時，中央，位置，地
域，住所，範囲，⾯積，障⼦】を⽤いた。そ
れぞれのワードについて，ABM 最終回後に
対象者に 7 件法で感情価評価（1. ⾮常にポ
ジティブ，2. 割とポジティブ，3. わずかに
ポジティブ，4. ニュートラル，5. わずかに
ネガティブ，6. 割とネガティブ，7. ⾮常に
ネガティブ）を求めた。 

評価：評価については，介⼊前と介⼊後に
おいて，以下の尺度を⽤いて評価を⾏った。
UWES （ Utrecht Work Engagement Scale ：
Shimazu, Schaufeli, Kosugi, et al., 2008），STAI

（ State-Trait Anxiety Inventory ）， UMACL 

(The University of Wales Institute of Science 

and Technology Mood Adjective Checklist) ，
DUWAS (Dutch Workaholic Scale) 。 

分析：pre, post のデータを⽤いた⼀般化推定
⽅程式による分析を⾏った。また、効果量
（Cohen’s d）の算出を⾏った。 

C-3-3. 結果 
ワードの感情価評価について，ワーク・エ

ンゲイジメント関連の 8 ワードのスコア平
均±標準偏差は，2.2 ± 0.8 であった。⼀⽅，
ニュートラルな内容のワードのスコア平均
±標準偏差は，3.4 ± 1.2 であった。ワーク・
エンゲイジメントとニュートラルな内容の
ワードの評定間には有意差が⾒られた。エ
ンゲイジメント及びその下位因⼦について
は，介⼊後の変化は⾒られなかった。また，
UMACL，DUWAS 及びそれらの下位因⼦の
両者についても介⼊による変化は⾒られな
かった。不安については，特性不安に関す

る項⽬及び尺度には介⼊による変化は⾒ら
れなかった。しかしながら，状態不安の不
安不在項⽬に関しては，介⼊実施後に有意
に低下した。さらに，状態不安総得点につ
いても，有意な低下がみられた。 

D-3-3. 考察 
結果として，本プログラムによって，状態

不安にポジティブな変化が⾒られることが
明らかになった。ワーク・エンゲイジメン
ト関連ワードの選択により，状態不安の改
善が⾒られたことは国内外での新しい所⾒
であり，今後詳細な効果検証をするに値す
る点である。 

本研究は無作為化⽐較試験であり，対象
の年齢と性別については調整されていたの
で，少なくとも結果に対する年齢と性別に
よる影響はない。つまり，純粋にワーク・エ
ンゲイジメント関連ワードを⽤いた ABM

が状態不安の軽減に寄与した可能性が⾼い。
先⾏研究では，ABM の不安改善効果に関す
るメタアナリシスでは，STAI を指標とする
状態不安の改善効果が⾼いとが⽰されてい
る。ワーク・エンゲイジメント関連ワード
の選択によって状態不安が軽減したメカニ
ズムについては明確に論じることはできな
いが，ABM では，⼼理的な状態への変化の
みならず，脳の機能変化が認められる。ワ
ーク・エンゲイジメント関連ワードの選択
訓練によって，ワーク・エンゲイジメント
に関連する脳内の認知・情動・⾔語処理の
メカニズムが変化することによって，状態
不安が変化した可能性がある。 

E-3-3. 結論 
本研究の結論として，労働者を対象とした

セルフケア・プログラムにより，不安が改
善することが明らかになった。 
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 分担研究報告書 

 

認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価 

 

研究分担者 

嶋田 洋徳（早稲田大学人間科学学術院・教授） 

 

研究協力者 

山蔦 圭輔（大妻女子大学人間関係学部・准教授） 

小関 俊祐（桜美林大学心理・教育学系・講師） 

田中 佑樹（早稲田大学大学院人間科学研究科・博士後期課程） 

石井 美穂（洗足ストレスコーピング・サポートオフィス・心理士） 

	

研究要旨：ストレスマネジメントとは，主に心理的ストレスに関する正しい理解を

促す心理教育や，心理的ストレスへのコーピング方略の獲得や拡充をねらいとした

介入を行うことによって，心理的ストレスとのつきあい方を習得する手続きの総称

として用いられることが多い（竹中，1997）。また，ストレスマネジメントには，大

きくストレッサーに対する直接的コントロールを行う環境調整に加え，呼吸法や自

律訓練法，漸進的筋弛緩法などによって情動の安定化を目指す情動的技法，認知再

構成法（認知的再体制化）などの認知的技法，社会的スキル訓練などの行動的技法

が含まれることが多い（嶋田他，2010）。したがって，このような総合的な視点を持

って，ストレスマネジメント教育プログラムを充実させる必要がある。	

	 平成 29 年度までの研究の成果によって，適切なアセスメントが可能な仕組み作り

が必要であることを把握したが，質の異なるストレッサーに直面した時の様相も広

く把握しておく必要があると考えられる。そこで本報告では，認知行動療法を用い

たストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価の一環として，特定の環境下

における特定の対象者の心理的ストレスの様相を検討することを試みた。具体的に

は，労働者を対象としてアプリケーションを用いたコーピング獲得支援を行った場

合の検討（データ追加），大規模災害に被災した地域の高校生を対象としてマインド

フルネス介入を実施した場合の検討，医療従事者を対象としてワーク・エンゲイジ

メントを指標とした場合の検討を行った。	

	

	

ストレスマネジメント実践のための 

アセスメントアプリケーションの 

有効性の検討 

Ａ．研究目的 

産業・労働分野においては，職場のメ

ンタルヘルス対策として，さまざまなス
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トレッサーからもたらされる悪影響の軽

減に対して有効に機能するコーピングの

拡充によってストレス耐性を高めること

を目的とした認知行動療法型ストレスマ

ネジメント（Cognitive	Behavior	Stress	

Management：以下，CBSM）が実施されて

おり，ある程度の効果があることが明ら

かにされている（河田・嶋田，2011 など）。	

認知行動療法においては，これらの効

果性を支えるための工夫として，一般的

にセルフ・モニタリング法が用いられる

ことが多い。このセルフ・モニタリング

を用いることによって，当該のストレッ

サーに対して，自身が用いているコーピ

ングが，どの程度有効に機能しているか

を俯瞰的に理解できるようになることが

期待されている。	

一方で，CBSM は主に集団の研修形式で

実施されることが多く，対象者自身が自

分のコーピングの有効性を俯瞰的に理解

するセルフ・モニタリング法の手続きを

十分に用いることができない者が生じて

しまうことに起因して，結果的にその介

入効果が十分に得られず，測定される全

体的な効果性が低減してしまうことが懸

念される。そのため，CBSM においては，

対象者に対する支援の効果性を高めるた

めに，個に応じて精緻化した手続きの工

夫が必要であると考えられる。	

その具体的な工夫として，対象者のさ

まざまな情報を蓄積して，対象者が必要

とする情報を適切な形で提供することを

可能にする情報通信技術（Information	

and	Communication	Technology：以下，

ICT）の活用が考えられる。この ICT を

CBSM に適用すると，従来のセルフ・モニ

タリング法が担っていた機能の代替とし

て，個人のコーピングの有効性に関する

個々のデータを当該個人のデータベース

として蓄積し，あるストレッサーに対し

て，その個人にとって有効性の高いこと

が予測されるコーピングを，ある程度自

動的に個人にフィードバックすることが

考えられる。これが可能になれば，たと

え集団の研修形式で CBSM が行われたと

しても，個別化されたストレスマネジメ

ントの効果性を高めるようになることが

期待される。	

一方で，個人が感じるストレスは，睡

眠を中心とした生活リズムの影響を大き

く受けやすいため（岡島，2012），ストレ

スコーピング方略の拡充とコーピング方

略使用の柔軟性の向上に関する支援と同

時に，睡眠改善の介入を実施することに

よって，さらにストレス低減効果が促進

されることが示唆されている（Vargas	et	

al.,	2014）。したがって，総合的にスト

レスマネジメント介入の効果をさらに高

めるためには，個人の睡眠に関する問題

を適切にアセスメントし，睡眠リズムを

整えることを基盤としながら，ストレス

コーピングの拡充を目的とした介入が有

用であると考えられる。	

以上のことを踏まえて，本一連研究に

おいては，CBSM における個別的支援の精

緻化を意図して，コーピングレパートリ

ーの拡充と睡眠に関連する問題の改善を

目指したスマートフォンアプリケーショ

ンを開発した（田中他，2017）。そこで本

研究では，当該のスマートフォンアプリ

ケーションを用いた CBSM の効果を検証

することを目的とした。なお，この取り

組みは平成 29 年度から始めており，平成

30 年度においては，新たに収集したデー

タを追加したため，それらを合わせた分

析結果を中心に報告する。	
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Ｂ．研究方法 

研究協力者：首都圏の一般企業に勤務し

ており，研究への参加の同意が得られた

20 歳以上の労働者 103 名（男性 69 名，

女性 34 名，平均年齢 39.84±10.05 歳）

を対象とした。なお，この研究協力者に

は，平成 29 年度までの協力者のデータを

含んでいる。  
調査項目：(a)	デモグラフィック項目：

性別，年齢，職種，(b)	心理的ストレス

反 応 ： Stress	 Response	 Scale-18

（SRS-18：鈴木他，1997），(c)	コーピン

グレパートリー：Tri-axial	Coping	Scale	

24（TAC-24：神村他，1995），(d)	不眠の

重症度：Pittsburgh	Scale	Quality	Index	

（PSQI：土井他，1998）への回答を求め

た。  
手続き：まず，研究協力者を，(1)	ワー

クシート群（以下，WS 群：43 名），(2)	面

接群（19 名），(3)	アプリケーション群

（以下，アプリ群：41 名）に振り分けた。

WS 群に対しては，ストレスと睡眠の改善

のための心理教育用冊子，ストレスに関

するセルフ・モニタリング表，睡眠日誌

をワークシートとして配布し，このワー

クシートへの記録を各自で 2 週間分記入

することを求めた。	

	 また，面接群に対しては，WS 群の手続

きに加えて，ストレスのモニタリング，

および睡眠改善のための個別面接を 40

分間ずつ実施した。さらに，アプリ群に

対しては，睡眠に関する問題の改善とコ

ーピングレパートリーの拡充を促すスマ

ートフォンアプリケーション（本一連研

究において開発：田中他，2017）の利用

とアプリケーションの中への記録を各自

で 2 週間分記入することを求めた。	

	 そして，３群のすべての者に対して，

介入開始前（pre 測定）と各群の 2 週間

の介入期間後（post 測定）の 2 時点にお

いて，質問紙の測度である	(a)〜(d)	へ

の回答を求めた。	

	 なお，本研究は，早稲田大学「人を対

象とする研究に関する倫理審査委員会」

の承認を得て実施された（承認番号：

2016-134）。  
スマートフォンアプリケーションの仕

様：アプリ群に用いたアプリケーション

は，コーピングレパートリーの拡充を目

指した機能として，自身にとっての機能

的なコーピングを，対象者（ユーザー）

が俯瞰的に理解することを促すよう意図

して作成されている。具体的には，「スト

レッサー」，「コーピング実行前のストレ

ス反応の強度」，「実行したコーピング」，

「コーピング実行後のストレス反応の強

度」を記録する仕様である。ここで，コ

ーピングの機能は，ユーザーが入力した

コーピング実行前と実行後のストレス反

応の強度の差分値に基づき，「○（平均値

+1SD 点以上）」，「△（０点以上，平均値

+1SD 点未満）」，「×（０点未満）」の３段

階で評価される（Figure	1，2）。	

	 また，実行した具体的なコーピングに

対しては，入力後に即時的にフィードバ

ックが行われ，「○」の場合には，当該コ

ーピングの継続的な選択を促す教示が表

示される。また，「△」の場合には，他の

コーピングの実行を促すために，ユーザ

ー自身のデータベースから過去に有効で

あったコーピングが教示される。そして，

「×」の場合には，過去の有効なコーピ

ングに加えて，ユーザーが過去に実行し

ていない他のコーピングを確認すること

が提案される。なお，過去に実行したコ

ーピングの全てのデータが蓄積されるた
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め，データを積み重ねるたびに適切なコ

ーピングに関するフィードバックの精度

が高まる仕組みであるのがこのアプリケ

ーションの特徴である。 

 

Figure	1.	ストレッサー入力画面。	

 

 

Figure	2.	コーピング評価のフィードバ

ック画面。	

	

	 また，本アプリケーションでは，睡眠

に関する問題の改善を目指した機能とし

て，複数の質問から睡眠の問題の有無に

関するアセスメントを行い，睡眠の問題

がある可能性があると判断された対象者

のみが CBSM プログラムと同時に睡眠プ

ログラムを実施する仕様を用いた。具体

的には，「仕事がシフト制勤務か」，「日中

の眠気の有無」，「平日と休日の睡眠時間

のズレの有無」，「入眠困難の有無」，「中

途覚醒の有無」，「中途覚醒後の入眠困難

の有無」，「いびきの有無」，「夕方以降に

日中のパフォーマンスが上がるか」であ

る。対象者はアプリケーションの中で複

数提案された睡眠問題の改善を促す行動

の中から，実行できそうな行動を選択，

実行しながら睡眠記録をつけることを求

めた（Figure	3）。この睡眠記録のデータ

に基づいて，睡眠問題が改善されている

かに関する睡眠の記録の変動を確認し，

改善がみられない場合には，他の行動の

実行を提案する仕様を用いた。	

	

	

Figure	3.	睡眠記録入力画面。	

	

Ｃ．研究結果 

	 研究協力者のうち，post 測定までのア

ンケートへの記入の協力が得られ，デー

タに欠損のなかった 68 名（WS 群：25 名，
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面接群：14 名，アプリ群：29 名）のデー

タを分析対象とした。	

	 まず，コーピングレパートリーの変化

を検討するために，TAC-24 の各下位尺度

得点をそれぞれ従属変数とし，群（WS 群，

面接群，アプリ群）および時期（pre 測

定，post 測定）を独立変数とした 2 元配

置分散分析を実施した。その結果，「肯定

的解釈」得点において交互作用が有意で

あった（F	(65,2)=4.48，p	=.02）。そこ

で，単純主効果の検定を行ったところ，

アプリ群において pre測定から post測定

にかけて得点が減少することが示された

（p	=.02）。一方で，面接群においては

pre測定から post測定にかけて得点が上

昇する傾向が見られた（p	=.07）。また，

「情報収集」得点においては，交互作用

が有意傾向であった（F	(65,2)=3.05，p	

=.05）ため，探索的に単純主効果の検定

を行った結果，アプリ群において得点が

減少することが示された（p	<.05）。	

続いて，心理的ストレス反応の変化に

関して検討を行うため，SRS-18 の各下位

尺度得点をそれぞれ従属変数とし，群お

よび時期を独立変数とした 2 元配置分散

分析を実施した。その結果，いずれの下

位尺度においても有意な交互作用および

主効果は得られなかった。	

	 また，睡眠の困難さの変化に関して検

討を行うため，PSQI の「睡眠困難」得点

を従属変数，群および時期を独立変数と

した 2 元配置分散分析を実施した。しか

しながら，いずれも有意な交互作用およ

び主効果は得られなかった。	

	

Ｄ．考察 

	 本研究の目的は，コーピングレパート

リーの拡充と睡眠の問題の改善を目指し

たスマートフォンアプリケーションを用

いた CBSM の効果を検討することであっ

た。その結果，コーピングレパートリー

に関しては，個別面接を行った面接群に

おいては，一部のコーピング方略の実行

の頻度が向上することが示された一方で，

スマートフォンアプリケーションを使用

したアプリ群においては，一部のコーピ

ング方略の実行の頻度がむしろ減少して

しまうことが示された。	

	 以上の結果を踏まえると，容易に予測

されたとおり，コーピングレパートリー

の拡充に際しては，支援対象者に対して

個別に面接を実施し，実行したコーピン

グに関する個に応じた丁寧なモニタリン

グを支援者と共に行うことが も有用で

あると考えられる。一方で，スマートフ

ォンアプリケーションの使用によって特

定のコーピングレパートリーの実行の頻

度が減少したことは，コーピングレパー

トリーの拡充という観点からは，効果が

確認できなかったものの，データを記録

していた 中に出くわしたストレッサー

に対して非機能的であったコーピング方

略の実行の頻度が減少したとも理解する

ことができる。したがって，実験期間を

長くして日常生活で出くわしうる一通り

のストレッサーを網羅することができれ

ば，これらの点の検証ができると考えら

れる。	

	 本研究においては，アプリ群は，面接

群と同等かそれ以上の効果が得られると

いう結果を予測していたが，以上の結果

をまとめると，当初の予測した結果は得

られなかった。したがって，本研究で用

いた仕様のスマートフォンアプリケーシ

ョンの使用は，必ずしも CBSM の効果の向

上に直接的に有用であるとはいうことが
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できなかった。しかしながら，ストレス

マネジメントの目標の１つである機能的

なコーピングの実行という側面から考え

ると，本研究で得られた結果は必ずしも

ネガティブではないと見なすことも可能

であるため，アプリケーションのさらな

る仕様の工夫や実験計画等を工夫するこ

とによってこの点を明らかにすることが

できると考えられる。特に，本研究にお

いて直接的に測定したコーピングレパー

トリーの拡充に限らず，ストレス反応の

表出に至るまでのプロセス変数も同時に

検討していくことが必要であると考えら

れる。	

	

Ｅ．結論 

	 本研究の結果からは，開発した仕様の

スマートフォンアプリケーションの使用

によって CBSM の効果を高めることがで

きるとは必ずしもいえないことが示され

た。しかしながら，ある状況下における

当該個人にとって機能的なコーピングの

選択には有用である可能性が示唆される

ことから，今後の継続的な研究において

これらの検討を行うことが必要であると

考えられる。	
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高校生に対する 

短期マインドフルネスの効果 

 

Ａ．研究目的 

近年，トラウマの治療において，認知

行動療法を基礎としたマインドフルネス

の有効性が示されている（Babette，2011）。

マインドフルネスとは，「今ここ」に注意

を集中し，過去や未来ではなく現在を体

験することである。マインドフルネスの

プ ロ グ ラ ム を 体 系 化 し た も の に

Kabat-Zinn（1990）の提唱するマインド

フルネスストレス低減法がある。マイン

ドフルネスストレス低減法を基盤とした

介入によって，抑うつの低減に効果があ

ること（Kearney,	et	al.，2012）やスト

レス反応得点が減少すること（Carmody	&	

Baer，2008）が示唆されている。これら

の手続きのなかでも特に，マインドフル

ネスの手続きとしてもあげられるヨーガ

が，PTSD の補助的治療として認められつ

つあり，ヨーガの有効性が支持されてい

る（Emerson,	et	al.，2009）。	

本研究では，高校生を対象として，集

団におけるマインドフルネスのヨーガ瞑

想法を実施し，マインドフルネスの「注

意」や「気づき」を測定する操作変数を

明確にしたうえで，短期マインドフルネ

スの効果と今後の課題を明らかにする。	

	

Ｂ．研究方法 

研究対象者と調査方法：東日本大震災に

被災した地域の高等学校に通う２年生７

クラス 207 名を対象に研究参加の依頼を

行った。平成 29 年 11 月に学級ごとに質

問紙調査を実施した。その後，平成 29

年 12 月にマインドフルネスを実施する

マインドフルネス介入群，または，スト

レスに関する心理教育を受ける心理教育

群（対照群）にわかれて介入を実施し，

実施から約１週間後に再度，質問紙調査

を行った。また，フォローアップとして，

平成 30年 5月に同様の質問紙調査を実施

した。 

介入参加者の選定：マインドフルネスの

介入実施にあたり，マインドフルネスの

介入としてヨーガを用いることを説明し

た上で，質問紙において「受けたい」「受

けてもいい」「できれば嫌だ」「絶対嫌だ」

の 4 件法で聞き，参加意志の有無を確認

した。 

マインドフルネスの介入を「受けたい」

「受けてもいい」と回答した生徒をマイ

ンドフルネス介入群とし，マインドフル

ネスの介入について「できれば嫌だ」「絶

対嫌だ」と回答した生徒を心理教育群と

した。マインドフルネス介入群は 82 名

（男性対象なし，女性 82 名），心理教育

群は 117 名（男性 45 名，女性 72 名）で

あった。  
マインドフルネスの介入プログラム：１

回 60 分の授業時間において，マインドフ

ルネスヨーガ瞑想法についての説明（約

５分），準備運動を含めたマインドフルネ

スヨーガ瞑想法（約 50 分），感想シート

の記入（約５分）を行った。各授業２～

３クラス合同で実施し，７クラス分（計

３回）行った。マインドフルネスの介入

は，ヨーガインストラクターの資格（ANCS）

をもち臨床心理学を専攻する大学院生が

実施した。 

心理教育の介入プログラム：１回 60 分の

授業時間において，ストレスについての

心理教育を行った。「ストレスってなんだ

ろう」をテーマに，講義およびワークで

構成されている。講義は，パワーポイン



 
	

 31 

トのスライドを利用して行われた。心理

教育プログラムは，臨床心理士の資格を

もつ大学教員が実施した。 

効 果 指 標 ： (a)	 Mindful	 Attention	

Awareness	Scale（MAAS）の日本語版（藤

野 他 ， 2015 ）， (b)	 Center	 for	

Epidemiologic	 Studies	 Depression	

Scale（CES-D）の日本語版（島他，1985），

(c)	IES-R の日本語版（Asukai,	et	al.，

2002）， (d)心 理的ストレス反応尺度

（SRS-18：鈴木他，1997）を用いた。 

倫理面への配慮：対象となった生徒に対

して，質問紙への回答は任意であり，質

問紙への回答を拒否や中断しても不利益

は一切生じないこと，結果は個人が特定

できない形式で学会等での発表を予定し

ていることを，書面および口頭での教示

で行った。なお，本研究の手続きは桜美

林大学研究倫理委員会の承認を得て実施

した（倫理承認番号：16030）。 

	

Ｃ．研究結果 

介入対象となった 207 名のうち，介入

前，介入後，フォローアップのすべての

質問紙調査を受けている 188 名（マイン

ドフルネス介入群 57 名，心理教育群 131

名）を分析対象とした。 
介入効果の検討：１）抑うつ	 抑うつに

ついては，群の主効果は有意ではなく（F	

(1,186)	=	.860,	n.s.），時期の主効果が

有意であったが（F	(2,372)	=	3.782,	p	

<.05），交互作用は有意ではなかった（F	

(2,372)	=	1.841,	n.s.）。 

２）外傷後ストレス反応	 外傷後ストレ

ス反応については，群の主効果は有意で

はなく（F	(1,186)	=	.018,	n.s.），時期

の主効果（F	(2,372)	=	2.924,	p	<.10），

および交互作用に有意傾向がみられた（F	

(2,372)	=	2.649,	p	<.10）。単純主効果

の検定の結果，マインドフルネス介入群

において，介入前に比べて介入後の外傷

後ストレス反応得点が低減していること

（p	<.10），また，介入前に比べてフォロ

ーアップの外傷後ストレス反応得点が低

減していること（p	<.10）が示された。	

３）ストレス反応	 ストレス反応につい

ては，群の主効果（F	(1,186)	=	.155,	

n.s.），時期の主効果（F	(2,372)	=	1.734,	

n.s.），および交互作用（F	(2,372)	=	.749,	

n.s.）はいずれも有意ではなかった。	

４）ストレス反応下位尺度	

(a)抑うつ・不安	 抑うつ・不安について

は，群の主効果（F	(1,186)	=	.010,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,372)	=	2.249,	n.s.），

交互作用（F	(2,372)	=	1.189,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(b)不機嫌・怒り	 不機嫌・怒りについて

は，群の主効果（F	(1,186)	=	.886,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,372)	=	.497,	n.s.），

交互作用（F	(2,372)	=	1.574,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(c)無気力	 無気力については，群の主効

果は有意ではなく（F	(1,186)	=	.004,	

n.s.），時期の主効果が有意傾向であった

が（F	(2,372)	=	2.417,	p	<.10），交互

作用は有意ではなかった（ F	 (2,372)	

=	.348,	n.s.）。  
操作変数の機能的な変容による影響：マ

インドフルネス介入群 57 名のうち，機能

的な変容が認められた生徒 30 名を有効

群，変化がなかった，あるいは非機能的

な変容が認められた 27 名を無効群とし

た。 

１）抑うつ	 抑うつについては，群の主

効果（F	(1,55)	=	.433,	n.s.），時期の

主効果（F	(2,110)	=1.991,	n.s.），およ
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び交互作用（F	(2,110)	=1.584,	n.s.）

はいずれも有意ではなかった。	

２）外傷後ストレス反応	 外傷後ストレ

ス反応については，群の主効果は有意で

はなく（F	(1,55)	=	.117,	n.s.），時期

の 主 効 果 は 有 意 傾 向 で あ っ た が （ F	

(2,110)	=	2.454,	p	<.10），交互作用は

有意ではなかった（F	(2,110)	=	.695,	

n.s.）。	

３）ストレス反応	 ストレス反応につい

ては，群の主効果（F	(1,55)	=	.000,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,110)	=1.067,	n.s.），

および交互作用（F	(2,110)	=1.898,	n.s.）

はいずれも有意ではなかった。	

４）ストレス反応の下位尺度	

(a)抑うつ・不安	 抑うつ・不安について

は，群の主効果（F	(1,55)	=	.084,	n.s.），

時期の主効果（F	(2,110)	=	.928,	n.s.），

交互作用（F	(2,110)	=	1.793,	n.s.）は

いずれも有意ではなかった。	

(b)不機嫌・怒り	 不機嫌・怒りについて

は，群の主効果（F	(1,55)	=	.068,	n.s.）

および時期の主効果（F	(2,110)	=	1.051,	

n.s.）は有意ではなく，交互作用（F	

(2,110)	=	3.190,	p	<.05）は有意であっ

た。単純主効果の検定の結果，有効群に

おいて，介入前に比べて介入後の不機

嫌・怒り得点が低減していること（p	

<.05），介入後に比べてフォローアップの

不機嫌・怒り得点が増加していること（p	

<.01）が示された。	

	(c)無気力	 無気力については，群の主

効果（F	(1,55)	=	.307,	n.s.），時期の

主効果（F	(2,110)	=	1.292,	n.s.），交

互作用（F	(2,110)	=	.744,	n.s.）はい

ずれも有意ではなかった。	

	

Ｄ．考察 

	 本研究の目的は，東日本大震災に被災

した地域の高校生を対象として，集団に

おけるマインドフルネスの介入を実施し，

操作変数を明確にしたうえで，短期マイ

ンドフルネスの効果と今後の課題を明ら

かにすることであった。本研究の結果か

ら，本研究におけるマインドフルネスヨ

ーガ瞑想法が外傷後ストレス反応の低減

に効果があることや，マインドフルネス

の「注意」や「気づき」の獲得によって，

抑うつやストレス反応の不機嫌・怒りの

低減に効果があることが示唆された。	

	 本研究では，操作変数を明確にし，操

作変数の機能的な変容が効果に及ぼす影

響を検討することに意義がある。分散分

析の結果から，ストレス反応の下位尺度

である不機嫌・怒りについて，有効群に

おいて介入前に比べて介入後の不機嫌・

怒り得点の有意な低減が認められた。平

野・湯川（2013）は，マインドフルネス

の介入によって怒りの反すう傾向が低減

したことを報告している。本研究では，

マインドフルネスの操作変数を明確にし

たことで，マインドフルネスの「注意」

や「気づき」の獲得が，怒りの低減に効

果があることが示唆された。	

	

Ｅ．結論 

本研究の結果から，１回の介入のみで

も約半数の生徒において操作変数が機能

的に変容し，介入の効果が期待されたこ

とは，被災などの状況を考慮した短期的

な介入場面においても活用できると考え

られる。しかし，マインドフルネスの「注

意」や「気づき」を獲得し，それらを維

持促進するための手続きの検討が必要で

ある。そこで，マインドフルネスの維持

促進の手続きとして，集団に対するマイ
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ンドフルネスの実施に加えて，セルフマ

ネジメントを高めるためのホームワーク

の実施や，継続的な介入を行うことによ

る効果の検討を行うことが今後の課題で

ある。また，安全性や有効性を担保した

うえで，科学的，実証的な研究を蓄積す

ることによって，より幅広い対象に介入

が実施できるよう検討し，反応性を高め

る操作が必要であると考える。	
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医療従事者の職場状況と 

ワーク・エンゲイジメントとの関連性 

	

Ａ．研究目的 

近年，医療従事者が抱えるストレスや

バーンアウトの問題について，心理学的

な検討を行うことが求められる。たとえ

ば，医療従事者は，情緒的負荷が大きく，

固有のストレスを抱える職種であること

（窪田，1992），また，特に看護師を対象

とした研究では，看護師の職業的特徴に

より，精神的健康が低下する可能性が指

摘されている（豊増，2000）。これらの指

摘をみても，医療従事者のメンタルヘル

スについて，臨床心理学や健康心理学領

域をバックグラウンドとした研究を遂行

することは急務である。	

こうした中，医療従事者の離職防止や

医療安全の確保等を図ることを目的に，

平成 26 年 10 月より，医療分野の「雇用

の質」向上の取り組みが進められている。

ここでは，医療機関の勤務環境改善に関

する改正医療法の規定が施行され，各医

療機関が PDCA サイクルを活用しながら，

計画的に勤務環境改善に取り組む仕組み

（勤務環境改善マネジメントシステム）

が導入され，医療機関においても働き方

改革が進められている。	

	 一方，近年，医療従事者のみならず，

労働者のメンタルヘルスについて，より

ポジティブな側面から検討する際，ワー

ク・エンゲイジメントを鍵概念とする研

究が散見される。ワーク・エンゲイジメ

ントとは，仕事に関するポジティブで充

実した心理状態であり，活力，熱意，没

頭 に よ っ て 構 成 さ れ る （ Schaufeli,	

Salanova,	 Glnzález-Romá,	 &	 Bakker,	

2002）。活力は「就業中の高い水準のエネ

ルギーや心理的な回復力」，熱意は「仕事

への強い関与，仕事の有意味感や誇り」，

没頭は「仕事への集中と没頭」をそれぞ

れ意味しており（島津，2015），これらが

揃った状況（すなわち，ワーク・エンゲ

イジメントが高い状況）は，バーンアウ

トと対概念として位置づけられている

（Maslach	&	Leiter,	1997）。	

	 これまで，医療従事者におけるバーン

アウトを検討した研究は散見されるもの

の，医療従事者を対象にワーク・エンゲ

イジメントを取りあげた研究は数少ない。

また，医療従事者のワーク・エンゲイジ

メントを形成する要因について検討した

研究も希少である。	

	 以上から，本研究では，医療従事者を

対象に職場の状況（心的・制度的側面の

状況）とワーク・エンゲイジメントとの

関連性について検討することを目的とす

る。	

	

Ｂ．研究方法 

研究対象者と調査方法：栃木県に所在す

る医療機関に従事する者（理学療法士，

作業療法士，言語聴覚士，医師，看護師，

介護士，事務職，その他）199 名を対象

に調査を実施した。その内，調査項目に

記入漏れなど不備の無かった者，133 名

を本研究における解析対象者とした。な

お，133 名中，年齢の記載があった 127

名の平均年齢は 38.49±10.85 歳であっ

た。職種別の解析対象者数は，理学療法

士 35 名，作業療法士 15 名，言語聴覚士

９名，医師３名，看護師 47 名，介護士

14 名，事務職 10 名であった。 

調査項目：(a)	デモグラフィック項目：

性別，年齢，職種，職歴，資格取得歴，
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活力 熱意 没頭

人間関係 -.03 -.02 -

仕事の裁量性 .09 .05 -

処遇 .06 -.08 -.06

社会とのつながり .36** .43** .30**

休暇・福利厚生 .07 .22* .23*

**p < .01, *p < .05

通勤時間，睡眠時間，自己研鑽へ割く時

間，(b)	メンタルヘルス改善意識調査票

（MIRROR）（Tahara,	et	al.，2009），(c)

快適職場調査（ソフト面）（中央労働災害

防止協会中央快適職場推進センター，

1999），(d)ユトレヒト・ワーク・エンゲ

イジメント尺度（Shimazu，2008）を用い

た。 

	 なお，本研究においては，(c)および(d)

の尺度得点を用いて解析を行った。	

倫理面への配慮：対象者に対して，調査

用紙への回答は無記名であり，個人特定

することはなく，任意であること，調査

用紙へ回答しないことや回答を中断する

ことで不利益を被ることは一切ないこと，

回答の結果が業務上の評価などに用いら

れることはないこと，結果は個人特定で

きない形で学会等での発表を予定してい

ることを，書面で教示し，同意する場合

のみ回答を求めた。なお，本研究の手続

きは大妻女子大学大学研究倫理委員会の

承認を得て実施した（倫理承認番号：

30-025）。 

	

Ｃ．研究結果 

	 はじめに，快適職場調査（ソフト面）

の下位尺度得点（キャリア開発・人材育

成，人間関係，仕事の裁量性，処遇，社

会とのつながり，休暇・福利厚生，労働

負荷）とユトレヒト・ワーク・エンゲイ

ジメント尺度の下位尺度得点（活気，熱

意，没頭）との間で Pearson の積率相関

係数を算出した。その結果，「人間関係と

活気（r	=.23,	p	<.01），熱意（r	=.22,	p	

<.01）」，「仕事の裁量性と活気（r	=.28,	p	

<.01），熱意（r	=.24,	p	<.01），没頭（r	

=.19,	p	<.05）」，「処遇と活気（r	=.32,	p	

<.01），熱意（	r=.27,	p	<.01），没頭（r	

=.22,	p	<.05）」，「社会とのつながりと活

気（r=.45,	p	<.01），熱意（r	=.48,	p	<.01），

没頭（r	=.36,	p	<.01）」，「休暇・福利厚

生と活気（r=	.27,	p<	.01），熱意（r=.35,	

p<.001），没頭（r=.32,	p<.01）」，「労働

負荷と活気（r=.18,	p<.05），熱意（r=.19,	

p<.01）」のそれぞれで有意な相関関係が

認められた（Table.1）。	

Table.1	 相関分析	

	

	 つぎに，有意な相関係数が認められた

下位尺度得点を用い，快適職場調査（ソ

フト面）を独立変数，ユトレヒト・ワー

ク・エンゲイジメント尺度の下位尺度得

点のそれぞれを従属変数とした重回帰分

析を実施した。その結果，「活力」につい

ては「社会とのつながり」（β=.36,	p	

<.01），「熱意」については「社会とのつ

ながり」（β=.43,	p	<.01）および「休暇・

福利厚生」（β=.21,	p<	.05），「没頭」に

ついては「社会とのつながり」（β=.30,	p	

<.05）および「休暇・福利厚生」（β=.23,	

p	<.05）でそれぞれ有意な関連性が認め

られた（Table.2）。	

Table.2	 重回帰分析	

	

	

	

	

	

	

活力 熱意 没頭

キャリア開発・人材育成 .10 .13 -.01

人間関係 .23** .22** .13

仕事の裁量性 .28** .24** .19*

処遇 .32** .27** .22*

社会とのつながり .45** .48** .36**

休暇・福利厚生 .27** .35** .32**

労働負荷 .18* .19* .07

**p < .01, *p < .05
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Ｄ．考察 

	 本研究の結果，ワーク・エンゲイジメ

ントの構成要素である，「活気」，「熱意」，

「没頭」は，共通して「社会とのつなが

り」が関連していることが示された。社

会とのつながりは，自分自身の仕事が社

会から高い評価を受け，また，より良い

社会を築くことへ寄与している実感など

であり，こうしたことは，ワーク・エン

ゲイジメントを高くする要因である可能

性が推測される。	

	 また，「熱意」と「没頭」については，

「社会とのつながり」に加え，「休暇・福

利厚生」が関連する要因であることが認

められた。休暇・福利厚生は，年次休暇

の取りやすさや心身の健康相談を担う機

関内外の専門スタッフの有無であり，こ

うした物理的要因が，特に「仕事への強

い関与，仕事の有意味感や誇り」や「仕

事への集中と没頭」へ寄与する可能性が

推測される。	

	

Ｅ．結論 

医療従事者のストレス負荷や高離職率

の問題が社会的問題となり,医療機関に

おける働き方改革が推進される現代社会

において，自身の業務が社会的価値の高

いものであるという認識や社会から認め

られるものであるという認識は，仕事へ

の関心や集中を喚起する可能性がある。

加えて，休暇の取りやすさや心身の支援

体制を整備することも，仕事への関心や

集中を喚起する重要な要因であり，医療

従事者の仕事に対する個人的な認識と労

務環境の整備を行うことで，より働きや

すい職場を築くことにつながるだろう。	

	

	

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし。	

2.  学会発表 

山蔦圭輔・三浦佳代・竹中晃二（2019）．

医療従事者の職場状況とワーク・エ

ンゲイジメントとの関連性	 日本健

康心理学会第 32 回大会（発表予定）	

	

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 
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2. 実用新案登録 
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なし。	
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ICT を利用したポジティブ心理学的介入 

―強みの活用を促すスマートフォン用アプリケーションの開発－ 
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島崎 崇史（上智大学文学部・講師） 

竹中 晃二（早稲田大学人間科学学術院・教授） 

 

研究要旨 

 

	 本研究では，情報通信技術	(ICT) を利用した強み介入の可能性を探った。具体的

には，大学生を対象に，毎日の強みの活用状況と主観的な日常満足感についてスマ

ートフォン用のアプリケーションに入力させ，強みの認識，強みの活用感，および

人生満足度の変化について事例的に検証を行った。その結果，アプリケーションを

高頻度で利用していた者は，介入の前後で，強みの認識および活用感が増加してい

た。ただし，人生満足感については，いずれの対象者も介入の前後で変化していな

かった。	

	

Ａ．研究目的 

従来，心理学の分野では，主に不安や

抑うつなどの心理的問題の解決に寄与す

ることを目的に研究が行われてきた，し

かし，21 世紀に入り，人の持つネガティ

ブな側面ではなく，ポジティブな側面を

伸ばすことで持続的な幸福の実現を目指

すポジティブ心理学の流れが生まれた。

このポジティブ心理学の研究成果に基づ

く介入をポジティブ心理学的介入と呼ぶ

（阿部・石川，2016）。その中の代表的

な 手 法 の 一 つ に 「 強 み （ Character 
Strengths）」の活用を促す介入がある。

Seligman (2004) によれば，強みは，時

代，民族，宗教などを超えて 24 種類（好

奇心と関心，学習意欲，判断力，独創力，

社会的・個人的知性，見通し，勇敢，勤

勉，誠実，思いやり，愛，協調性，平等，

リーダーシップ，自制心，慎重さ，謙虚

さ，審美眼，感謝，希望，精神性，寛容

さ，ユーモア，熱意）存在するとされて

いる。さらに，人には，その中でも 3－7
つ の 「 特 徴 的 な 強 み  (Signature 
Strengths)」があり，強み介入ではこの

特徴的な強みを様々な方法で用いるよう

に促す。  
たとえば，Seligman et al. (2005) は，

成人 557 名を対象に，個人の持つ 24 の

強みの中の上位 5 つの強みについて 1 週

間毎日新しい方法で活用するように指示

した結果，対象者の長期的な幸福感の増

加とうつ症状の軽減が認められたことを
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報告している。また，わが国でも，森本・

高橋・渡部  (2014) が，大学生 114 名を

対象に，個人の持つ上位 5 つの強みを活

用するように促した結果，自己形成意識

が上昇したことを明らかにしている。さ

らに，高校生 145 名（女子のみ）  を対

象とした同様の強み介入においても，可

能性追求と努力主義の得点が有意に上昇

することが示されている  (森本・高橋・

並木，2015)。 
そこで，本研究では，より効率的に強

み 介 入 を 行 う た め に 情 報 通 信 技 術  
(Information and Communication 
Technology; 以下， ICT) を利用したポ

ジティブ心理学的介入の可能性を探る。

具体的には，毎日の強みの活用状況と主

観的な日常満足感についてセルフモニタ

リングさせるスマートフォン用アプリケ

ーション「ポジティブ・ライフ」を開発

し，大学生を対象にその効果について事

例的検証を行う。	

	

Ｂ．研究方法 

調査対象：中国地方の国立大学に在籍す

る大学生を対象とした。教育学部の開講

科目「体育心理学」の受講生の中から参

加者を募った。その結果， 終的に 9 名

（男子 6 名，女子 3 名；平均年齢±標準

偏差	 20.0±0.0）の参加者が集まり，こ

の学生たちを介入群に割り当てた。また，

同大学同学部に在籍する大学生 8 名（男

子 6 名，女子 2 名；平均年齢±標準偏差	

21.1±0.4）をコントロール群として設け

た。  

実施期間：本介入は，平成 30 年 4 月中旬

から 5月下旬にかけて 30日間実施された。  

プログラム内容：介入群は，スマートフ

ォン用アプリケーション「ポジティブ・

ライフ」を利用して，自分の特徴的な強

み 5 つの毎日の活用状況を自己管理する

ように指示された（図 1 参照）。本アプリ

ケーションは，Y 大学体育・スポーツ心

理学研究室がエコマス株式会社に委託し

開発したものであり，具体的な機能とし

て，個人ごとの代表的な 5 つの強みの活

用状況の入力および日常満足度の入力が

行える。また，セルフモニタリングを継

続的に行わせるための工夫として，ゲー

ミフィケーションにおける「ポイント」

および「バッジ」の要素が，以下の要領

で本アプリケーションの中に取り込まれ

ている。  

1) ポイント：強みを 1 つ活用すると 1 ポ

イント加算される。 

2) バッジ：ポイントに応じてステイタス

（ i.e. 聖徳太子の冠位）と画面の色が変

化する。基準は，黄→赤	 20pt，赤→青	

40pt，青→紫	 60pt とした。  

 

 
 

評価内容： 

1) 強みの認識，強みの活用感，および人

生満足感 

本介入のアウトカム評価は，強みの認

識尺度  (高橋・森本，2015a)，強みの活

用感尺度  (高橋・森本，2015b)，および

人生満足感尺度（Diener, et al., 1984）を
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用いて行った。強み認識尺度は，「自分の

強みをよく知っている」などの計 8 項目

からなり，「あてはまらない  (1)」から「あ

てはまる  (5)」の 5 件法で回答を求めた。

強み活用感尺度は，「強みを使うことは，

自分にとってとてもなじみのあることだ」

などの計 14 項目からなり，「全くあては

まらない  (1)」から「非常にあてはまる 

(5)」の 5 件法で回答を求めた。人生満足

感尺度は「ほとんどの面で私の人生は私

の理想に近い」などの計 5 項目で構成さ

れ，「全くあてはまらない  (1)」から「非

常にあてはまる  (5)」の 5 件法で回答を

求めた。  

2) アプリケーションの利便性および有

用性 

アプリケーション利用の利便性および

有用性については，「今回のスマートフォ

ン・プログラムは使いやすかった（利便

性）」および「今回のスマートフォン・プ

ログラムは役に立った（有用性）」という

単項目で尋ね，「そう思わない  (1)」から

「そう思う  (5)」の 5 件法で回答を求め

た。  

3) ゲーミフィケーション要素の有用性 

ゲーミフィケーションの要素の有用性

については，「強みの活用状況などの自分

の頑張りがポイントとして数値で表され

てやる気になった（ポイントの有用性）」

および「強みの活用状況などの自分の頑

張りによって，画面の色やステイタスが

変化することでやる気になった。（バッジ

の有用性）」という単項目で尋ね，「そう

思わない  (1)」から「そう思う  (5)」の 5

件法で回答を求めた。 

倫理的配慮：参加者には介入の目的およ

び内容を説明し，研究への協力は，自由

であり中断も可能であることを伝えた。

また，本研究の結果を発表する際も，統

計処理を施すため，個人の結果がそのま

ま公表されることはないことを書面およ

び口頭にて説明した。 後に，研究参加

に関する同意書にサインを求めた。 

実施手続き：介入群は，個人用アカウン

トを配布され，それを用いて本アプリケ

ーションにログインした。また，アプリ

ケーションには，介入群が事前に回答し

た簡略版 VIA（強みテスト；セリグマン，

2014）の結果に基づき，個人の特徴的な

強み 5 つがあらかじめ登録されていた。 

統計的処理：本研究では，サンプルサイ

ズが小さいために記述統計のみで質的に

検証する。  

	

Ｃ．研究結果 

強みの認識，強みの活用感，および人生

満足感：全 30 日の介入期間中の介入群に

おけるアプリケーションの平均利用日数

は，13.4 日（SD	=	4.8）であった。そこ

で，アプリケーションを半数以上の日数

（15 日以上）利用した 4 名を「高アプリ

利用群」，アプリケーションの利用日数が

半数未満（15 日未満）だった 5 名を「低

アプリ利用群」に分類した。この 2 群に

コントロール群を加えた 3 群で，強み認

識尺度および強み活用感尺度の得点につ

いて介入の前後で比較したところ，高ア

プリ利用群においてのみ強み認識尺度と

強み活用感尺度の得点が増加していた

（表 1 参照；強み認識得点：22.75 から

30.25；強み活用感得点： 45.00 から

54.75）。また，人生満足感については，

いずれの群においても介入の前後で大き

な変化は認められなかった。ただし，高

アプリ利用群は，介入の前後どちらの時

点においても，他の 2 群に比べて人生満		
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足度尺度の得点が低かった。	

アプリケーションの利便性および有用

性：アプリケーションの利便性（使いや

すかった）について，「そう思う」または

「ややそう思う」と回答した者は，33.3％

（3 名／9 名）とやや低い値であった。有

用性（役に立った）については，55.6％

（5 名／9 名）と利便性に比べると高い値

であった。		

ゲーミフィケーション要素の有用性：ポ

イントとバッジの有用性（やる気になっ

た）については，「そう思う」または「や

やそう思う」と回答した者は，それぞれ

75.0％（6 名／8 名；1 名無回答）と 77.8％

（7 名／9 名）であった。		

	

Ｄ．考察 

	 本研究の結果から，自分の強みを認識

していない，強みを十分活用できていな

い，人生に満足していないなどの特徴を

有する対象者に対しては，今回のアプリ

ケーションを利用した強み介入が有効に

働く可能性が示された。そのため，今後

は，あらかじめそのような特性を持つ者

に絞って介入を行うとより効率的かもし

れない。ただし，今回の 30 日間の強み介

入では人生満足感までは変化していなか

ったので介入期間の設定などを見直す必

要があるのかもしれない。	

	 アプリケーションの利便性（ログイン

方法や画面の見やすさなど）については，

改良の余地があることが明らかになった。

今回のアプリケーションは，セキュリテ

ィーのため，利用する度に毎回 ID とパス

ワードを入力する必要があった。その負

担感が大きかった可能性がある。また，

できるだけ毎日入力するように促すため

に，日付を遡って入力することが出来な

い（深夜 0 時を過ぎたら前日の記録は入

力できない）仕様にしていたため，参加

者の中にはこのあたりを不便に感じてい

た者もいたかもしれない。これについて

は，1 日の入力期間を深夜 0 時で切り替

えるのではなく，朝 6 時で切り替えるよ

うにするなどして対処できるものと思わ

れる。	

本アプリケーションに応用したゲーミ

フィケーションの要素については一定の

効果はあったものと思われる。特に，ポ

ジティブ心理学的介入にあまり興味がな

い者でも，ゲーム感覚で取り組めるよう

にすることで，ポジティブ心理学に触れ

るきっかけにはなったかもしれない。	

	

Ｅ．結論 

	 本研究の結果，本アプリケーションの

利用が強みの認識および活用感に対して

有効である可能性が一部認められた。し
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かし，本研究はあくまでも少人数を対象

とした事例的な検討であるため，今後，

さらに対象者を増やし，無作為化比較対

照試験などのより厳密な手続きを用いた

検討が求められる。	
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仕事ストレス緩和を目的としたポジティブメンタルヘルス研修の効果成立過程の検証 
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研究要旨	

	 本研究では，就労者を対象としたポジティブメンタルヘルス研修として，「強みに気

づき，強みを活かす」ことを目標とするグループワークのストレス軽減効果を検討し

た。2017 年度の医療機関就労者を対象とした評価研究では，研修によって気づいた

「強み」を，研修後の仕事に活かせた者ほどストレス緩和効果が強く，ワークエンゲィ

ジメントも向上することがわかった。そこで本研究では，研修受講者に対して，研修後

１月間，仕事に強みが活かせたかどうかを毎日記録させ，その結果に基づいて対象者を

3 群に分け，ワークエンゲィジメント，主観的幸福感，およびストレス反応の，研修前

から 1 ヶ月後への変化量を分析した。その結果，1 ヶ月間の強みを活かせた程度が強い

グループ程，ワークエンゲイジメントは向上し，主観的幸福感は増加し，ストレス反応

は低下する傾向を示したが，統計的には有意水準には至らなかった。	

キーワード：強み（strength），職業性ストレス，ワークエンゲイジメント，幸福感	

	

	

Ａ．研究目的 

 職場のストレスは，就労者の就業意欲に影響

し，幸福感やウェルビーイングの低下に関係

する。欠勤が増え，遅刻早退など職場に居ら

れない状態（absenteeism）や，出社はする

が心身の健康状態の悪化から期待通り就労

ができない状態（presenteeism）を作り出す。

いずれも，メンタルヘルス（心の健康）悪化

によるパフォーマンス低下を導き，結果とし

て労働生産性は低下する。個人のウェルビー

イング上の問題もさることながら，産業組織

にとっても解決すべき大きな問題である。職

場のストレスは，作業環境や人間関係などが

原因となる。	

	 そこで厚生労働省では，職場のストレス管

理に注目し，2015 年 12 月から従業員 50 人

以上の企業で年一回以上のストレスチェッ

クを行うことが義務化された。	
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	 ストレスチェック制度そのものは，著者

らが大阪府立こころの健康総合センターで

開始した「ストレスドック」（野田・夏目

ら，1996,	1997；山田・野田ら,1999;	山

田・野田ら1998）の流れをくみ，健康な就

労者を対象とした，一次予防的アプローチで

あり，ストレスチェックの成績を本人にフィード

バックし，必要に応じて専門家による相談，専

門機関への受診，休職を含む医療措置へとス

ムーズにつなげることを目的としている。同時

に個々の職場事のストレス度を他の部署と比較

することや，標準値からの逸脱度などと比較す

ることによって，職場全体の健康度，ひいては

産業組織の活性化を実現しようとするものであ

る。	

 ストレスチェック制度が開始して以来，就労者

のメンタルヘルス向上を目的とした各種の研修

会が個々の事業所内で行われている。いずれ

も，メンタルヘルスに関する医学的知識をもと

にした健康教育・健康指導の類であり，すぐに

役立つメンタルヘルス対策となるには至ってい

ない。 

 そこで我々は，メンタルヘルス研修のプログラ

ム内容に，ポジティブ心理学の知見を取り入れ，

自分の強み（character strength）に気づき，仕

事や日常生活にその強みを積極的に活用する

術を提供する研修プログラムを作成し，病院就

業者を対象としてその効果を評価した（山田･

野田･徳永・森下,2018a･b）。その結果，研修

によって気づいた自分の「強み」を，研修後

の 2 ヶ月間に仕事に活かせたと回答した者

ほど，ストレス緩和効果が強く，ワークエン

ゲィジメントも向上することがわかった。 

 そこで本研究では，強みを積極的に日常の

仕事に生かすように指導ポイントを明瞭にし，

「強み活用」に焦点を当て，1 月間の強み活用

セルフモニタリングを対象者に課し，強み活用

が，ワークエンゲイジメント，主観的幸福感，な

らびにストレス指標への改善効果にいかに作

用するかを検討した。 

	

Ｂ．研究方法 

手続き 

  ストレスチェックを実施する対象事業所の職

員を対象として，ストレスチェック結果の返却後

に，強みへの気づきを「強み発見シート」（山

田,2016;図１）と補助資料（図２）を用いて自己

評価させ，強みを職場に活かすことをテーマに

グループワークを実施した。その後 1 ヶ月間，

強みが活用できたかどうかを「強み活用記録」

（図 3）を用いて日々記入するよう求めた。 

 

 

図１ 強み発見シート 

 

 

図２ 強みを仕事に生かすための補助資料 
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図 3	 強み活用記録	

	

調査項目 

  研修直後と約 1 ヶ月後の 2 回，質問紙を用

いて，職業性ストレス，主観的幸福感，および

ワークエンゲイジメントを評価した。 

 

 職業性ストレス： 厚労省提唱の 54 項目

からなるストレスチェックのうち，仕事ストレスに

関係する 6 問と，他者からのサポートに関する

３問を用いた（図 4）。 

 

 

図 4 職業性ストレス関連項目 

 

 主観的幸福感：	 幸福感尺度は，島

井・大竹・宇津木・池見・Sonja	

Lyubomirsky（2004）の４項目を用いた

（図 5）。 

 

 

図 5 主観的幸福感尺度 

 

 ワークエンゲイジメント： 島津（2010）

によるワークエンゲイジメント尺度 9 項

目を用いた（図 6）。 

	

 
図 6 ワークエンゲジメント尺度 

 

 ２度目の評価結果は，1 ヶ月間の強み活用記

録とともに担当者を介して回収した。 

	

対象者及び人数 

	 対象者は，大阪府 H 市の職員 32 名であ

り，26 名（男性	 ６名，女性 20 名）の有

効回答について分析を行った。	

	

	 研修は表１に示すように３回に分けて

実施され，その日から 1 ヶ月間，図 6 に示

す「強み活用記録」を用いて，強み活用セ

ルフモニタリングが課された。	

	

	 すべての強み活用セルフモニタリング

シートは，12 月 17 日までに調査とりまと
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め役の N 次長が回収を行った。	

	

表１	 研修日の異なる３群	

	 	 研修日〜モニタリング終了日（人数）	

Gr１：10 月 30 日〜11 月 30 日（７人）	

Gr２：11 月 9 日〜12 月 9 日（１１人）	

Gr３：11 月 16 日〜12 月 16 日（８人）	

	

	

研修 

 実施者： 共同研究者の保健師（徳永）

が，３回すべての研修を行った。研修内容

はすべて録画ないし録音を行い，３回の研

修内容を事後チェックし，ほぼ同じ時間配

分で予定された項目を講義ないし実習し

たことが確かめられた。	

	

 構成：	 研修内容については，以下の 4

セッションから構成された。	

S1（-10 分）：導入部。職場のストレスの事

例紹介。	

S2（10-30 分）：24 項目からなる強み尺度

の実施および自分の強みの確認。グループ

メンバー間で結果の共有。	

S3（30-50 分）：強みを活かすをテーマにグ

ループワーク。	

S4（50-60 分）：強み活用セルフモニタリン

グシートの配付ならびに記入法等解説。	

 

 強み活用記録の分析：  強み活用記録の

記入内容を分析し，活用数が多い程，ワークエ

ンゲイジメントと主観的幸福感が向上し，各種

ストレス指標は低下すると仮定された。 

 

Ｃ．研究結果 

	

	 強み活用記録に記載の日数を数え，３１

日のうち強みが仕事に活用できたと自覚

した「強み実行日数」とみなした。図 7 は，

その度数分布を示す。平均 12.8±9.9（N=26）

であり，分布形は正規分布とはならなかっ

た。毎日実行できたと回答したのは４名で

あった。	

	 31 日間の強み実行日数に基づき，均等

に 0〜5 日，６〜13 日，14〜31 日の 3 群に

分けた（図 8）。	

	

	

図 7	 強み活用日数の度数分布	

	

	

図 8	 強み活用日数で分けた３群別度数	

	

	 種々の指標について，研修前後（２）×

群（３）の繰り返しのある２要因 ANOVA を

実施した。	

	

ワークエンゲイジメント 

	 図 9 に，強み活用日数別，研修前後の平

均ワークエンゲイジメント得点を図示す

る。分散分析の結果，強み活用と研修前後

の主効果，強み活用×研修前後の交互作用
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のどれも有意ではなかった。図からは，強

み活用が増すにつれて，ワークエンゲイジ

メント得点が高く，また研修前から研修後

への増加量も多いようにみえるが，統計的

な支持は得られなかった。	

	 そこで，強み活用日数と，研修前から研

修後へのワークエンゲイジメント得点の

増加量の相関を分析したが，散布図による

検討を行ったが，有意な相関関係は認めら

れなかった（図 10）。	

	

図 9	 強み活用日数別，研修前後の平均ワーク

エンゲイジメント得点	

	

図 10	 強み活用日数と研修前から研修後へのワ

ークエンゲイジメント得点増加量の散布図	

	

主観的幸福感 

	 図 11 に，強み活用日数別，研修前後の

平均主観的幸福感得点を図示する。分散分

析の結果，なんら有意な効果は認められな

かった。強み活用日数と，研修前から研修

後への主観的幸福感得点の増加量の相関

を分析したが，有意な相関関係は認められ

なかった（図 12）。	

	

図 11	 強み活用日数別，研修前後の平均主観的

幸福感得点	

	

図 12	 強み活用日数と研修前から研修後への主

観的幸福感得点増加量の散布図	

	

仕事の負担感 

	 図 13 に，強み活用日数別，研修前後の

平均仕事の負担感得点を図示する。図から

は強み活用日数が増すと平均仕事の負担

感得点が増すように見えるが，分散分析の

結果，なんら有意な効果は認められなかっ

た。	

	 強み活用日数と，研修前・後の仕事の負

担感得点の相関を分析したが，有意な相関

関係は認められなかった（図 14）。	
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図 13	 強み活用日数別，研修前後の平均仕事の

負担感得点	

	

	

図 14	 強み活用日数と，研修前（右），研修後

（左）の仕事の負担感得点の関係	

	

仕事のコントール感 

	 図 15 に，強み活用日数別，研修前後の

平均仕事のコントール感得点を図示する。

分散分析の結果，なんら有意な効果は認め

られなかった。また強み活用日数と，研修

前・後の仕事のコントール感得点の相関を

分析したが，有意な相関関係は認められな

かった（図 16）。	

	

	

	

図 15	 強み活用日数別，研修前後の平均仕事の

コントロール感得点	

	

	

図 16	 強み活用日数と，研修前（右），研修後

（左）の仕事のコントロール感得点の関係	

	

	

D. 考察 

	 先の研究（山田冨美雄・野田哲朗・徳永

京子・森下亮,2018a・ｂ）から，強みに気

づき，その強みを以後の仕事や生活の場に

活かすことを意図したポジティブメンタル

ヘルス研修によって，仕事に対するポジテ

ィブな取り組み（ワークエンゲイジメン

ト）が高まり，その結果として仕事ストレ

スが軽減することが示唆された。	

	 本研究は，強みに気づき，それの強みを

仕事に活かしたと認知することが，ワーク

エンゲィジメントを高めると仮定し，本研

究を計画した。すなわち，1 ヶ月間にわた

る，強み活用記録から，強みを活用できた
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者ほどワークエンゲイジメントを高め，そ

の結果仕事ストレスが軽減されると仮定し

た。	

	 結果は，研修後の 1 ヶ月間に強みを活用

できた程度が高いグループ程，ワークエン

ゲイジメントは向上し，主観的幸福感は増

加し，ストレス反応が低下するという，当

初の仮定通りの傾向は示したが，有意水準

には至らなかった。	

	 統計的支持が得られなかったことは，分析

に用いた対象者数が 26 名と少なかったこと

が関係することは否めないが，研修後の強み

活用のセルフモニタリング期間が１ヶ月間

と，先の報告の半分と短かったことも関係す

るとおもわれる。	

	 今後は統計的支持が得られるよう，対象

者数を増し，研修後のセルフモニタリング

期間を２ヶ月に延長することによって，再

検証する必要があるだろう。	
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研究要旨 

 

	 本研究の目的は，（ a）社会経済・人口統計学的変数によるメンタルヘルス・プロ

モーション行動（mental health promotion behavior: MHPB）実施状況の差異について

検討すること，および（b）MHPB 実施状況の予測における社会経済・人口統計学的

変数とセルフエフィカシーの相対的な貢献度について検討すること，であった。

20-70 代の成人 3,600 名に対して，社会経済・人口統計学的変数（性別，年代，配偶

者の有無，育児の有無，介護の有無，労働形態，就労時間，就労に対する満足度，

就労している企業規模，収入，職種，および精神疾患の既往症），MHPB の実施状況，

および実施に対するセルフエフィカシーについて調査をおこなった。分析の結果，

社会経済（雇用形態，就労満足度，就労する企業規模，年収），および人口統計学的

変数（性別，年代）による差異が認められ，特に若年層および社会経済的弱者の

MHPB の実施率が低いことが明らかになった。また，MHPB の実施を予測する変数

としては，社会経済・人口統計学的変数よりもセルフエフィカシーの影響が高いこ

とが明らかになった。  

 

Ａ．研究目的 

	 社会的不利と健康状態との関連性につ

いては，多くの研究がなされている。こ

のようないわゆる健康格差の問題につい

ての研究では，所得，学歴，職業階層と

いった社会経済学的に不利な者の健康状

態が不良であると指摘されている（近藤，

2012）。  

	 健康格差は，身体的な健康にとどまら

ず，精神的な健康においても生じること

が明らかになっている（堤・井上・島津・

高橋・川上・栗岡・江口・宮木・遠田・小

杉・戸津崎，2015）。健康格差を生じさせ

る社会経済変数を探索した研究が充実す

る一方で，格差を生じるメカニズムにつ

いては，更なる研究の拡充が求められて

いる。  

研究者らは，日常生活において活力を

増強させ，メンタルヘルス問題の予防に

貢献する活動である，メンタルヘルス・
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プロモー ショ ン行動 （ Mental health 

promotion behavior：以下 MHPB とする：

島崎・李・小沼・飯尾・竹中，2015）を同

定し，気分感情に与える影響について明

らかにしてきた。しかしながら，社会経

済的に不利な状況に置かれている者にお

いては，厳しい生活環境から MHPB を実

施することができず，結果として心の健

康格差を生じている可能性が懸念される。

さらに，これまでの社会疫学領域を中心

とする健康行動変容に関する研究におい

ては，健康行動の実施が人の意思よりも

社会環境に起因する部分が大きいという

主張がなされてきた。しかしながら，社

会経済・人口統計学的な変数と，行動変

容型の介入研究で行動の実施を予測する

心理的な変数であるセルフエフィカシー

（Self efficacy：以下 SE とする）との行動

予測における相対的な貢献度の差異につ

いては，研究が少ない。 

そこで本研究では，（a）社会経済・人

口統計学的変数による MHPB 実施状況

の差異について検討すること，および（b）

MHPB 実施状況の予測における社会経

済・人口統計学的変数と SE の相対的な

貢献度について検討することを目的とし

た。  

Ｂ．研究方法 

1）対象者 

対象者は，インターネット調査企業（株

式会社クロス・マーケティング）にモニ

ターとして登録している 20〜70 代の成

人 3,600 名であった。調査では，性別お

よび年代が均等になるようサンプリング

された。調査は，本調査用に作成された

ウェブサイト上でおこなわれた。 

2）調査内容 

（1）社会経済・人口統計学的変数 

対象者の特徴を把握するために，人口

統計学的変数（性別，年代，配偶者の有

無，育児の有無，介護の有無，精神疾患

の既往症）および社会経済変数（労働形

態，就労時間，就労に対する満足度，就

労している企業規模，収入，職種）につ

いて回答を得た。  

（2）MHPB の実施状況  

	 活力を高め心の健康増進に貢献する行

動の実施状況については，島崎他（2015）

の構成した MHPB 評価尺度を用いた。

MHPB 評価尺度は，MHPB1：身体活動，

MHPB2：平日文化的活動，MHPB3：休日

文化的活動，MHPB4：対人コミュニケーシ

ョン，MHPB5：積極的リラクセーション行

動，MHPB6：ボランティア活動，MHPB7：

新 規 活 動 へ の 興 味 と 参 加 ， お よ び

MHPB8：集団への所属，の 8 つの行動の実

施について，「全く行っていない－よく行

っている」の 5 件法により回答を得た。 

（3）MHPB 実施に対する SE 

MHPB の実施に対する SE については，

MHPB 尺度を構成する 8 項目について，そ

れぞれ結果予期，および効力予期に関する

質問項目 16 項目を設定した。結果予期に

ついては，「以下に示す活動を日常生活の

中で気晴らしや趣味としておこなうこと

は，あなた自身のストレスの解消やメンタ

ルヘルスを良い状態に保つために有効だ

と思いますか」という設問に対して，1 全

く有効だと思わない，2 あまり有効だと思

わない，3 どちらとも言えない，4 やや有

効だと思う，および 5とても有効だと思う，

の 5件法で回答を得た。信頼性については，

Cronbach の α 係数が .907，Spearman-Brown

の折半法による検討の結果が r = .850 であ

り，十分な信頼性が認められた。妥当性に

ついては，確認的因子分析の結果，GFI 
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=.967，AGFI = .928，CFI = .973，RMSEA 

= .088 でありモデル適合度は十分に採択の

基準を満たしていた。効力予期については，

「以下に示す活動を日常生活の中で気晴ら

しや趣味として，継続的に行なっていく自

信について，最も当てはまるものに丸印を

つけてください」という設問に対して，1

行いたいと思わない，2 全く自信がない，3 

あまり自信がない，4 どちらとも言えない，

5 やや自信がある，および 6 とても自信が

ある，の 6 件法により回答を得た。信頼性

については，Cronbach の α 係数が .886，

Spearman-Brown の折半法による検討の結

果が r = .831 であり，十分な信頼性が認め

られた。妥当性については，確認的因子分

析の結果，GFI =.958，AGFI = .912，CFI 

= .957，RMSEA = .100 でありモデル適合度

は十分に採択の基準を満たしていた。 

3）分析 

	 社会経済・人口統計学的変数について

は，単純集計をおこなった。 

	 社会経済・人口統計学的変数による

MHPB 評価尺度の合計得点の差異につい

ては，効果を検討する要因を除く社会経

済・人口統計学的変数を共変量とした共

分散分析をおこなった。要因の主効果が

認められた場合については，Bonferroni

の方法による多重比較検定をおこなった。 

 

社会経済・人口統計学的変数による

MHPB を構成する各行動の実施状況（非

実施・実施）の差異については，ロジス

ティック回帰分析により検討おこなった。

ロジスティック回帰分析の実施に際して

は，MHPB 評価尺度への回答をもとに「全

くおこなっていない」，あるいは「あまり

行っていない」と回答した者を非実施者，

および「ときどき行っている」，「しばし

ば行っている」，「よく行っている」を実

施者としてダミー変数へと変換した。共

分散分析と同様に，効果を検討する要因

n %
Gender 1800 50.00

Male 1800 50.00
Female

Age
20-29 600 16.67
30-39 600 16.67
40-49 600 16.67
50-59 600 16.67
60-69 600 16.67
70-79 600 16.67

Martial status
Yes 2114 58.72
No 1486 41.28

Parenting
Yes 1815 50.42
No 1785 49.58

Home nursing care
Yes 186 5.17
No 3414 94.83

Employment status
Non-regular employment 624 17.33
Permanent employment 1271 35.31
Self-employment 288 8.00
Not working or retirement 1155 32.08
Other 262 7.28

Working time
Within legal working hour (< 8 hour/day) 1758 48.83
Within Acceptable overtime working ( < 12 hour/day) 593 16.47
Over  the critical line for  death by overwork (>12 hour/day) 83 2.31
Not working or non response 1166 32.39

Satisfaction for working environment
Dissatisfied 486 13.50
Neither dissatisfied nor satisfied 1190 33.06
Satisfied 769 21.36
Not working or non response 1155 32.08

Company size
Small to medium 1571 43.64
Large 844 23.44
Not working or non response 1185 32.92

Table 1 Participants characteristics
n %

Income (Yen / year)
No income or no response 1357 37.69
~ ¥ 990,000 368 10.22
¥ 1,000,000 ~ 1,990,000 353 9.81
¥ 2,000,000 ~ 2,990,000 361 10.03
¥ 3,000,000 ~ 3,990,000 322 8.94
¥ 4,000,000 ~ 4,990,000 213 5.92
¥ 5,000,000 ~ 5,990,000 183 5.08
¥ 6,000,000 ~ 6,990,000 121 3.36
¥ 7,000,000 ~ 7,990,000 112 3.11
¥ 8,000,000 ~ 8,990,000 77 2.14
¥ 9,000,000 ~ 9,990,000 44 1.22
¥ 10,000,000 ~ 89 2.47

Business type
Agriculture, Forestry and Fisheries 14 0.39
Mining and quarrying 1 0.03
Manufacture 362 10.06
Essential utilities 27 0.75
Disposal of waste 2 0.06
Building industry 135 3.75
Wholesaling 239 6.64
Automobile business 14 0.39
Traffic business 98 2.72
Lodging and restaurant industry 67 1.86
Information communication technology 89 2.47
Finance and  insurance 81 2.25
Real estate industries 66 1.83
Science 101 2.81
Management support 28 0.78
Official affairs and national defense 96 2.67
Education 149 4.14
Health and hygiene 51 1.42
Art and entertainment 40 1.11
Other service 377 10.47
Employer 13 0.36
Exterritoriality 16 0.44
Other 349 9.69
No response 1185 32.92

Psychiatric consultation history
No 3354 93.17
Yes 246 6.83

Table 1 Participants characteristics (Continue)
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を除くその他の社会経済・人口統計学的

変数については，共変量とした。 

MHPB 実施状況予測における社会経済・

人口統計学的変数とセルフエフィカシー

の相対的な貢献度については，MHPB 評

価尺度合計得点を従属変数，社会経済・

人口統計学的変数，および SE（結果予

期・効力予期）を独立変数とするカテゴ

リカル回帰分析により，相対的な影響力

を推定した。有意確率は，†p <.10，*p <.05， 

および**p < .01 として表記した。  

	 分析には， IBM SPSS 24，および R 

version 3.4.3 をもちいた。 

（4）倫理的配慮 

	 本研究は，早稲田大学人を対象とする

研究に関する倫理審査委員会の承認を得

ておこなった（承認番号：2016-278）。 

 

M SE 95%CI F df f Post-hoc analysis 
Gender 18.83 0.15 [18.53, 19.13] 4.43* 1 0.03 a-b*

Male a 19.30 0.15 [19.00, 19.60]
Female b

Age
20-29 a 18.68 0.28 [18.13, 19.22] 23.20** 5 0.18 a-e*, f**

30-39 b 17.90 0.26 [17.38, 18.42] b-f**

40-49 c 17.75 0.26 [17.23, 18.26] c-e**, f**

50-59 d 18.46 0.26 [17.94, 18.98] d-e**, f**

60-69 e 20.01 0.27 [19.48, 20.53] e-f**

70-79 f 21.61 0.29 [21.04, 22.17]
Martial status

Yes 19.04 0.16 [18.73, 19.34] 0.06 1 0.00
No 19.11 0.19 [18.73, 19.48]

Parenting
Yes 19.00 0.17 [18.66, 19.33] 0.26 1 0.01
No 19.14 0.17 [18.80, 19.47]

Home nursing care
Yes 19.00 0.47 [18.08, 19.93] 0.02 1 0.00
No 19.07 0.11 [18.86, 19.28]

Employment status
Non-regular employment 18.89 0.28 [18.34, 19.43] 1.26 2 0.03
Permanent employment 18.94 0.19 [18.56, 19.31]
Self-employment 19.56 0.38 [18.82, 20.31]

Working time
Within legal working hour 19.02 0.15 [18.72, 19.31] 2.30 2 0.04
Within Acceptable overtime working 19.07 0.26 [18.55, 19.59]
Over  the critical line for  death by overwork 17.48 0.71 [16.08, 18.88]

Satisfaction for working environment
Dissatisfied a 17.85 0.29 [17.28, 18.41] 23.74** 2 0.14 a-b*, c**

Neither� dissatisfied nor satisfied b 18.67 0.18 [18.31, 19.02] b-c**

Satisfied c 20.22 0.23 [19.78, 20.67]
Company size

Small to medium 18.69 0.16 [18.38, 19.01] 9.20** 1 0.06
Large 19.57 0.23 [19.12, 20.01]

Income (year)
~ ¥ 990,000 a 18.39 0.35 [17.71, 19.07] 2.57** 10 0.11 b-k*

¥ 1,000,000 ~ 1,990,000 b 18.02 0.34 [17.35, 18.69]
¥ 2,000,000 ~ 2,990,000 c 18.85 0.33 [18.19, 19.50]
¥ 3,000,000 ~ 3,990,000 d 19.51 0.35 [18.83, 20.20]
¥ 4,000,000 ~ 4,990,000 e 19.58 0.43 [18.74. 20.41]
¥ 5,000,000 ~ 5,990,000 f 19.26 0.47 [18.35, 20.18]
¥ 6,000,000 ~ 6,990,000 g 19.57 0.58 [18.44, 20.70]
¥ 7,000,000 ~ 7,990,000 h 20.20 0.60 [19.01, 21.38]
¥ 8,000,000 ~ 8,990,000 i 20.23 0.72 [18.82, 21.65]
¥ 9,000,000 ~ 9,990,000 j 19.99 0.95 [18.12, 21.85]
¥ 10,000,000 ~ k 20.86 0.67 [19.54, 22.18]

Table 2 Deference of the MHPB score between demographic characteristics  
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Ｃ．研究結果 

1）回答者の属性 

	 回答者の属性を Table 1 に示す。本研

究では，回答が得られた 3,600 名すべて

のデータをもちいて分析をおこなった。 

2）回答者の属性による MHPB 評価尺度得

点の差異 

	 社会経済・人口統計学的変数による

MHPB 評価尺度の合計得点の差異につい

て検討した共分散分析の結果を Table 2

に示す。分析の結果，人口統計学的変数

については，性別，および年代，有意な

主効果が認められた。多重比較検定の結

果，女性，および年齢の高い回答者の実

施率が有意に高かった。また，社会経済

変数においては，就労満足度，会社規模，

収入において有意な主効果が認められた。

多重比較検定の結果，就労に満足してい

る回答者，大企業就労者，および高収入

者（年収 1000 万円以上）の対象者におい

て得点が高かった。 

3）回答者の属性による MHPB 評価尺度を

構成する行動の実施状況の差異 

ダミー変数に変換した MHPB 評価尺

度を構成する行動の実施状況を Table 3，

ロジスティック回帰分析の結果を Table 

4 に示す。MHPB1：身体活動については，

男性，高年齢，非育児，法定時間内労働，

就労満足，大企業就労，年収 700 万円以

上 の 回 答 者 が 多 く 実 施 し て い た 。

MHPB2：平日文化的活動については，女

性 ， 未 婚 者 の 実 施 率 が 高 か っ た 。

MHPB3：休日文化的活動については，

30-50 代の実施率が低く，女性，未婚，

就労満足，大企業就労，年収が 200 万円

以上の回答者が多く実施していた。さら

に，年収 300 万以上になると，100 万円

以下の回答者と比較して実施率は 2－3

倍となった。MHPB4：対人コミュニケー

ションについては，30-50 代，過労死ラ

イン以上労働者で低く，女性，70 代，就

労満足，大企業就労，年収 300 万円以上

の回答者の実施率が高かった。MHPB5：

積極的リラクセーション行動については，

過労死ライン以上労働で低く，60-70代，

就労満足，大企業就労者の実施率が高か

った。年収については，一貫した結果は

得られなかったものの，高所得者が有意

に実施していた。MHPB6：ボランティア

活 動 に つ い て は ， 30-

50 代の実施率が低く，70 代，自営業，過

労死ライン以下残業，就労満足，年収

1000 万円以上の回答者の実施率が高か

った。MHPB7：新規活動への興味と参加

については，40-70 代の実施率が低く， 

n %

MHPB1: Physical activity

No 1739 48

Yes 1861 52

MHPB2: Weekday cultural activities

No 1392 39

Yes 2208 61

MHPB3: Enriching activities during holidays

No 2039 57

Yes 1561 43

MHPB4: Interpersonal communication

No 1716 48

Yes 1884 52

MHPB5: Relaxation activities

No 1383 38

Yes 2217 62

MHPB6: Volunteer activities

No 2553 71

Yes 1047 29

MHPB7: Interest and participation in new activities

No 2654 74

Yes 946 26

MHPB8: Group affiliation

No 2660 74

Yes 940 26

Table 3 Practice of the MHPBs
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β SE df F R2

Gender 0.07** 0.02 1 14.17 0.443**

Age 0.07** 0.02 5 15.15
Martial status 0.01 0.01 1 1.07
Parenting 0.00 0.01 1 0.04
Home nursing care 0.01 0.01 1 0.47
Employment status 0.04** 0.02 4 4.49
Working time 0.02 0.05 3 0.15
Satisfaction for working environment 0.04 0.04 3 0.98
Company size 0.19** 0.02 2 148.29
Income (year) 0.09** 0.03 4 9.25
Type of job 0.17** 0.04 23 20.90
Psychiatric consultation history 0.01 0.01 1 0.61
SE: Outcome expectation 0.23** 0.03 12 61.63
SE: Efficacy expectation 0.53** 0.04 16 227.24

Table 5 The relative contribution to predict engage MHPB by bio-psycho-social variables

就労満足，大企業就労者の実施率が高か

った。MHPB8：集団への所属については，

30-50 代，過労死ライン以上労働者の実

施率が低く，70 代，および就労満足者の

実施率が高かった。年収については，一

貫した結果が得られなかったものの，

400-500 万円の回答者の実施率が高かっ

た。  

4）MHPB 実施状況の予測における社会経

済・人口統計学的変数と SE の相対的な貢

献度 

	 カテゴリカル回帰分析の結果を Table 

5 に示す。分析の結果，性別，年代，就

労状況，企業規模，収入，職種，結果予 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期，および効力予期に有意な影響力が確

認された。最も高い影響力を有していた

のは，効力予期であり，ついで結果予期，

企業規模，および職種からの影響が高か

った。  

 

Ｄ．考察 

本研究では，（a）社会経済・人口統計

学的変数による MHPB 実施状況の差異

について検討すること，および（b）MHPB

実施状況の予測における社会経済・人口

統計学的変数と SE の相対的な貢献度に

ついて検討することを目的とした。分析

の結果，社会経済・人口統計学的変数によ

る MHPB 評価尺度の総合得点，および行動

の実施状況に差異が確認された。 

人口統計学的な変数による差異につい

ては，MHPB 評価尺度の得点，および行動

の実施状況ともに，高年齢者の実施可能性

が高く，近年メンタルヘルス問題において

ハイリスク層とされている若年層や中年

者は，MHPB 評価尺度に示されているよう

な行動を満足に実施できていない可能性

が示唆された。したがって，このような若

年層における心の健康増進の実施の困難

さが，我が国の抱える深刻な健康問題であ

る自殺や過労死の一要因である可能性が

高いと言える。 

社会経済変数については，身体活動，休

日文化的活動，対人コミュニケーション，

積極的リラクセーション行動において多

くの関連性が認められ，MHPB の実施が，
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就労環境が整い，収入の良い大手企業に勤

めている社会経済的に優位な者中心にな

ってしまっている可能性が高いと考えら

れる。本研究の結果から，社会経済状況は，

心の健康増進に貢献する活動の実施にお

いて大きな決定因子となっており，社会経

済的弱者に向けた支援の充実は，社会的な

課題であるといえる。 

一方，読書や音楽鑑賞のような平日文化

的活動については，社会経済・人口統計学

的な変数による差異がほとんど確認され

ず，広く普及可能な心の健康増進の方略で

あると推察される。 

社会経済・人口統計学的変数とセルフ

エフィカシーの MHPB 実施状況予測に

おける相対的な貢献度について検討をお

こなった結果，最も影響力が高かったの

は，SE の 2 項目であった。本研究は横断

的な研究であるため，因果関係について

は十分に言及することができないものの，

MHPB の実施に対する SE を高めること

は，変容が困難な社会経済・人口統計学

的変数を操作するよりも行動変容に対し

て影響を有する可能性が確認された。一

方で，性別，年代，就労状況，企業規模，

収入，職種については，MHPB 実施の決

定因子の一つである可能性が高いことか

ら，セグメント化（Kreuter & Wray, 
2003）の手法を用いて，各水準に合わせ
て実行可能性の高い行動や伝達の方法を

考慮した上で，MHPB の普及を図る必要

がある。	  

 

Ｅ．結論 

	 本研究の結果，心の健康格差が生じる

前段階においては，活力を高め，心の健

康増進に貢献する行動である MHPB の

実施に格差が生じている可能性が明らか

になった。さらに，MHPB の実施におい

て，結果予期，および効力予期という SE

の影響力が高いことが明らかになった。

今後は，特に社会経済的弱者においても，

実行可能性が高く，有益だと認知され，

心の健康増進をおこなう意思決定を支援

するために，対象者の属性にセグメント

化した心の健康増進に関する情報提供が

必要である。  
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研究要旨：人々のメンタルヘルス不調は，現在広く蔓延しており，社会において重

大な機能障害の原因となっている。メンタルヘルス不調は，種類が異なる症候群が

存在するというよりも，むしろ連続体とみなすことができ，深度によって疾患へと

発展する。そのため，亜臨床の段階で対処することが重篤な症状を予防することに

つながる。これらの亜臨床段階の症状は，自助方略によって対処できることが証明

されており，しかしどの自助方略が役立ち，また実践できる可能性が高いのかは十

分に明らかになっていない。本研究では，メンタルヘルス問題の予防に果たす自助

方略の効果を検討するために，まずは自助方略に関わる従来の研究を概観し，その

後，パイロット研究として，勤労者を対象とした自助方略介入の効果を調べる。  

	 本研究では，まず「Ⅰ .文献研究」として，欧米を中心とする従来の研究からメン

タルヘルス問題に関わる自助方略の役割を解説する。その内容としては，（1） 予防

が必要なターゲット，（2）メンタルヘルス問題における予防措置としての自助方略

の役割，および（3）自助方略の内容（役立ち度と実践可能性，予防と管理を目的と

した自助方略），である。つづいて，勤労者が実施している自助方略の調査・介入と

して「Ⅱ .調査・介入研究」をおこない，（1）勤労者のメンタルヘルス調査，そして

その後に（2）自助方略介入の効果，についての結果を示す。 後に，メンタルヘル

ス不調における予防措置としての自助方略の役割について，そして効果的な自助方

略がリストとして示された場合の利用方法について述べる。  
 

Ａ．研究目的 

	 近年，精神障害などに起因する労災請

求件数や認定件数は大きく増加しており，

自殺を含め，心の病による休職・離職の

増加は大きな社会問題となっている（厚

生労働省 , 2018）。特に，若年層の労災請
求件数，また自殺数は増加の一途をたど
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っている。  
	 わが国に限らず先進諸国においては，

メンタルヘルス不調に陥った人たちに対

して，専門家による治療・再発防止がお

こなわれている。しかし，現在，専門家

やサービス施設の数も限られ，増え続け

るメンタルヘルス不調者に十分対応でき

ているとは言えない。また，精神疾患と

して診断されるような重篤な症状を抱え

ている人たちの間でも，専門家や専門施

設に受診している人の数は限られており，

まして診断基準に満たない亜臨床症状を

呈する人は他者に援助を求める傾向はき

わめて低い。そのため，専門家や専門施

設の数を増加させ，援助を求めやすくす

るアクセス支援に加えて，効果的なポピ

ュレーション・アプローチなど，一歩先

をいく予防の対策を充実させる必要があ

る。  

	 本研究では，メンタルヘルス不調の予

防を目的に，人々が自身で実施できる自

助方略（self-help strategy: Jorm, 2012）に

焦点を絞って研究をおこなう。本研究は，

（1）文献研究「メンタルヘルス問題の予

防に果たす自助方略に関する従来の研究」

と（2）調査・介入研究（メンタルヘルス

問題の予防を目的とした自助方略介入）

の 2 部から構成されている。文献研究の

目的は，亜臨床段階のメンタルヘルス不

調者を対象とした自助方略の内容を解説

することであり，一方，調査・介入研究

の目的は，亜臨床，または一般的な勤労

者を対象に自助方略を用いたパイロット

介入の効果を検証することである。 

 

Ⅰ. 文献研究：自助方略に関する 

従来の研究 

Ⅰ-B. 研究方法  

	 文献研究では，欧米におけるメンタル

ヘルス問題の予防に果たす自助方略につ

いての研究を概観し，（1）予防が必要な

ターゲット，（２）メンタルヘルス問題の

予防に果たす自助方略の役割，（3）自助

方略の内容（専門家のコンセンサスによ

る「役立ち度」と「実践可能性」の検証，

「予防」および「管理」を目的とした自

助方略の検証，自助方略を用いた介入，

心理的ディストレスの程度に応じた自助

方略），に分けて解説をおこなった。 

 

Ⅰ-C. 結果 

1. 予防が必要なターゲット 

	 Donovan, Henley, Jalleh, Silburn, 

Zubrick, & Williams（2006）は，メンタル

ヘルスの不調を人々の生活や生産性を妨

害する認知的，情動的，行動的な精神疾

患の連続体とし，程度によってメンタル

ヘルス問題（mental health problems）と

精神疾患（mental disorders）に分けてい

る。特に，抑うつ障害は，それぞれ診断

された病名が別々の症候群を呈している

というよりはむしろ，全体として流動的

な連続体として成り立っている（Cuijpers, 

de Graaf, & van Dorsselaer, 2004; Morgan 

& Jorm, 2009）。Donovan et al.が述べてい

るメンタルヘルス問題とは，症状が深刻

でなく，期間も短い状態で精神疾患とは

区別される。同様に，診断基準（例えば，

DSM）を満たすには不十分であるものの，

診断基準で記述される症状の前段階は閾

値下（sub-threshold），あるいは亜臨床的

（sub-clinical）と表現されている（Sadek 

& Bona, 2000）。「何となく落ち込む」，「や

る気が起きない」などメンタルヘルス問

題，あるいは閾値下・亜臨床的な心身症

状はいまや誰もが抱えており，この段階

では誰もメンタルヘルスの専門施設や専

門家に援助を求めることはない。 
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	 閾値下・亜臨床的な症状を呈するメン

タルヘルス不調が蔓延していることは，

我が国でも報告されている。例えば，労

働政策研究・研修機構（労働政策研究・

研修機構 , 2016）が実施した「第 2 回日

本人の就業実態に関する総合調査」によ

れば，過去 3 年間に「落ち込んだり，や

る気が起きないなどのメンタルヘルス上

の不調」を感じたことがあると回答した

人は 25.7%にのぼっている。また，その

うちの 76.5%は「通院治療なしでも日常

生活を送ることができる状態」と回答し

ている。これらの回答者は，重篤なメン

タルヘルス不調（精神疾患）であるとは

言えないものの，それらの予備群とみな

すことができ，現在の状態が継続すれば

重篤なメンタルヘルス不調に発展する可

能性がきわめて高い（ Cuijpers et al., 

2004; Cuijpers & Smit, 2004）。この層の人

たちは，専門機関や専門家の援助を求め

ようとはせず，しかし仕事や社会活動に

おいて機能的な障害を抱え続けている。 

	 Jorm & Griffiths （2005）は，抑うつと

不安による社会経済的な負担の緩和は，

全人口規模で見れば，これら閾値下・亜

臨床的な症状を抱える人たちの症状の改

善によるところがきわめて大きいと主張

している。その理由として，うつ病や不

安障害の患者に対して治療や療法を提供

できる専門機関や専門家の数は限られて

おり，今後も患者が増え続けていくこと

を想定すれば，閾値下・亜臨床的症状の

段階で早期に介入し，改善を求めること

が重要である。そのため，メンタルヘル

ス不調など些細な初期症状を精神疾患へ

の前駆症状ととらえ，早い段階で自ら対

処できる方略を学び，日常生活でそれら

の方略実施を習慣化，すなわち行動変容

をおこなうことが予防に役立つと考えら

れる。  

	 本稿では，抑うつと不安の両者を区別

しないでメンタルヘルス不調の症状改善

に焦点を絞って議論をおこなう。その理

由として，精神医学，また診断基準によ

れば，種々のタイプのうつ病や不安障害

を区別しているが，多くの場合，両者の

症状は重複している（ Jorm & Griffiths, 

2005）ためである。 

2. メンタルヘルス問題の予防に果たす

自助方略の役割 

	 本稿で話題とする自助方略とは，人が

精神疾患，またメンタルヘルス問題に対

処，または症状を緩和するためにおこな

う，自身による活動のことである（Jorm, 

2012）。個人が自分の意思で実践する自助

方略とは，例えば信頼できる友人や家族

に気持ちを伝える，週末に外出する，音

楽を聴く，散歩する，というように，自

身で実施できる方略である。 

	 Jorm & Griffiths（2005）は，メンタル

ヘルス問題を抱える多くの人々が存在し，

しかし彼らが専門的な治療を受けていな

い現状において，段階的なケア・モデル

（Stepped-Care Model）の原則に従った方

策を提唱している。例えば，精神疾患と

いう診断を受けていない閾値下・亜臨床

的なメンタルヘルスの不調を抱える対象

者には，初期介入として，非公式で単純

な自助方略の実施を推奨し，必要になれ

ば，さらにカウンセリングなど専門的な

介入につなげていくことを提唱している。

Morgan & Jorm（2009）もまた，不安障害

における自助方略の研究を対象に，それ

らの効果をレビューし，自助方略が段階

的なケア・モデルにおける 小限の治療

の役割を果たし，完全な障害に発展する
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ことを防ぐのに有効であると述べている。 

	 Jorm & Griffiths（2005）は，閾値下・

亜臨床的なメンタルヘルスの不調を抱え

る人たちに対して，非公式の自助方略を

勧める理由を以下の 6 点で説明している。

それらは，（1）彼らがメンタルヘルス問

題を抱えていても専門的処置を受けよう

としないのは，自分自身で問題を解決で

きると信じているためであり，そのため

に自助方略の実施は彼らのニーズに合致

する，（2）メンタルヘルス問題の中心的

症状である不安や抑うつ気分は，様々な

行動実践に対するセルフエフィカシーを

低下させ，自助方略の遂行は不安や抑う

つを抱える人たちのセルフエフィカシー

を増加させることができる，（3）メンタ

ルヘルス問題は，他の身体疾患と比べて，

スティグマがきわめて大きく，そのこと

が専門家に援助を求める妨害要因となっ

ているために，自身で実践できる自助方

略は他者の目を意識する必要がない，（4）

不安と抑うつに関係する症状，例えば内

向的になったり，社会不安を抱えるため

に，それら自体が専門的援助を受けるこ

とへの障壁となる。その場合，自助方略

の実施は専門的援助に頼る必要がない，

（5）うつ病など精神疾患に課される定型

の治療として，例えば認知行動療法など

には利便性やコスト面で課題があり，自

助方略の実践にはそれらの制限がない，

および（6）従来のメンタルヘルス・サー

ビスの中に自助方略を組み込むことで効

果をさらに強化できる，からである。 

	 これら自助方略には，専門家から指示

さ れ て お こ な う 誘 導 的 な 自 助 方 略

（guided self-help strategies）と専門家の

指 示 に よ ら な い 非 公 式 の 自 助 方 略

（ informal self-help strategies）がある。

時には，心理療法（例えば認知行動療法

で提供される指導書やウェブサイト）の

一部として，専門家のガイダンスのもと

でおこなわれる自助方略もあるが，非公

式でも専門的なガイダンスなしに実施さ

れている。	  

	 これら非公式の自助方略は，人々にと

って，専門的な治療やガイダンスよりも

肯定的に捉えられており，一般にはビタ

ミン摂取，身体活動の実施，外出頻度の

増加，特定の食事摂取，各種リラクセー

ション，ヨガなど，精神医療の代替療法

として多岐に渡っている。しかし，自助

方略には，実際に役立つものもあれば，

例えば過度な飲酒や人との接触を避ける

というように，かえって有害となる内容

も含まれており，症状を悪化させること

にもつながるためにエビデンスに基づい

た自助方略の推奨が必要とされている。 

3. 自助方略の内容 

	 Jorm, Christensen, Griffiths, & Rodgers

（2002）は，抑うつにおける補完的・自

助的治療のシステマティック・レビュー

をおこなった。その後， Jorm, Griffiths, 

Christensen, Parslow, & Rogers（2004）は，

心理的ディストレスの水準によって，実

施される自助方略が異なるか否かを

6,618 名のオーストラリア人を対象に郵

送調査で調べた。Jorm et al. （2002）は，

彼らが先におこなったシステマティッ

ク・レビューの結果を基に抽出された自

助方略について主成分分析を用いて内容

を分類し，その結果を質問調査として使

用した。それら自助方略のカテゴリーと

しては，(1)毎日おこなっている活動（ペ

ットとの交流，楽しめる活動，チョコレ

ート摂取，運動，家族や友人との交流，

音楽），（2）補完療法（芳香療法，マッサ
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ージ，瞑想，リラクセーション，ヨガ），

（3）非処方せん薬（鎮痛剤，健康食品，

魚オイル，アルコール，ビタミン），（4）

食事変容（カフィエインの除去，糖分や

アルコールの制限），および（5）専門的

援助（抗うつ剤，カウンセリング，カウ

ンセラーまたは臨床心理士，一般開業医），

であった。  

	 抑うつ症状の程度に応じて自助方略の

内容が異なるか否かを調べた研究も見ら

れる。Morgan & Jorm（2008）は，従来の

抑うつ障害，または抑うつ症状にかかわ

る自助介入について調べた従来の無作為

化統制試行研究をレビューした。それら

の研究対象は，抑うつ障害の患者，高レ

ベルの抑うつ症状を抱える人たち，およ

びうつ病の診断を受けることはないもの

の抑うつ気分を抱える人たちがそれぞれ

おこなっている内容に分けられた。その

結果，抑うつ障害者を対象に症状緩和の

ために も効果が見られた方略は，S-ア

デノシルメチオニン摂取，オトギリソウ

摂取，読書療法，コンピュータによる介

入，気晴らし，リラクセーション訓練，

運動，楽しみの活動，日光暴露療法であ

った。一方，亜臨床サンプルの研究では，

気晴らし，運動，ユーモア，音楽，空気

イオン化，歌唱によって抑うつ気分にす

ぐさまの改善効果をもたらした。 

	 自助方略の内容を意図的に分類して，

それらの実施頻度を調べた研究も見られ

る。Shepardson, Tapio, Funderburk（2017）

は，不安症状を抱える退役軍人を対象に，

彼らが実施している自助方略を電話によ

って調べた。その際，彼らは，自助方略

をあらかじめ行動形態にそって分類した。

それらは，（１）セルフケア（運動，リラ

クセーション，睡眠，食事など），（２）

認知的方略（考えの修正，宗教 /スピリチ

ャリティなど），（３）回避（孤立化，薬

物摂取，わざと忙しくするなど），（４）

接触（友人 /家族，地域，ペット，社会化），

（５）楽しい活動（アウトドア・インド

ア活動，メディア，音楽など），（６）達

成（家事，活動的など），および（７）そ

の他，の 7 タイプであり，これらのカテ

ゴリーに応じて実践の割合を算出してい

る。  

	 以上のように，様々な内容の自助方略

が見られるものの，どの方略が症状緩和

に有効であるかを厳密に調べた研究は必

ずしも多くない。そのため，さらにエビ

デンスを積み上げる必要がある。以下で

は，限られた研究の中でも，自助方略の

効果を調べた研究として，①専門家のコ

ンセンサスによる「役立ち度」と「実践

可能性」の検証，②「予防」および「管

理」を目的とした自助方略の検証，③自

助方略を用いた介入，および④心理的デ

ィストレスの程度に応じた自助方略，に

分けて研究内容を紹介する。 

（1）専門家のコンセンサスによる「役立

ち度」と「実践可能性」の検証 

	 Morgan & Jorm（2009）は，あらかじ

め効果を判断することなしに，様々な文

献や資料から抑うつ症状の緩和に効果が

あるとされる自助方略を収集し，過去に

うつ病を経験した人たちと研究・治療の

専門家の 2 つのパネル（審議会）参加者

に対して，デルファイ法を用いて自助方

略の「役立ち度（helpfulness）」と「実行

可能性（feasibility）」について調査した。

デルファイ法とは，主に専門家の持つ予

測能力を客観化して活用する方法論で，

複数のパネルに対して，同様の質問につ

いて反復調査することによって意見の集 
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約をおこなう調査方法である（大滝・瀬

畠・藤崎 , 2001）。この過程を通じて，参

加メンバーは他のメンバーの意見を参考

にしつつ，意見の収れんをおこない，パ

ネルそれぞれの，また全体のコンセンサ

スを得ようとする（Jone & Hunter, 1995）。

Morgan & Jorm（2009）は，彼らの調査の

結果，過去にうつ病を経験した人たちの

パネルと専門家のパネルが，症状の緩和

のために「役立つ」と是認した 48 の方略

を示した。Table 1 は，両パネルにおいて

少なくとも 80%まで症状の緩和に役立つ

と是認された方略であり，その中でも特

に実行可能性が高いと判断された内容を

示している。  

	 Morgan, Chittleborough, & Jorm（2016）

は，先におこなった抑うつについての調

査と同様に，不安障害についてもデルフ

ァイ法を用いて調査をおこなった。彼ら

は，不安障害について，その症状を緩和

することに役立ち，しかも実行可能性が

高い自助方略として，（1）分析方略（不

安にさせる状況，きっかけ，パターン，

および反応を明らかにするなど），（2）行

動的方略（運動や身体活動をおこなうな

ど），（3）認知的変容（心配事が現実的に

解決することができる問題かどうか自答

するなど），（4）補完的方略（ヨガ），対

処方略（不安になった時の解消法など）， 

（5）食習慣の改善（規則的な食事摂取），

（6）対人方略（友人，家族，他者へのサ

ポート希求など），（7）ライフスタイル（自

然と接するなど）， および（8）身体の緊

張緩和（趣味の追求など），（9）薬物制限

（アルコール，違法薬物の使用制限など），

などを挙げた。  

	 青年期に焦点を絞った自助方略の検討

も見られる。Cairns, Yap, Reavley, & Jorm 

（2015）は，青少年期がうつ病発症の好

発年齢であることから，自身で危険レベ

ルを低減するために何ができるか，すな

わち青少年期のうつ病における自助予防

方略についてデルファイ法を用いて，専

門家からコンセンサスを得た。彼らは，

まず青少年対象の文献探索をおこない，

194 の推奨内容を収集した。その後，国

際的な研究・実践をおこなってきた専門

家のパネルとうつ病予防の運動活動家の

パネルが，合計 3 回の質問調査ラウンド

を実施し，それぞれの推奨内容について

予防的重要度（役立ち度に相当）と青少

年による実践可能性について評価をおこ

なった。その結果，両パネルで 80%以上，

うつ病に移行するリスクを低減すると是

認された方略が 145 項目見つかった。是

認された方略には，（1）メンタルフィッ

トネス（レジリエンスの強化），（2）個人

のアイデンティティ強化，（3）ライフス

キル，（4）健康的な人間関係の構築，（5）

健康的なライフスタイル，および（6）レ

クリェーション・レジャー，についての

メッセージが含まれていた。それらの中

でも，青少年にとって実践が困難と評価

された方略は，認知行動療法やポジティ

ブ心理学の要素である高度な対人関係ス 
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キル，また規範的な行動から逸脱するこ

とを要求する方略（薬物使用，セックス

活動など）であった。逆に，青少年にと

って実践が容易と評価された方略は，楽

しい活動をおこなう時間を作る，身体的

健康に気をつける，社会的な繋がりを持

つ，など，内容が単純で，しかも青年期

のライフスタイルに関係する実践であり，

それらは青少年にとって努力することな

しに毎日の生活に組み込める内容であっ

た。  

（2）「予防」および「管理」を目的とし

た自助方略の検証 

	 男性に限定して，抑うつの「予防」と

「管理」に目的を分けた自助方略に着目

した研究も見られる。一般に，女性は，

男性と比べて，抑うつ経験が多いことが

知られている。しかし一方で，オースト

ラリアにおいては，男性の方が女性より

も薬物使用や自殺リスクが高いことが報

告されている。Fogarty, Proudfoot, Whittle, 

Player, Christensen, Hadzi-Pavlovicac, & 

Wilhelm（2015）は，男性の抑うつが「男

らしさ」によって援助希求を阻む障壁と

なっており，男性に限って，抑うつ対処 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に影響する自助方略の内容を調べる必要

性を訴えた。彼らは，168 名の男性を対

象に，21 のフォーカスグループ・インタ

ビューと詳細なインタビューを 24 名に

実施し，男性がおこなっているポジティ

ブな自助方略として 26 の方略を明らか

にした。	 	 	  

	 Proudfoot, Fogarty, McTigue, Nathan, 

Whittle, Christensen, Player, Hadzi- 

Pavlovic, & Whihelm（2015）は，その後，

Fogarty et al.が抽出した 26 のポジティブ

自助方略について，18 歳から 74 歳の男

性 465 名を対象にして，抑うつの「予防」

と「管理」に分けて使用頻度を調べ，抑

うつリスク，抑うつ症状，および人口統

計学的要因との関係を検討している。こ

の研究において，「予防方略」とは，「自

分自身で OK である（大丈夫）と感じ続

けることができる，あるいは日々精神状

態を安定させるために使用する方略」と

定義され，一方，「管理方略」とは，「気

分がフラット，あるいはそれ以下で，冷

静でいる時間にとどまるための方略」と

定義された。Table 2 は，抑うつに対する

「予防方略」について使用頻度の順にラ
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ンクづけされた内容であり，一方，Table 

3 は同様に「管理方略」について示して

いる。  

	 抑うつの「予防」に関して使用頻度の

上位にあがった方略は，自身を多忙な状

態に置いておくこと，健康的な食事，運

動，ユーモアなどの積極的な行動が，一

方，「管理方略」において使用頻度が多い

方略は，いくらかの休みをとること，自

己報酬，自身で多忙さを続けること，運

動，およびペットと時間を過ごすこと，

であった。セルフケアの定期的使用が多

く，達成を基にした認知的方略（達成感）

をおこなっていると抑うつリスク（Male 

Depression Risk Scale の得点）が低くなり，

一方，認知的方略を定期的におこなって

い る と 抑 う つ 症 状 (Patient Health 

Questionnaire の得点 )の得点が低くなる

ことがわかった。  

	 以上のように，これらの研究では，男

性に限定はしているものの，抑うつ改善

のための自助方略について，「生じさせな

いようにする」という予防目的と「制御

し続ける」という管理目的に分けて調べ

ていることが興味深い。 

（3）自助方略を用いた介入 

	 実際に自助方略の実践を推奨し，メン

タルヘルス不調の症状緩和に役立つか否

かを確かめた介入研究も見られる。まず，

閾値下・亜臨床的なメンタルヘルス不調

を抱えている人々ではなく，うつ病の治

療の一部として自助方略を推奨している

研究がある。 Garcia-Toro, Ibarra, Gili, 

Serrano, Olivan, Vicens, & Roca（2012）は，

うつ病の通院患者に対して，具体的な自

助方略介入としてライフスタイル変容

（睡眠の促進，ウオーキング，日光の暴

露，健康的な食事）について詳しく内容

を説明する手紙を提供し，推奨文を受け

取った患者では抑うつ症状が有意に改善

したことを報告している。 
	 Morgan, Jorm, & Mackinnon（2011），お

よび Morgan, Jorm, & Mackinnon（2012）

は，彼らが Mood Memo と名付けた e メ

ール配信の効果を検討した。彼女らは，

インターネットを通じて参加者を募集し，

9 項目の Patient Health Questionnaire を用

いて抑うつ症状をスクリーニングし，2

週間以上ほとんど毎日 2〜4 症状を経験

している者 1,326 名を閾値下・亜臨床的

なメンタル不調者と判定し，彼らを対象

に，自助方略の実践を促す自動化 e メー

ルを送付した。これらの e メールは，6

週間にわたって，週 2 回送信され，効果

検証として，自助行動の実践頻度を変化

させるか，また抑うつの程度を改善する

のに役立つのかを評価した。彼女らは，

提示する自助方略として，専門家から「役

立ち度」と「実践可能性」が高いとコン

センサスが得られた内容（表 1：Morgan & 

Jorm, 2009）の中から上位 14方略を選び，

e メールによる自助方略介入群と知識伝

達の統制群に分けた無作為化試験を実施

した。その結果，自助方略の推奨群は，

開始時から介入終了時にかけて抑うつ症

状を低下させた。  

	 Morgan, Mackinnon, & Jorm（2013）は，

募集した人たちを，スクリーニング・テ

スト（9項目の Patient Health Questionnaire）

によって閾値下の症状を持つ人たち，お

よび大うつ病と判定された人たちの 2 つ

の下位群に分け，Mood Memo による同様

の研究をおこなっている。その結果，閾

値下の症状をもつと判定された群も大う

つ病と判定された群も自助方略を推奨す

る e メールによって症状を改善させた。
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両研究とも自助方略にかかわる e メール

は，リーフレット形式で構成されており，

内容には方略の説得度を高める技法と行

動変容に導く可能性を高める技法を含ま

せ，さらに理論的根拠，実践のヒント，

妨害要因の解決法，方略を遂行するため

の目標設定方法，前回の方略についての

リマインダーが掲載されていた。ただ，

Mood Memos 研究は，14 の自助方略が一

つずつ順番に配信されているにすぎず，

対象者の特徴や好みに合致した内容やど

の順番が効果的なのかを検討する必要が

ある。  

	 後に，Morgan et al.（2013）は，介入

内の論理的説明として，介入によって自

助方略の実践頻度が高まり，その実践に

よって症状改善に影響を与えたのか否か

という因果関係を調べている。Morgan et 

al.（2013）は，Mood Memo で推奨した自

助方略の実践頻度がうつ症状の緩和の媒

介変数となっているかを調べるために媒

介分析を実施した。その結果，自助方略

の実践頻度が高まれば抑うつ症状が緩和

しやすいことを確認し，14 の自助方略の

中でも特に「毎日少なくとも短時間自宅

から外出するのを確実にする」および「達

成したという感覚の持てる活動を実践す

る」の効果が高いことを示した。 

 

Ⅰ-C. 考察 

	 欧米において，亜臨床・閾値下症状の

緩和を目的にした自助方略の奨励は 20

世紀初頭からおこなわれてきたものの，

我が国においてはあまり注目がなされて

こなかった。その理由としては，我が国

においてメンタルヘルス不調に関する予

防やプロモーションの観点がやや希薄で

あったことが考えられる。今後は，メン

タルヘルス不調者の数が増え続ける我が

国においても，自助方略を用いた積極的

な介入やプロモーション活動が必要とさ

れている。  

	 対象者に合致した自助方略の奨励も考

えられる。Jorm et al.（2002）は，メンタ

ルヘルス問題・疾患への対応として，活

動重複波（overlapping waves of action：以

後 OWAと略す）モデルを提唱している。

このモデルによれば， 初の活動の波は，

すぐに利用でき，すでに実践中であるか

もしれない自助方略の使用であった。こ

の活動の波は，マイルドな心理的ディス

トレスの状態で増加し，その重篤度が増

せば実施頻度が減少していく。2 番目の

活動の波は，いままで実施がなく，心理

的ディストレスに対処するために新しく

始める自助方略を含んでいる。この活動

の波は，中程度の心理的ディストレスで

ピークを迎え，その後に下降する。3 番

目の活動の波は，専門的な援助希求を含

み，心理的ディストレスの重篤度に伴っ

て増加し続ける。これらは，個々人の傾

向ではなく，全体の一般的傾向を示して

いる。  

	 OWA モデルの適用は，予防の 3 形態

（Gordon, 1983），すなわち全体的予防介

入（universal prevention intervention：全

人口をターゲットにした戦略），選択的予

防介入（selective prevention intervention：

リスクに暴露されていると考えられる下

位集団をターゲットとした戦略），および

指示的予防介入（ indicated prevention 

intervention：症状を呈する人びとをター

ゲットとした戦略）への介入と一致する

かもしれない。全体的予防介入では，リ

スクの有無，また高低にかかわらず介入

をおこなうために，リスクがない，また
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低いレベルの対象者に対しては第一の波

に相当する自助方略を推奨できる。その

内容は，特別に始める新規な方略よりも

むしろ，すでに日常生活でおこなってき

た方略に焦点を絞って推奨することであ

り，意識的に従来のライフスタイルや活

動を維持するように務めさせることであ

る。選択的予防介入では，リスクが高い

人たちを対象にしているために，第 2 の

波を推奨することに相当し，新しい自助

方略として，わずかな挑戦や人との接触

を推奨できる。 後に，指示的予防介入

では，主に専門家や専門施設への接触を

容易にするように情報を提供することで

ある。今後は，効果が確認された自助方

略の推奨と合わせ，ターゲットに合わせ

た推奨内容を決めていく必要がある。 

 

Ⅱ. 調査・介入研究：メンタルヘルス問

題の予防を目的とした自助方略介入 

（パイロット研究） 

	 本調査・介入研究では，上記の文献を

参考にして，自助方略を用いたパイロッ

ト研究をおこなった。それらは，（１）調

査研究（メンタルヘルスの状況および自

助方略の調査），につづいて，（2）介入研

究，である。以下，2 つの研究について

解説をおこなう。  

1.調査研究：メンタルヘルス予防に関す

る就労者の自助方略調査 

1）対象者 

本研究における調査対象者は，男女就

労者（パート・アルバイトを含む）87 名

であった。  

2）手続き 

	 本調査は，平成 30 年 10 月下旬から 11

月上旬にかけて実施した。調査用紙は，

就労者の知人や友人，親戚を介して質問

紙を手渡し，仕事場において配布を依頼

した。調査方法としては，知人や友人，

親戚が質問紙を回収し，その後，著者が

回収するという留置法を採用した。また，

倫理的配慮としては，調査用紙の冒頭に

調査の概要および個人情報の取り扱いに

関する説明を記載し，対象者の同意のも

と調査を実施した。 

3）調査内容 

①基本情報 

基本情報としては，氏名，年齢，性別，

職業，職種，メールアドレスについての

記入を求めた。なお，氏名とメールアド

レスを尋ねたのは，本調査につづいてお

こなう介入研究のデータを対応させるた

めであった。  

②ストレス自覚症状 

調査対象者には，仕事で感じるストレ

スによって生じる自覚症状について回答

を求めた。本調査に先立って，従来から

確認されているストレスの自覚症状を専

門家（教員 2 名および大学院生 3 名）と

協議し，以下の３症状カテゴリーに分類

した。それらは，１）心理的症状（イラ

イラ，しんどさ，落ち込み，腹立ち，無

気力），２）身体的症状（動悸，だるさ，

冷汗，腹痛，頭痛，めまい，息切れ），お

よび３）社会的症状（喧嘩，言い争い，

怒鳴り，無視，暴力，あたり散らし）で

あった。調査にあたっては，該当する内

容を複数回答させ，特に頻度や強度が大

きな内容については◎印をつけさせた。

選択肢以外の症状がある場合は，「その他」

の欄に具体的な症状を記述させた。また，

自覚症状がない場合には，「自覚症状がな

い」という選択肢で回答させた。 

③自由記述「仕事上のストレスを軽減さ

せる目的でおこなっている活動」 
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調査対象者には，現在， 仕事上のスト

レスを軽減させるためにおこなっている

何らかの活動があるか否かを「はい」，お

よび「いいえ」の２件法で回答を求めた。 

「はい」と回答した者には，具体的に，

その活動の内容，活動頻度，１回あたり

の活動時間を自由記述によって回答させ

た。また，その活動をおこなうことによ

って，仕事上のストレスが軽減できてい

ると自覚が存在するのか否かについて，

「ある」，「少しある」，「あまりない」，お

よび「ない」までの４件法で回答を求め

た。  

	 「いいえ」と回答した者には，その活

動をおこなっていない理由を自由記述で

回答させた。また，今後ストレスを解消

するために，自らおこなおうと考えてい

る活動についても自由に記述させた。 

 

Ⅱ-1-C. 結果 

1. 回答者の基本情報 

	 回答者の性別は，男性が 45 名（51.7％），

女性が 42 名（48.3％）で，年齢は 22-66

歳，平均年齢は 40.0 歳（SD=11.48）であ

った。  

  回答者の職業および職種を，Table 4 に

まとめた。回答者の職業は，会社員・役

員が も多く，46 名（52.9％）であった。

ついでパート・アルバイトが 18 名

（ 20.7％），そして大学職員が 16 名

（18.4％）であった。回答者の職種は，

事務職が も多く，36 名（41.4％）であ

った。ついで倉庫軽作業が 18 名（20.7％），

そして営業が 15 名（17.2％）であった。 

2. ストレス自覚症状 

回答者 87 名の中で，１つでも自覚症状

があると答えた者は 73 名（83.9％）で，

8 割以上の者が何かしら仕事上のストレ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スを抱えていると回答した。また，その

自覚症状の頻度や強度が「強い」と回答

した者は 15 名（17.2％）だった。 

心理的症状を抱えている者は，全対象

者 87 名のうち 68 名（78.2％）で，身体

的症状を抱えている者は 43 名（49.4％），

さらに社会的症状を抱えている者は 11

名（12.6％）であった。 

	 回答者の具体的なストレス自覚症状の

内訳を Table 5 にまとめた。心理的症状

において も人数が多かったのは「イラ

イラ」で 44 名（50.6％）であった。つい

で，「しんどさ」が 30 名（34.5％），そし
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て「落ち込み」が 25 名（28.7％）であっ

た。身体的症状において も人数が多か

ったのは「だるさ」で 23 名（26.4％）で

あった。ついで「頭痛」が 20名（23.0％），

そして「腹痛」が 11 名（12.6％）であっ

た。社会的症状を抱えている人数は他の

２症状と比べて少なかった。しかし，「言

い争い」が 8 名（9.2％），「無視」が 5 名

（5.7％）のように，複数の者が選択した

項目が含まれていた。 

3. 回答者が仕事上のストレスを軽減さ

せる目的でおこなっている自助方略 

「現在，仕事上のストレスを軽減させ

るためにおこなっている自助方略」の有

無について，75 名（86.2%）が「はい」

と回答し，一方「いいえ」と回答した者

は 12 名（13.8％）であった。9 割弱の者

が，すでにストレスを軽減させることを

目的に自助方略を実施していた。 

「いいえ」と答えた者が，仕事上のス

トレスを軽減させるために活動をおこな

っていない理由は，「ストレスを感じてい

ないから」（10 名），「何をおこなえばよ

いのかがわからないから」（1 名），「時間

が取れないから」（1 名）であった。 

仕事上のストレスを軽減できていると

いう自覚については，1 名が「あまりな

い」と回答した。しかし，それ以外の者

はすべて「ある」，もしくは「少しある」

と回答していた。  

４.自助方略の内容 

	 仕事上のストレスを軽減させる目的で

おこなっている自助方略の内容を Table 

6 と Table 7 にまとめた。Table 6 は，実

施する活動を継続期間によって分類した

自助方略，すなわち長期，中期，および

短期という期間で分けた自助方略の内容

である。また，Table 7 は，実施する活動

内容を種類によってカテゴリー分けした

自助方略の内容である。以下，継続期間

および種別に分けた結果について解説を

おこなう。  

（1）継続期間 

	 自助方略を継続期間で分類する上で以

下のような基準を設けた。「短期的方略」

とは，１週間以内でおこなえる活動であ

り，一方，「中期的方略」は１週間から２

週間でおこなえる活動とした。さらに，

「長期的方略」は，長期に継続を要し，

本研究の期間内でおこなえない活動であ

った。  

	 回答者から収集した活動が「短期的方

略」，「中期的方略」，「長期的方略」のど

れに該当するかは，回答者の活動頻度に

よって判断した。例えば，「旅行」は１年

に数回しか行く機会がないために「長期

的方略」とし，「家族と外出」は家族の都

合が合わなければ１週間以内におこなう

ことが難しいために「中期的方略」に含

めた。また，「テレビ鑑賞」は１週間以内

でおこなえるために「短期的方略」とし

た。  

（2）種別内容 

	 種別については，回答者がおこなって

いる自助方略の内容を専門家（教員 2 名

および大学院生 3 名）と協議し，すべて

の活動を以下の 6 種類に分類した。それ

らは，「娯楽」，「コミュニケーション」，

「ライフスタイル」，「積極的活動」，「リ

ラクセーション」，および「回避」であっ

た。  

	 「娯楽」とは，仕事の余暇におこなう

自分自身が楽しむ活動，「コミュニケーシ

ョン」とは人との関わりでおこなう活動，

「ライフスタイル」は食事のように日常

生活の流れの中で自然におこなう活動で 
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ある。つぎに，「積極的活動」は外出や身

体活動など自ら積極的に実施する活動で

あり，「リラクセーション」は身体を休め

る活動とし，さらに「回避」はストレス

を受けないために回避する活動とみなし

た。  

 

Ⅱ-1-D. 考察 

	 調査研究の目的は，つづくパイロット

介入研究をおこなうための調査であった。

就労者を対象に，１）メンタルヘルスの

状況，および２）メンタルヘルス予防を

目的としておこなっている自助方略の内

容，を調査した。以下，本研究により得

られた知見をもとに考察をおこなう。 

１. 就労者のメンタルヘルス状況 

	 本研究の回答者のうち，何かしらの自

覚症状があると回答した者は，全調査対

象者の 8 割を超え，多くの就労者が仕事

上でストレスを抱え，心身の症状を自覚

していることが明らかになった。この結

果は，近年，就労者が受けるストレスが

蔓延しているわが国の現状を表している。 

	 具体的なストレスから生じる自覚症状

の内容を見ると，「イライラ」が も多く，

つぎに「しんどさ」，「落ち込み」と続い

た。実際，症状をみると，心理的症状を

抱えている者が 68 名，身体的症状を抱え

ている者が 43 名，そして社会的症状を抱

えている者が 11 名となり，心理的症状が

他の２症状と比べて多く回答していた。 

	 ストレス反応は，一次的反応から二次

的反応に移行して改善されずにいると，

終的にストレス関連疾患に移行するこ

とが知られている（嶋田・鈴木 , 2004）。

本研究では，この一次的反応に含まれる

「イライラ」，「腹立ち」，「落ち込み」を

回答した者が多く含まれていた。また一

方で，二次的反応に含まれる「無気力」

に関しても 17名（19.5%）存在しており，

数としては少なくない状況であった。一

次的反応が二次的反応に，二次的反応が

重篤な反応に移行してしまう前に，メン

タルヘルスの対策が必要とされる。 

	 身体的反応に関しても心理的反応と同

様に，「冷汗」，「動悸」，「息切れ」といっ

た一次的反応よりも，「頭痛」，「めまい」，

「腹痛」といった二次的反応の方に回答

者が多かった。身体的反応が重篤になる

と，消化性潰瘍や過敏性腸症候群など日

常生活に支障が出る症状に発展する。そ

の点では，心理的反応よりも身体的反応

への対策が急務かもしれない。 

	 社会的反応に関しては，他の２症状に

比べると数は少なかったものの，「言い争

い」および，「無視」を複数名が回答して

いた。「言い争い」や「無視」といった項

目は，それ自体がストレス発散の活動と

考えられるが，相手との関係を崩してし

まう結果になり，新たなストレスを生じ

させる。放置することは，さらにメンタ

ルヘルスに悪影響を与える。 

２. 仕事上のストレスを軽減させる目的

でおこなっている活動 

	 本研究では， 9 割弱の者がすでに仕事

上のストレスを軽減させる目的で自助方

略をおこなっていることがわかった。ス

トレス低減への効果の自覚については，1

人を除き，「ある」，もしくは「少しある」

と回答していた。このように，自助方略

をおこなっている者は，その実践によっ

てストレスを軽減できていると回答して

いた。しかしながら，回答者の約 8 割が

いまもストレスを抱えていると回答して

いることとは矛盾している。そのため，

ストレスを抱えているながらも，自助方
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略を行うことで，それらを適切に管理で

きていると考える方が解釈として妥当か

もしれない。  

	 しかし，これらの調査結果からは，実

施している自助方略の中でどの活動がメ

ンタルヘルス問題の予防や管理に効果が

あるのかについては明らかではない。そ

こで，つづく研究では，自助方略を実際

に選択させ，その活動を１週間実施させ

ることでストレス低減効果を調べる。 

	 「長期的方略」に分類された活動は，1

週間という短期間では実践することが難

しいため，つづく介入研究では，「短期的

方略」に絞って実施の選択肢とした。た

だ，「中期的方略」については，条件が合

えばおこなえる可能性があるために，対

象者が実践可能と判断すれば選択させた。

また，介入研究において提示する自助方

略の数が多すぎると，回答者の選択が困

難になる可能性があるため，調査研究に

おいて度数が少ない活動を除外し，複数

名が選んだ活動を対象とした。 

 

Ⅱ-2. 介入研究：メンタルヘルス予防を

目的とした自助方略介入 

Ⅱ-2-B. 方法 

１. 対象者 

	 介入研究においては，先の調査研究に

参加した 87 名のうち，除外対象者として，

ストレスによる自覚症状が「ない」と回

答し，かつストレスを軽減させる自助方

略をおこなっていない 7 名とし，残りの

80 名を介入の対象とした。 

２. 手続き 

	 pre-testおよび post-testにおける質問調

査は，平成 30 年 12 月上旬から下旬にか

けて実施した。両調査とも，グーグルフ

ォームの回答を使用し，対象者にメール

にて回答フォームのリンクを送付し，同

様の調査は pre-test から１週間後に，再

度 post-test に回答させた。  

3. 調査内容 

	 対象者の前後の比較のために，pre-test

および post-test をおこなった。調査内容

は以下の通りである。 

（1）pre-test 調査内容 

①基本情報 

	 基本情報の収集は先の自助方略調査と

同様であった。pre-test と post-test のデー

タを対応させるために，名前とメールア

ドレスを尋ねた。  

②ストレス調査 

	 近１カ月のストレスの評価について

は，職業性ストレス簡易調査票（下光，

2000）を用いた。本研究では，職業性ス

トレス簡易調査票の中から心理的項目お

よび身体的項目に関する 11 項目を抜粋

し，さらに著者が作成した社会的項目 6

項目を加えた計 17 項目について，「ほと

んどなかった(1)」， 「ときどきあった(2)」，

「しばしばあった (3)」，および「ほとん

どいつもあった(4)」の 4 件法で回答を求

めた。  

③仕事上のストレスを軽減させる活動

（短期的方略） 

	 対象とする短期的方略の活動を Table 

8 に示した。選択肢は，19 項目であり，

内容は「娯楽」，「コミュニケーション」，

「ライフスタイル」，「積極的活動」，およ

び「リラクセーション」の 5 種類であっ

た。対象者には，まず Table 8 の上部で

示す短期的方略の活動を提示し，この１

週間自身でおこなえると思える方略，ま

たは効果が期待できると思う方略を１つ

選択させた。以前から仕事上のストレス

を軽減させる目的でおこなっている活動 
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があり，「ストレスが軽減できている」と

いう自覚がある者には，その活動が選択

肢に存在すれば選択することを認めた。 

④仕事上のストレスを軽減させる活動

（中期的方略） 

	 本研究において，中期的方略は「１週

間から２週間でおこなえる活動」であり， 

Table 8 の下部に示している。選択肢は，

8 項目で，内容は「娯楽」，「コミュニケ

ーション」，および「積極的活動」の 3

種類であった。対象者には，Table 8 下部

で示す中期的方略の活動を提示し，１週

間でおこなえると思う活動，または効果

が期待できると思う活動を１つ選択させ

た。中期的方略は，短期的方略とは異な

り，必ず１週間でおこなえるとは限らな

いために選択は任意とした。 

（２）post-test 調査内容 

①基本情報 

	 pre-test のデータと対応させるために，

名前とメールアドレスについて記入を求

めた。  

②仕事上のストレスを軽減させる活動

（短期的方略） 

	 19 項目の短期的方略から選択された

活動については，post-test において，１

週間でおこなってきた回数，および１回

の活動に費やした時間を回答させた。頻

度に関しては，「1 回(1)」，「2，3 回(2)」，

「4，5 回(3)」，「それ以上(4)」，および「お

こなっていない(5)」の５件法で回答を求

めた。  

１回の活動に費やした時間は，「1 分以

上 30 分未満(1)」，「30 分以上 1 時間未満

(2)」，「1 時間以上 2時間未満(3)」，「それ

以上(4)」，および「おこなっていない(5)」

の５件法で回答を求めた。「おこなってい

ない」と回答した者には，活動をおこな

わなかった，もしくはおこなえなかった

理由を記述させた。 

③仕事上のストレスを軽減させる活動

（中期的方略） 

	 8 項目の中期的方略から選択された活

動については，post-test において，「おこ

なった」，または「おこなっていない」の

２件法で回答を求めた。「おこなった」と

回答した者には，１週間で実施した頻度

と１回に費やした時間を回答させた。頻

度に関しては，「1 回(1)」，「2，3 回(2)」，

「4，5 回(3)」，および「それ以上(4)」の

４件法で回答を求めた。１回に費やした

時間については，「1 分以上 30 分未満(1)」，

「30 分以上 1 時間未満(2)」，「1 時間以上
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8 9

	

1 8 9

3 124

124

1

9

Table 7. Table 9. 対象者が選択した短期的方略の内容

	

5 3 17

2

       Table 8. 
Table 10. 対象者が選択した中期的方略の内容

2 時間未満(3)」，および「それ以上(4)」

の４件法で回答を求めた。 

④ストレス調査 

	 pre-test と同様の質問紙に回答させた。 

 

Ⅱ-2-B. 結果 

	 介入研究の結果を以下に示す。 

１）対象者の基本情報 

	 本研究では，１週間の介入期間前後で

ストレス得点がどの程度改善されるか，

またどの活動がメンタルヘルスの予防に

役立つのかを検証した。そのため，

pre-testと post-testに対応のない者は分析

対象から除外した。除外された回答者は

29 名で， 終的に，pre-test と post-test

の全てに回答した者 51 名を分析の対象

とした。  

	 対象者の性別は，男性が 25 名(49.0％)，

女性が 26 名(51.0％)，年齢は 22-61 歳，

平均年齢は 40.0歳(SD=11．61)であった。 

対象者の職業は，会社員・役員が も多

く，28 名(54.9％)であった。ついでパー

ト・アルバイトが 15 名(29.4％)であった。 

	 対象者の職種は，事務職が も多く，

20 名(39.2％)であった。ついで倉庫軽作

業が 14 名(27.5％)，編集が 8 名(15.7％)

であった。  

２）仕事上のストレスを軽減させる自助

方略（短期的方略） 

	 短期的方略の活動を１週間おこなった

者は 51 名中 50 名であった。そのため，1

名を除く 50 名を分析の対象とした。 

	 対象者が選択した短期的方略の活動を

Table 9 に示した。本研究で提示した短期

的方略 19 項目のうち，対象者が選択した

方略は 16 項目であった。 

対象者が選択した活動のカテゴリーの

内訳は，「ライフスタイル」が 8 名，「コ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミュニケーション」が 12 名，「娯楽」が

10 名，「リラクセーション」が 9 名，そ

して「積極的活動」が 11 名であった。具

体的な活動内容の内訳は，「友人と会話」

が も多く 9 名(18.0％)，ついで「昼寝・

睡眠」が 8 名(16.0％)であった。 

３）仕事上のストレスを軽減させる自助

方略（中期的方略） 

中期的方略の活動を本調査での１週間

でおこなった者は 34 名で，全対象者のう

ちの 66.7％を占めた。 

	 対象者が選択した中期的方略の活動を

Table 10 に示した。対象者が選択した中

期的方略は，本研究で提示した 8 項目の

うち 7 項目であった。 
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Figure 2. 介入前後における身体的反応得点の変化量
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Figure 3. 活動カテゴリー別に示した身体的反応の変化量

	 対象者が選択した活動のカテゴリーの

内訳は，「コミュニケーション」が 16 名，

「娯楽」が 5 名，「積極的活動」が 13 名

であった。  

  具体的な活動内容の内訳は，「友人と食

事」が も多く（11 名：32.4％)で，つい

で「家族と外出」（7 名：20.6％)，「家族

に相談」および「友人と外出」（それぞれ

5 名：14.7％）であった。 

4）ストレス得点の改善 

（1）介入前から介入後に至るストレス得

点の変化 

	 介入前から介入後への各ストレス得点

の変化を見るために，職業性ストレス簡

易調査票から抜粋した心理的反応および

身体的反応，そして著者が新たにつけ加

えた社会的反応のそれぞれについて対応

のある t 検定を行った。  

①  心理的反応 

	 心理的反応の結果を Figure 1 に示す。

対応のある t 検定をおこなった結果，心

理的反応では介入前から介入後にかけて

有 意 に ス ト レ ス 得 点 が 減 少 し た

(t(50)=7.14, p<.01)。 

②  身体的反応 

	 Figure 2 は，身体的反応の結果を示し

ている。身体的反応においても，介入前

から介入後にかけて有意にストレス得点

が減少した(t(50)=4.48, p<.01)。 

③  社会的反応 

	 社会的反応では，介入前から介入後に

かけて有意な改善が認められなかった

(t(50)=0.92, n.s.)。 

（2）活動の種別内容による介入前後のス

トレス得点の変化量 

①短期的方略 

	 活動の種別内容を独立変数とし，各ス

トレス得点の変化量（介入後−介入前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を従属変数とする一元配置分散分析を行 

った。その結果，身体的反応において主

効果が認められた(F(4, 45)=3.28，p<.05)。

Tukey HSD 法による多重比較をおこなっ

たところ，「リラクセーション」が「娯楽」

と比べて有意に変化量が大きかった

(p<.05)。それぞれ選択された短期的方略

の効果については，Figure 3 に介入前後

の変化量（介入後−介入前）を示してい

る。図に示したように，「リラクセーショ

ン」の変化量が も大きく，ついで「ラ

イフスタイル」，そして「コミュニケーシ

ョン」の順で身体的反応得点が低下した。

心理的反応と社会的反応では，有意な結

果が認められなかった。 
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②中期的方略 

	 活動の種別内容を独立変数とし，各ス

トレス得点の変化量を従属変数とした一 

元配置分散分析をおこなったものの，ど

の反応においても主効果は認められなか

った。  

（3）活動の頻度による介入前後のストレ

ス得点の変化 

①短期的方略 

	 短期的方略の活動頻度による効果を検

証するために，活動の頻度の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低頻度群，選択肢 3，

4（4・5 回，それ以上 /週）を高頻度群と

して，介入前後の各ストレス得点を比較

するために群×介入前後の 2 要因分散分

析をおこなった。その結果，心理的反応

では，介入前後の主効果が認められ

(F(1,48)=10.63, p<.01)，介入前と比べて介

入後にストレス得点が有意に低下した。 

	 また，身体的反応においても同様の分

析をおこなった結果，介入前後の主効果

が認められ(F(1,48)=4.84, p<.05)，介入前

と比べて介入後に身体的なストレス得点

が有意に低くなった。 

	 社会的反応では，介入前後の主効果は

認められなかった(F(1,48)=0.09, n.s.)。 

活動頻度の主効果および交互作用は有

意でなく，この結果は，心理的反応およ

び身体的反応は短期的方略の回数にかか

わらず，おこなうこと自体が効果をもた

らすことがわかった。 

②中期的方略 

中期的方略の活動の頻度に関しては全

て低頻度であったため，分析をおこなわ

なかった。  

（4）活動時間による介入前後のストレス

得点の変化 

①短期的方略 

	 １回の活動に費やす時間の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低時間群，選択肢 3，

4（4・5 回，それ以上 /週）を高時間群と

して介入前後の各ストレス得点を比較す

るために群×介入前後の 2 要因分散分析

をおこなった。その結果，心理的反応で

は ， 介 入 前 後 の 主 効 果 が 認 め ら れ

(F(1,48)=10.99, p<.01)，介入後には介入前

と比べてストレス得点が有意に低下した。 

同様に，身体的反応でも，介入前後の主

効果が認められ(F(1,48)=4.20, p<.05)，介

入前と比べて介入後にストレス得点が有

意に減少した。  

	 社会的反応では，介入前後での主効果

は認められなかった(F(1,48)=0.09, n.s.)。 

以上，活動時間群の主効果および交互作

用は，どの反応においても有意な結果が

得られなかった。これらの結果から，心

理的反応および身体的反応は，短期的方

略の時間にかかわらず，おこなうこと自

体の効果が見られたことになる。 

②中期的方略 

	 １回の活動に費やす時間の選択肢 1，2

（1，2・3 回 /週）を低時間群，選択肢 3，

4（4・5 回，それ以上 /週）を高時間群と

して活動に費やす時間についての２群を

独立変数とし，介入前後（pre，post）の

各ストレス得点を従属変数とする 2 要因

分散分析をおこなった。 

Table 11 は，全体の結果を示している。

心理的反応では，介入前後の主効果が有

意で(F(1,32)=29.08, p<.01)，介入後には介

入前と比べてストレス得点が有意に低下

した。  

身体的反応では，介入前後の主効果およ

び 交 互 作 用 効 果 が 認 め ら れ た

(F(1,32)=8.47, p<.01)。そのため，単純主

効果を求めたところ，高時間群において  
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Figure 4. 中期的方略の活動時間群による身体的反応の変化量

 

 

 

 

 

 

 

有意な身体的反応得点の減少が認められ

た (F(1,32)=26.17, p<.01)。この結果を

Figure 4 に示す。  

	 社会的反応では，介入前後の主効果は 

認められなかった(F(1,32)=0.02, n.s.)。心

理的反応，社会的反応では活動時間の主

効果および交互作用効果は認められなか

った。  
 

Ⅱ-2-D. 考察 

	 本介入研究の目的は，就労者を対象に，

1）調査研究で収集した自助方略の中から

短期的および中期的に実践可能と考えら

れる内容を選択させ，どの活動がメンタ

ルヘルスの予防に役立つのかを検証する

こと，および 2）活動をおこなう頻度や

１回に費やす活動時間によってストレス

得点に差異が生じるか否かを調べること

であった。以下，本研究によって得られ

た知見をもとに考察をおこなう。 

1. 介入前後におけるストレス得点の 

変化 

	 心理的，心理的，社会的反応の３種類

のストレス得点について介入効果を見た

ところ，心理的反応と身体的反応におい

てストレス得点が有意に低下した。一方

で，社会的反応においては，介入前後で

得点に有意な変化が見られなかった。こ

れらの結果から，本研究で提示した自助

方略は，心理的反応と身体的反応の低減

に効果があることがわかった。社会的反 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応に対して効果が見られない理由として，

社会的反応が間接的な反応であることが

考えられる。すなわち，心理的反応と身

体的反応が仕事上の問題がストレッサー

となり，直接的にストレス反応として生

起するのに対して，「怒鳴り」や「当たり

散らし」のように他者への否定的な関与

は心理的反応や身体的反応による影響と

言える。そのため，1 週間という短期な

介入では影響を与えることができなかっ

たかもしれない。  

2. 活動の種別内容による介入前後の 

ストレス得点の変化 

	 本研究では，短期的方略・中期的方略

の活動の種別内容を独立変数とし，各ス

トレス得点の変化量を従属変数とした分

散分析をおこなった。その結果，短期的

方略の「リラクセーション」カテゴリー

が「娯楽」カテゴリーよりも身体的反応

得点が有意に低下した。リラクセーショ

ンには，筋肉のリラクセーション，内臓

のリラクセーション，心理的リラクセー

ション，意識レベルの低下の４つの側面
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がある（鈴木・佐々木 , 1987）。これらの

側面は互いに関係しあい，心身相互作用

によって， 終的には心身全体のリラッ

クスが得られる。本介入研究において「リ

ラクセーション」をおこなった者は心身

相関の効果を得て，身体的反応得点が大

幅に低下した。  

「娯楽」のカテゴリーは，身体的反応得

点の低下に有効ではなかった。対象者が

選択した短期的方略の「娯楽」に含まれ

る活動は，「音楽鑑賞」，「テレビ鑑賞」，

および「読書」であった。これらの活動

は活動それ自体が楽しみをもたらすが，

身体的反応よりはむしろ心理的反応に直

接作用したと考えられる。 

	 中期的方略の活動カテゴリーでは，ど

の反応においても有意差は認められなか

った。その原因として，サンプルバイア

スが考えられる。本研究では，中期的方

略において「コミュニケーション」のカ

テゴリーを 16 名，「積極的活動」を 13

名がそれぞれ選択していた。しかし，残

りの「娯楽」カテゴリーは 5 名しか選択

しておらず，他の２カテゴリーに比べる

と人数が少なかった。 

3. 活動頻度による介入前後のストレス

得点の変化 

	 本研究では，短期的方略の活動頻度２

群（高頻度群，低頻度群）を独立変数と

し，介入前後の各ストレス得点を従属変

数とした 2 要因分散分析をおこなった。

その結果，心理的反応と身体的反応にお

いては介入前後の主効果が認められた。

しかし，活動頻度の主効果および交互作

用はどの反応においても有意ではなかっ

た。この結果から，短期的方略の頻度は

各ストレス反応得点の減少に影響を与え

ず，むしろ，おこなうことそれ自体に効

果があることがわかった。 

	 中期的方略の活動の頻度に関しては，

全てが低頻度群に回答が集まったため，

分析をおこなうことができなかった。し

かし，先の調査研究において，中期的方

略は「１週間から２週間でおこなえる活

動」と位置付けていた。中期的方略の回

数が全て低頻度群であったという結果は，

調査研究において中期的方略の位置付け

が妥当であったことを示している。 

4. 活動時間による介入前後のストレス

得点の変化 

	 本研究では，短期的方略・中期的方略

の活動時間（高活動時間群，低活動時間

群）を独立変数とし，介入前後の各スト

レス得点を従属変数とした 2 要因分散分

析をおこなった。その結果，中期的方略

の活動時間の上位群が下位群よりも身体

的反応得点が有意に減少していた。この

ことから，中期的方略においては，時間

を多く費やすことが身体的反応に有効で

あることがわかった。中期的方略は「１

週間から２週間でおこなえる活動」であ

りながらも毎日継続しておこなえる活動

ではない。滅多におこなえる活動ではな

いからこそ，多くの時間を費やすことで

短期的方略よりも身体的反応得点を低下

させることが可能かもしれない。 

	 短期的方略では，どのストレス反応に

対しても活動時間の主効果および交互作

用は有意とならなかった。短期的方略に

関しては，活動頻度で述べたとおり，そ

の頻度や時間ではなく実施すること自体

が効果をもたらすと考えられる。 

5. 本研究の限界 

	 本介入研究は，統制群を設けていない

事前事後比較実験デザインの研究である。

そのため，当初からパイロット研究とし
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ての位置付けとした。今後は，自助方略

の内容を精査する手続きと並行して，無

作為化統制試験などさらに精度の高い研

究をおこなう必要がある。 

 

Ⅱ-2-Ｅ．結論 

以下，文献研究と調査・介入研究に分け

て結論を述べる。  

Ⅰ.文献研究 

	 メンタルヘルス不調の予防対策として

自助方略を用いるメリットを 3 点にまと

める。  

①自助方略の推奨目的は，メンタルヘル

ス問題・疾患の予防をメンタルヘルス不

調の症状改善に求めている。 

	 本稿では，メンタルヘルス問題の重篤

化を避ける「予防」の観点で，日々のメ

ンタルヘルス不調に伴う症状の緩和効果

に注目し，実践可能で受け入れが容易な

自助方略に関する研究を紹介した。今後

増え続ける精神疾患を考えると，多くの

人々に対して，軽度・中程度のメンタル

ヘルス不調の段階で早期に緩和できる方

策を教授することは予防の観点で重要で

ある。  

②「気分の不調」の改善を他者からの支

援ではなく，自助に求め，その習慣化を

目的としている。 

	 メンタルヘルスを扱う専門機関の負担

は，対象者の数に伴って増え続ける一方

である。対症療法については，専門家の

援助によるところが大きいが，自助でお

こなえるならば経済的にも人的支援にお

いても負担が少ない。また，閾値下・亜

臨床的なメンタルヘルス不調を抱える人

たちにとっては，専門的な介入を受ける

抵抗感が大きく，むしろ自助方略の実践

を推奨する法が受け入れられやすい。 

③効果的な自助方略リストが完成できれ

ば，それらの普及啓発のために幅広い適

用が考えられる。 

	 信頼性および妥当性の高い自助方略の

選定が重要であるが，その後の活用とし

て，リーフレットやウェブサイトなどを

利用したポピュレーション・ワイド・キ

ャンペーン，スマートフォンの利用によ

るプロンプト介入など普及啓発のために

幅広い適用が期待できる。また，専門施

設での治療と併用することで回復効果を

促進できる。  

	 以上，本研究では，一次予防，さらに

一次予防を超えたメンタルヘルス・プロ

モーションとなる介入システムに組み込

める自助方略について解説した。今後，

我国においても，メンタルヘルス不調の

改善を目的とする自助方略について，役

立ち度，実践可能性，および受け入れ可

能性が高い内容を専門家グループやアド

ボカシー（過去にメンタルヘルス不調を

経験し，回復したのちに支援者として活

動する人たち）グループで一致する内容

を選定する必要がある。 終的には，効

果が期待できる自助方略が推奨されるべ

きであるが，例えば害を伴う方略は避け

ねばならず，専門家グループやアドボカ

シーグループから得られる共通性を担保

した自助方略の選定は，自助方略適用の

信頼性や妥当性を高める。 

 

Ⅱ. 調査・介入研究 

	 本パイロット研究は，就労者に焦点を

当て，メンタルヘルスの予防に関して就

労者の自助方略の内容を明らかにするこ

と，およびどの活動がメンタルヘルスの

予防に役立つか否かを検討する目的で実

施した。  
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	 調査研究では，就労者を対象として，

仕事上のストレスを軽減させる目的とし

て実施している自助方略について質問紙

調査をおこない，活動の収集をおこなっ

た。その結果，収集した自助方略を，１）

継続期間，および２）種別内容，に分け，

それぞれについてサブカテゴリーが形成

された。  

	 介入研究では，調査研究で得られた活

動から短期的方略と中期的方略に絞り，

１週間おこなわせることで，どの活動が

メンタルヘルスの予防に役立つのかを検

証した。その結果，すべての方略で介入

後において心理的反応と身体的反応が軽

減され，本研究で提示した自助方略が心

理的反応と身体的反応に有効であること

がわかった。  

	 活動の種別内容と各ストレス反応の関

連を検討した結果，短期的方略において

「リラクセーション」カテゴリーが「娯

楽」カテゴリーよりも身体的反応得点を

有意に減少させた。身体的反応の改善量

が大きかった自助方略カテゴリーは，「リ

ラクセーション」がもっとも大きく，つ

いで「ライフスタイル」，そして「コミュ

ニケーション」の順であった。「娯楽」カ

テゴリーは身体的反応の軽減には有効で

はなかった。  

	 活動時間と各ストレス反応の関連を検

討した結果，中期的方略において活動時

間を多く費やした高活動時間群の方が低

活動時間群よりも身体的反応得点を有意

に低下させた。  
	 以上の結果を以下に要約する。 

①心理的反応は，活動の種別内容，頻度

および時間にかかわらず，自助方略をお

こなうこと，それ自体で低減する。 

②身体的反応は，短期的方略における「リ

ラクセーション」方略をおこなうことが

も有効であり，「ライフスタイル」およ

び「コミュニケーション」の方略も有効

であった。  

③身体的反応の低減には，中期的方略に

時間を多く費やすと有効である。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

Shimazaki, T., Uechi, H., Bao, H., Deli, G., 

Lee, Y., Miura, K. & Takenaka, K. 

(2019). Health behavior stage and the 

prevalence of health risk behaviors in 

inner Mongolian secondary school 

students: a cross-sectional study. Child 

& Youth Services , DOI: 

10.1080/0145935X. 2018.1561265  
Shimazaki, T., Bao,  H.,  Deli, H.,  

Uechi, H., Lee, Y-H.,  Miura, K.  & 

Takenaka, K. (2018). Psychological 

reactance in smoking cessation among 

inner Mongolian students. 

International Journal of Health 

Promotion and Education, DOI: 

10.1080/14635240.2018.1522265. 
Shimazaki, T.,  Matsushita,  M.,  Iio, M., 

and Takenaka, K. (2018). Use of health 

promotion manga to encourage 

physical activity and healthy eating in 

Japanese patients with metabolic 

syndrome: a case study. Archives of 

Public Health,  

https://doi.org/10.1186/s13690-018-02

73-5 
三浦佳代・島崎崇史・竹中晃二（2019）. 

脳卒中者の活動性向上を目的とし

た介入プログラムの試行  ―介入
時 期 に 着 目 し て ―. Journal of 



 
	

 84 

Health Psychology Research, 31, 
143-153.  

三浦佳代・島崎崇史・高山侑子・竹中

晃二  (2018). 在宅脳卒中者を対象
とした活動および参加状況尺度の

開発 . Journal of Health Psychology 
Research, 31, 43-51. 

竹中晃二(2018).メンタルヘルス・プロ

モーション：その普及啓発.	スト

レス科学,	32,	313-322. 
竹中晃二・上地広昭・本下菜々・太田

裕子・島崎崇史  (2019). 日本版学
校エンゲイジメント尺度の信頼性

および妥当性の検証 . ストレスマ
ネジメント研究 . 印刷中  

2.  訳本  

竹中晃二・上地広昭監訳  (2018). 行動変

容を促すヘルス・コミュニケーショ

ン（C. Abraham & M. Kools） . 北大

路書房  
3.	 学会発表  

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

Takenaka, K. (2018). Mental health 

promotion in Japan. Invited Symposia 

“The next move for Health Psychology 

in Asia: How theories drive our power 

into practice.” International Congress 

of Applied Psychology 2018, Montreal, 

Canada. 

Takenaka, K., Miura, K., & Tsutsumi, T. 

(2018). Mental Health Promotion for 

Japanese City Employees. 32nd Annual 

Conference of the European Health 

Psychology Society, Galway, Ireland. 

Miura, K., Takenaka, K., & Tsutsumi, T. 

(2018). Booklet-based intervention for 

activity, participation, and QOL 

improvement of stroke survivors: 

Quasi-experimental designs. 32nd 

Annual Conference of the European 

Health Psychology Society, Galway, 

Ireland. 

竹中晃二  (2018). 「子どもの心身の健康

づくりを支援する健康心理学—現在

進行中—」日本健康心理学会第 31 回

大会会員企画シンポジウム . 
竹中晃二  (2018). 「ポジティブ・メンタ

ルヘルスの作り方—健康心理学から

の提言—」日本健康心理学会第 31 回

大会広報委員会企画シンポジウム。 

梶原彩香・竹中晃二  (2018). 勤労者のメ

ンタルヘルス問題への対処行動 . 日

本健康心理学会第 31 回大会ポスタ

ー発表。  

吉田椋・竹中晃二  (2018). ビデオフィー

ドバックの反復がスピーチ中の心身

に与える影響 . 日本健康心理学会第

31 回大会ポスター発表。 

竹中晃二・梶原彩香  (2018). ポジティ

ブ・メンタルヘルスに影響を与える

Meaningful Activity の役割 . 日本健

康心理学会第 31 回大会ポスター発

表。  

ONG Wei Ling 竹中晃二 (2018). A 
preliminary review of current 
health promotion strategies 
among student and professional 
musicians . 日本健康心理学会第 31

回大会ポスター発表。 

太田裕子・竹中晃二(2018). ストレスに対
する有益発見能力がコーピングやス

トレス反応に及ぼす影響 . 日本健康

心理学会第 31 回大会ポスター発表。 

高木良奈・竹中晃二(2018). 女性のワーク
ファミリーコンフリクトとメンタル

ヘルス . 日本健康心理学会第 31 回



 
	

 85 

大会ポスター発表 . 

竹中晃二  (2018). 学校ポジティブ教育
の立場から . 日本ストレスマネジメ
ント学会第 17 回学術大会シンポジ
ウム「ストレスマネジメント教育の

今後を展望する」 .  

竹中晃二・上地広昭・梶原彩香  (2018). 
学校ポジティブ教育の実践とその効

果 . 日本ストレスマネジメント学会
第 17 回学術大会ポスター発表 . 

梶原彩香・竹中晃二  (2018). 若年就労者
のメンタルヘルス問題の予防行動に

関する意識―計画的行動理論  を用
いた尺度開発のための予備的調査― . 
日本ストレスマネジメント学会第

17 回学術大会ポスター発表 . 
竹中晃二・梶原彩香  (2018). メンタルヘ

ルス・プロモーション冊子の配布に

よる認知的効果 . 第  10 回日本ヘル

スコミュニケーション学会学術大会

口頭発表 .  

梶原彩香・竹中晃二  (2018). 若年就労者

を対象としたメンタルヘルス問題の

予防のための行動調査 . 第  10 回日

本ヘルスコミュニケーション学会学

術大会ポスター発表 .  

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

なし  

 

引用文献 

Cairns, K.E., Yap, M.B.H., Reavley, N.J., & 

Jorm, A.F. (2015). Identifying 

prevention strategies for adolescents to 

reduce their risk of depression: A 

Delphi consensus study. Journal of 

Affective Disorders, 183, 229-238. 

Cuijpers, P., & Smit, F. (2004). 

Subthreshold depression as a risk 

indicator for major depressive 

disorder: a systematic review of 

prospective studies. Acta Psychiatrica 

Scandinavica, 109, 325-331. 
Cuijpers, P., de Graaf, R., & van Dorsselaer, 

S. (2004). Minor depression: risk 

profiles, functional disability, health 

care use and risk of developing major 

depression. Journal of Affective 

Disorders, 79, 71-79.  
Donovan. R.J., Henley, N., Jalleh, G., 

Silburn, S., Zubrick, S., & Williams, A. 

(2006). The impact on mental health in 

others of those in a position of 

authority: a perspective of parents, 

teachers, and supervisers. Australian 

e-Journal for the Advancement of 

Mental Health, 5, 1-5.  
Fogarty, A.S., Proudfoot, J., Whittle, E.L., 

Player, M., Christensen, H., Hadzi- 

Pavlovicac, D., & Wilhelm, K. (2015). 

Men's use of positive strategies for 

preventing and managing depression: A 

qualitative investigation. Journal of 

Affective Disorders, 188, 179-187. 
García-Toro, M., Ibarra, O., Gili, M., 

Serrano, M.J., Oliván, B., Vicens, E., 

& Roca, M. (2012). Four 

hygienic-dietary recommendations as 

add-on treatment in depression A 

randomized-controlled trial. Journal of 

Affective Disorders, 140,  200-203. 

Gordon, R. (1983). An operational 

classification of disease prevention. 

Public Health Reports, 98, 107–109. 
Jone, J. & Hunter, D. (1995). Qualitative 



 
	

 86 

research: consensus methods for 

medical and health services research. 

British Medical Journal, 311, 376-380. 
Jorm, A.F., Christensen, H., Griffiths, K.M., 

& Rodgers, B. (2002). Effectiveness of 

complementary and self-help 

treatments for depression. Medical 

Journal of Australia, 176, S84-S96. 
Jorm, A.F., Griffiths, K.M., Christensen, H., 

Parslow, R.A., & Rogers, B. (2004). 

Actions taken to cope with depression 

at different levels of severity: A 

community survey. Psychological 

Medicine, 34, 293-299. 
Jorm, A.F. & Griffiths, K.M. (2005). 

Population promotion of informal 

self-help strategies for early 

intervention against depression and 

anxiety. Psychological Medicine, 36, 

3-6. 

Jorm, A.F. (2012). Mental health literacy: 

empowering the community to take 

action for better mental health. 

American Psychologist, 67, 231-243. 

厚生労働省  (2018). 平成 29 年度「過労死

等の労災補償状況」 . https://www. 

mhlw.go.jp/ stf/newpage_00039.html 

2018. 
Morgan, A.J. & Jorm, A.F. (2008). Self-help 

interventions for depressive disorders 

and depressive symptoms: A 

systematic review. Annals of General 

Psychiatry, 7.doi: 

10.1186/1744-859X-7-13 
Morgan, A.J. & Jorm, A.F. (2009).  

Self-help strategies that are helpful for 

sub-threshold depression: A Delphi 

consensus study. Journal of Affective 

Disorders, 115, 196-200. 
Morgan, A.J. & Jorm, A.F. (2009). 

Outcomes of self-help efforts in 

anxiety disorders. Expert Review of 

Pharmacoeconomics & Outcomes 

Research, 9, 445-459. 
Morgan, A.J., Jorm, A.F., Mackinnon, A.J. 

(2011). Protocol for a randomized 

controlled trial investing self-help 

email messages for sub-threshold 

depression: the Mood Memos study. 

Trials. DOI:10.1186/1745-6215-12-11 
Morgan, A.J., Jorm, A.F., & Mackinnon, A.J. 

(2012). Email-based promotion of 

self-help for subthreshold depression: 

Mood Memos randomized controlled 

trial. British Journal of Psychiatry, 200, 

412-418. 
Morgan, A.J,, Mackinnon, A.J., & Jorm, A.F. 

(2013). Behavior change through 

automated e-mails: Mediation analysis 

of self-help strategy use for depressive 

symptoms. Behaviour Research and 

Therapy, 51, 57-62. 
Morgan, A.J., Chittleborough, P., & Jorm, 

A.F. (2016). Self-help strategies for 

sub-threshold anxiety: A Delphi 

consensus study to find messages 

suitable for population-wide promotion. 

Journal of Affective Disorders, 206, 

68-76. 
大滝純司，瀬畠克之，藤崎和彦  (2001).

［連載］質的研究入門第 16 回

consensus methodによる研究  (1). 週

刊医学界新聞 .  
Proudfoot, J., Fogarty, A.S., McTigue, I., 

Nathan, S., Whittle, E.L., Cristensen, 

H., Player, M.J., Hadzi-Pavlovic, D., & 



 
	

 87 

Whihelm, K. (2015). Positive 

strategies men regularly use to prevent 

and manage depression: a national 

survey of Australian men. BMC Public 

Health, 15, 1135. DOI 

10.1186/s12889-015-2478-7 
労働政策研究・研修機構  (2016). 第 2 回

日本人の就業実態に関する総合調

査  . 

http:www.jil.go.jp/kokunai/reports/rep

ort007.gtml 
Sadek, N. & Bona, J. (2000). Subsyndromal 

symptom depression: A new concept. 

Depression and Anxiety, 12, 30-39.  
Shepardson, R.L., Tapio, J., & Funderburk, 

J.S. (2017). Self-management 

strategies for stress and anxiety used 

by nontreatment seeking veteran 

primary care patients. Military 

Medicine, 182, e1747-e1754.  
嶋田洋徳・鈴木伸一（2004）．ストレスマ

ネジメント実践マニュアル．坂野雄

二（監修）．北大路書房．pp.6． 
下光輝一（2000）．「ストレス測定研究グ

ループ報告」加藤正明（代表）『労働

省平成 11 年度	 作業疾患の予防に

関する研究	 労働の場におけるスト

レス及びその健康影響に関する研究

報告書』．2000 年 3 月，労働省． 
鈴木聡志・佐々木雄二（1987）．心身弛緩

訓練．五島雄一郎・後藤由夫・鈴木

仁一（編）．心身症の新しい診断と治

療．医学ジャーナル社． 



 88 

6 M G C B F

0

F

5 EDGb C 8 243 WG F 5

H W

e  
 

± ±

3 30
± ±

Attention 
Bias Modification ABM Web

 

150 Web
ABM 	1

	 119 79.3% 	107 71.3%
	

 
 

28.2 6.9 to 27.3 6.7, p<0.05
45.3 11.4 to 44.0 11.6, p<0.05  

 
 
 A ± ±



 89 

2 29
± ±

WEB

attention Bias Modification ABM

ABM

Web

1
 

 
 

 

20 59
	

300

1 1
31

43
119

107
±

± 40.1±9.8
39.9±10.1 n.s.  

 F

ABM e.g. Tayama, Saigo, 
Ogawa, et al., 2018

ABM ipad

2
1 ABM

5 600  
 1

ABM 8
8

±

120

3
1

500msec 500msec

 
 1 8 W

±

ABM 7



 90 

1. 2. 
3. 4. 

± 5. 6. 
7. 

 
 

 
UWES Utrecht Work Engagement 

Scale
	 	 3

Shimazu, Schaufeli, Kosugi, et al., 
2008 3 	 9

0-6
 

STAI State-Trait Anxiety Inventory

20 20
40 1-4

Spielberger, Gorsuch, Lushene, et 
al., 1983

 
UMACL (The University of Wales 

Institute of Science and Technology Mood 
Adjective Checklist) 

±

3 18 1-4
Matthews, Jones, 

Chamberlain., 1990
±  

DUWAS (Dutch Workaholic Scale) 
Schaufeli, 

Shimazu, Taris, 2009
5 1-4

 
 

pre, post
	

Cohen’s d  
B-7.  

±

	

	

18072701 2018 8 23
 

 
 

8
± 2.2 ± 0.8

±

± 3.4 ± 1.2
±

p<0.05  

1 UMACL DUWAS

 

28.2±6.9 to 27.3±6.7, p<0.05

45.3±11.4 to 44.0±11.6, p<0.05  
 



 91 

 

 

ABM
ABM

STAI
Hakamata, Y., 

Lissek, S., Bar-Haim, et al., 2010

ABM
Tayama, J., 

Saigo, T., Ogawa, et al, 2017; Tayama, J., 
Saigo, T., Ogawa, et al, 2018

 

3

Innstrand, Langballe, Falkum, 
2012

±

Shimazu, Schaufeli, Miyanaka, et al, 
2010

 
 
- 

±

 
 
.

(2018). Q&A
. : 

 
 (2019). 

. In: 
 ( ) 

15



 92 

. Pp. 77-86. : . 
Iwanaga, M., Imamura, K., Shimazu, A., 

& Kawakami, N. (2018). The impact 
of being bullied at school on 
psychological distress and work 
engagement in a community sample 
of adult workers in Japan. PLoS ONE, 
13(5): e0197168. 
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0
197168 

 
(2018). 

. , 26, 
398-408. 

Shimazu, A., Schaufeli, W. B., Kubota, K., 
Watanabe, K., & Kawakami, N. 
(2018). Is too much work engagement 
detrimental? Linear or curvilinear 
effects on mental health and job 
performance. PLoS ONE 13(12): 
e0208684. 
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0
208684 

Hu, Q., Schaufeli, W. B., Taris, T. W., 
Shimazu, A., & Dollard, M. F. (2019). 
Resource crafting: Is it really 
‘resource’ crafting—or just crafting? 
Frontiers in Psychology. 10:614. doi: 
10.3389/fpsyg.2019.00614 

Imamura, K., Furukawa, T. A., 
Matsuyama, Y., Shimazu, A., 
Kuribayashi, K., Kasai, K., & 
Kawakami, N. (2018). Differences in 
the Effect of Internet-Based 
Cognitive Behavioral Therapy for 

Improving Nonclinical Depressive 
Symptoms Among Workers by Time 
Preference: Randomized Controlled 
Trial. Journal of Medical Internet 
Research, 20(8), e10231. 
doi:10.2196/10231 

Tayama, J., Yoshida, Y., Iwanaga, R., 
Tokunaga, A., Tanaka, G., Imamura, 
A., Shimazu, A., Shirabe, S. (2018). 
Factors associated with preschool 
workers’ willingness to continue 
working. Medicine,  97:49, e13530 

 

 (2018). 
± ±

± ±

. 2018 1
14 52

, ±, 
. 

 (2018). 

. 2018 5 20 , 
27

, 
, . 

 (2018). 

. 2018 6 2 , 2018
47

 in , 
, . 

 (2018). 

. 2018 6 30 , 



 93 

25 , 
, . 

 (2018) 

. 2018
9 8 , 9

. 
, . 

 (2018). 

± ±

. 2018 10 24 , 
77 , 

, . 
 

 
 
0

Hakamata, Y., Lissek, S., Bar-Haim, Y., 
Britton, J.C, Fox, N.A., Leibenluft, E., 
Ernst, M., Pine, D.S.  (2010). 
Attention bias modification 
treatment: a meta-analysis toward 
the establishment of novel treatment 
for anxiety. Biol Psychiatry, 68, 982-
990. 

Tayama, J., Saigo, T., Ogawa, S., Takeoka, 
A., Hamaguchi, T., Hayashida, M., 
Fukudo, S., Shirabe, S. (2017). Effect 
of attention bias modification on 
brain function and anxiety in 
patients with irritable bowel 
syndrome: A preliminary 
electroencephalogram and psycho-

behavioral study. Neurogastroenterol 
Motil, 29. doi: 10.1111/nmo.13131. 

Tayama, J., Saigo, T., Ogawa, S., Takeoka, 
A., Hamaguchi, T., Inoue, K., 
Okamura, H., Yajima, J., Matsudaira, 
K., Fukudo, S., Shirabe, S. (2018). 
Effect of attention bias modification 
on event-related potentials in 
patients with irritable bowel 
syndrome: A preliminary brain 
function and psycho-behavioral study. 
Neurogastroenterol Motil, 30. doi: 
10.1111/nmo.13402. 

Innstrand, S.T., Langballe, E.M., Falkum, 
E. (2012). A longitudinal study of the 
relationship between work 
engagement and symptoms of anxiety 
and depression. Stress Health. 28, 1-
10. 

Matthews, G., Jones, D.M., Chamberlain, 
A.G. (1990). Refining the 
measurement of mood: The UWIST 
mood adjective checklist. Br J 
Psychol, 81:17-42. 

Schaufeli, W.B., Shimazu, A., & Taris, T.W. 
(2009). Being driven to work 
excessively hard: The evaluation of a 
two-factor measure of workaholism in 
The Netherlands and Japan. Cross-
Cultural Research, 43, 320-348. 

Shimazu, A., Schaufeli, W., Kosugi, S., 
Suzuki, A., Nashiwa, H., Kato, A., 
Sakamoto, M., Irimajiri, H., Amano, 
S., Hirohata, K., Goto, R. (2008). 
Work engagement in Japan: 
validation of the Japanese version of 



 94 

the Utrecht Work Engagement Scale. 
Appl Psychol, 57, 510-523. 

Shimazu, A., Sonnentag, S., Kubota, K., 
Kawakami, N. (2012). Validation of 
the Japanese version of Recovery 
Experience Questionnaire. J Occup 
Health, 54, 196-205.  

Shimazu, A., Schaufeli, W.B., Miyanaka, 
D., Iwata, N. (2010). Why Japanese 
workers show low work engagement: 
An item response theory analysis of 
the Utrecht Work Engagement scale. 
Biopsychosoc Med, 4:17. doi: 
10.1186/1751-0759-4-17. 

Spielberger, C.D., Gorsuch, R.L., Lushene, 
R., Vagg, P.R., Jacobs, G.A. (1983). 
Manual for the state- trait anxiety 
inventory. Palo Alto, CA: Consulting 
Psychologists Press. 



 95 

1  Generalized estimation equation model 	  
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effect effect interaction 
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 �� 
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6.9±3.6 

(6.2-7.6) 
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(6.0-7.3) 
-0.15  n.s. n.s. n.s. 

 �� 
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-0.06  n.s. n.s. n.s. 
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(6.4-7.9) 
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0.08  20.3±6.5 

(19.1-21.4) 
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-0.03  n.s. n.s. n.s. 

 ������ 
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(27.7-29.7) 
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0.02  n.s. n.s. n.s. 
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(46.6-50.4) 
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0.01  n.s. n.s. n.s. 
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 ������ 

17.4±6.8 

(16.1-18.7) 

17.1±6.0 

(15.9-18.3) 
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(16.0-18.2) 

16.7±6.2 

(15.6-17.8) 
-0.07  n.s. n.s. n.s. 

 ������ 

27.8±7.0 

(26.4-29.1) 

27.8±6.5 

(26.5-29.0) 
0.01  28.2±6.9 

(26.9-29.4) 

27.3±6.7 

(26.1-28.5)* 
-0.13  n.s. n.s. n.s. 
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 �� 

45.2±12.3 

(42.8-47.5) 

44.9±11.0 

(42.8-47.0) 
-0.03  45.3±11.4 

(43.2-47.4) 

44.0±11.6 

(41.9-46.1)* 
-0.12  n.s. n.s. n.s. 

UMACL  
          

 $&'%(	� 

14.9±4.2 

(14.1-15.7) 

14.4±4.2 

(13.6-15.2) 
-0.12  14.9±4.2 

(14.1-15.6) 

14.7±3.8 

(14.1-15.4) 
-0.05  n.s. n.s. n.s. 

 �
�� 

12.5±4.4 

(11.6-13.3) 

12.4±4.3 

(11.6-13.2) 
-0.02  12.5±4.3 

(11.7-13.3) 

12.6±4.5 

(11.8-13.4) 
0.02  n.s. n.s. n.s. 

DUWAS  
          

 �!�" 

1.9±0.6 

(1.8-2.0) 

1.9±0.6 

(1.8-2.0) 
0.01  1.9±0.6 

(1.8-2.0) 

1.9±0.7 

(1.8-2.0) 
0.01  n.s. n.s. n.s. 

 ���#�!� 

2.0±0.6 

(1.9-2.1) 

1.9±0.6 

(1.8-2.0) 
0.01  1.9±0.6 

(1.8-2.0) 

2.0±0.6 

(1.8-2.1) 
0.17  n.s. n.s. n.s. 

Data are expressed as mean±S.D. (95%CI). *p<0.05 compared with baseline by the Wilcoxon’s signed rank tes
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